
表紙の絵（日本画）「繚乱」 制作者 安藤 由香
【制作者より】 気高くも艶めかしく競い合うように一気に開花したまっ赤な薔薇に一時狂気を感じた。しかしいつし

かその狂気のなかに，生命力という力強さを感じさせてくれました。狂おしくも美しいその生命力を感じていただけた

ら幸いです。

第44回「日展」へ出展された作品を掲載（表紙装丁は鈴木 新氏）

巻頭言

1 福島第一原発事故の前と後
松浦祥次郎

時論

2 原子力教育と研究：続けることの
重要性
原子力に潜む怖さを謙虚に認識した上で，

人類の英知を集め，科学技術の出来ることへの
夢を持ち続けたい。 矢野豊彦

4 ターニングポイント 廃棄できない
廃棄物
原子力発電所の事故以降，日本人の思想に

静かな地殻変動が起きている。マエキタミヤコ

特集

原子力安全部会「福島第一事故に関
するセミナー」報告書から

12 （第１報）報告書の概要
原子力学会の原子力安全部会は，福島原子力

発電所事故を分析・評価するための「福島第一
事故に関するセミナー」を８回にわたって開催
し，その成果をまとめた。その内容をシリーズ
で紹介する。

阿部清治，関村直人，松井 務，村松 健

21 （第２報）福島第一事故の概要
福島第一原子力発電所の安全設計と地震・津

波による影響，資機材の調達等を含む事故対応
について述べる。

守屋公三明，宮田浩一，川本敦史
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事故前の東海第二発電所における非常用海水
ポンプ室貫通部封止工事の実施状況



6 NEWS

●規制委，敦賀破砕帯で公開の検討会合
●燃料デブリ取出し日程を前倒し
●総合エネ調など 3審議会を改編
●学術会議，社会学の立場から提言
●ITER，「建設段階に移行」
●東欧 4カ国と原子力の安全で共同声明
●学会新会長に堀池寛・阪大教授
●海外ニュース

シリーズ解説 A
高レベル放射性廃棄物処分の可逆性と
回収可能性（１）

29 可逆性と回収可能性はどういう
ことなのか
高レベル放射性廃棄物の処分については，可

逆性と回収可能性が議論されている。地層処分
の各段階における廃棄物の状態はどのようなも
のなのか。また，可逆性と回収可能性とはどう
いうことを意味するのか。 田辺博三

28 From Editors
51 平成25年度新会長あいさつ 堀池 寛
52 会報 原子力関係会議案内，主催・共催行事，人事公

募，寄贈本一覧，新入会一覧，「原子力安全」調査専門
委員会基金 寄付者芳名一覧，英文論文誌（Vol.50,No.9）
目次，和文論文誌（Vol.12,No.3）目次，主要会務，編集後
記，編集関係者一覧

学会誌に関するご意見・ご要望は、学会ホームページの「目安箱」
（http : //www.aesj.or.jp/publication/meyasu.html）にお寄せください。

学会誌ホームページはこちら
http : //www.aesj.or.jp/atomos/

解説

42 「実用的な放射線文化」の醸成に
向けて―福島における「きずなスクエ
ア（仮称）」の提案
チェルノブイリ原子力発電所事故で大きな影

響を受けたベラルーシでは，専門家が子どもや
地域の方々と実際の放射線測定などを通じて
「実用的な放射線文化」を醸成する地域情報
センターを立ち上げた。
原産協会では，その福島
版モデルを検討している。
和田裕子，中田誠一
福本多喜子

46 核不拡散・核セキュリティ総合
支援センターにおける人材育成
JAEAの核不拡散・核セキュリティ総合支援

センター（ISCN）の人材育成事業で受け入れた
参加者は33カ国1200名を超えた。ここでは同セ
ンターが行っている人材育成活動について紹介
する。 直井洋介，濱田和子，野呂尚子

シリーズ解説 B
高レベル放射性廃棄物地層処分の工学技術
―技術開発から理解促進へ（３）最終回

37 技術開発成果を利用した理解促進
本シリーズ最終回は，地層処分の工学技術に

関する技術開発成果を利用した，実規模，実物，
実感，体感，理解などがキーワードとなる地層
処分実規模設備整備事業の状況を紹介する。

朝野英一，齋藤雅彦

「Rスケール」：地層処分場の状態変遷と廃棄物の状態，回収
可能性�コストの程度，受動的管理�能動的管理の程度の変化を
定性的に図示。（OECD/NEA R&Rプロジェクトより引用）

緩衝材定置公開試験の模様



原子力エネルギー開発利用における安全確保のための主目的が従事者と一般公衆を開発利用に伴う放射線障

害のリスクから防護することであるのは当初から世界一般に強く認識されてきた。その目的を実現するための

基本的枠組みとして，施設の計画・設計・製作・運営の全体系における深層防護システムの構築・保持，およ

び安全確保を大前提とする安全文化の体現・向上・堅持が据えられてきた。安全確保のための，この基本的枠

組みの根幹は当初から変化していないが，その重点や考慮範囲は開発利用の段階に応じて，特に大事故の教訓

に則って厳格に改訂されてきた。

厳しい反省と教訓が銘記された典型的事故として，①ウィンズケール炉事故（英国），②SL�１炉事故（米国），

③TMI�２号炉事故（米国），④チェルノブイリ４号炉事故（旧ソ連）が挙げられる。①では大量の放射性物質放

出防止，②では反応度事故防止，③では作業者―機器関係改善，確率論的評価によるシステム内弱点把握，④

では①，②の教訓に加えて運営における安全文化堅持の重要性が厳しく追求されることとなった。特にTMI

事故前後，および，チェルノブイリ事故前後では事故の教訓が世界的なものとして，原子力安全確保の強化対

策に大きな影響を及ぼした。

世界的な大事故となり，事故後２年半が経過しても避難者の大部分が自宅に帰れないでいる福島第一原発事

故から我々はどのような啓示を受け，事故前後で我々の原子力開発利用への向かい方にどのように根本的改革

を課すべきであろうか。事故直後からその原因を精査する活動が政府，国会，及び東京電力によって集中的に

実施され，判明する限りの情報を含む調査報告書がそれぞれ公刊された。これらに含まれる情報に基づき，内

外の専門的機関及び専門家グループによって，今後の対応を如何になすべきかが検討され報告書が次々と公刊

されつつある。

これらの中で最もはっきりした，かつ厳しい認識は「事業者がなすべきことをなしておかなければ，このよ

うな事故が起こり得ることを，この事故は示している」というものであり，もう一方で「たとえ今回の事故の起

因となった大地震や巨大津波のような超絶的な事象が発生したとしても，現在の軽水炉技術のレベルは設備的

準備とそれを高度に活用できる組織的，技術的準備があれば，十分に対応可能なものである」との認識が示さ

れている。即ち，福島第一原発事故後で何より重要な教訓は「公衆を放射線障害のリスクから防護する」という

従来の安全目的に加えて，「公衆の生活環境の防護，社会的防護」を確実にすること，即ち過酷事故発生防止の

実現性について社会的信頼を得ることである。

これには，政府の強制的安全規制が厳しければ十分というわけではなく，原子力開発利用に関わる産業界，

学界の関係者が安全確保について「INTEGRITY：完全性，統合性，誠実さ」を強靭な忍耐力をもって，自発的

に追求する安全文化，むしろ「安全道」とでも言うべき実践的挑戦に立ち向かうことが不可避になる。これはま

た，機器・設備の高度化，強化のみでなく，人為的側面の特性，即ち個人的及び組織的特性（リーダーシップ，

組織的実効性，レジリエンス，実効的ガバナンス，情報共有，先見性，洞察能力，業務達成力，現場経験活用

等々）の強化が重要な課題となる。過去の我が国原子力開発利用における INTEGRITY不足を今後決定的に改

善しなくてはならない。 （平成25年７月28日 記）

巻
頭
言原子力安全推進協会 代表，

日本原子力研究開発機構 理事長

松浦 祥次郎（まつうら・しょうじろう）
京都大学大学院工学研究科修了。日本原子力
研究所理事長，原子力安全委員会委員長など
を経て，2012年から原子力安全推進協会代表，
2013年から日本原子力研究開発機構理事長。

福島第一原発事故の前と後
479
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平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震

と，福島第一原子力発電所の炉心溶融に至った過酷事故

は，甚大な被害を及ぼし，今もって多数の国民が避難生

活を余儀なくされている。マグニチュード9．0という史

上まれに見る大規模な地震とそれに伴う巨大津波によ

り，２万人近くの尊い命が失われ，また多くの家屋が倒

壊した。巨大地震およびそれに伴う巨大津波という自然

の猛威には，容易にはなすすべを見つけられないが，地

殻変動の特に激しい，それゆえに山河，海浜，温泉など

の自然の美しい日本に住む国民として，大自然の災禍は

必然的に背負わなければならないリスクである。しかし

ながら“想定を超える”津波による原子力発電所の炉心溶

融事故は，防ぐことは出来なかったのか？“想定される

事象”に対応する安全対策は優先して行われていたはず

であり，それは地震により原子炉が正常に停止したこと

からも分かるが，“最悪の事態”を意識的あるいは無意識

的に除外していたように思う。どうしてそうなってし

まったのかについての意見は種々あるが，二度と繰り返

さないようにしなければならない。原子力研究を使命と

する研究所に身を置く研究者として，悔しい思いととも

に，本当に申し訳なく思う。

21世紀中葉には，アジアやアフリカ等の開発途上国に

おける人口の急激な増加と，それら地域の劣悪な生活水

準が，基本的人権として担保されるべきレベルまで向上

することが重なり合って世界のエネルギー消費を急激に

増加させ，エネルギー問題，食糧�水問題と共に大きな

地球環境問題を引き起こすことが1970年代初頭から危惧

されており（成長の限界：ローマクラブ報告書），その状

況は今も少しも変わらない。そのなかでも特に化石燃料

の大量消費に伴う大気中の二酸化炭素濃度の上昇は，地

球温暖化や異常気象を引き起こす要因であることが指摘

されている。必要なエネルギーを確保しつつ温暖化ガス

（発展に伴う有害廃棄物の一つ）の排出を削減すること

は，将来にわたり人類が地球に生き続けるための大きな

課題であり，“大気汚染”に対してクリーンな原子力への

大きな期待が寄せられていた。しかしながら，福島第一

原発の事故で，原子力のもっとも危険な面がさらけ出さ

れてしまった。事故は，原子力が決してクリーンなエネ

ルギー源ではないことを体験として国民に知らしめた。

我々研究者は，科学者としての原点に立ち戻り，原子核

に閉じ込められていたエネルギーを解放するという行為

に内在する危険性を謙虚に再認識し，より安全性の高い

原子力システムを再構築しなければならない。まずは，

専門家として一日も早い復興への課題に取り組むことが

肝要であり，さらに過酷事故の経験から多くを学び，原

子力への信頼を取り戻すべく，研究・教育活動を続けて

いくことが必要である。歴史的に見れば，日本は過去に

開国や関東大震災，第二次大戦等と何度も国の存亡にか

かわる危機に直面し，それを乗り越えることにより発展

してきた。その度により強い，より良い国になってきた

と思う。今回の震災も必ずや乗り越えなくてはならな

い。そのためにも，良心をもった科学者として公正に判

断し，国民に伝えていくことが重要である。

福島事故を契機として，原子力利用を継続するか否か

の選択を迫られているが，今それを性急に決めることは

正しくない。福島事故のもたらした功罪のうち，功の部

分は何かというと，原子力は，政府や電力会社を含め一

部の人が推進してきた，あるいは信じ込ませてきた，絶

対安全で“特別なもの”では決して無く，良くも悪しくも

結果的に広く市民に認識されたことで，ようやく“特別

なもの”から“広く知られているもの”になったと捉える

ことができるようになったことであろう。なにか分から

ない複雑で特別な技術から，図らずも危険を感知できる

技術になったことで，ようやく正当に良否の判断が出来

る段階に来たのだと思う。今は，それに至るまでに払っ

た犠牲は極めて大きく，とうてい許容できないと思う人

が圧倒的に多いかも知れないが，技術の発展は，往々に

して多大な犠牲を払ってきたのも歴史的には知られてい

る事実である。船舶，鉄道，航空機，自動車，宇宙ロケッ

トなどは分かりやすいが，鉄を作るにも，ガソリンを作

るのにも，あるいは化学薬品や薬でも，成熟するまでに

は幾多の事故や多大な犠牲があったのが紛れもない歴史

的事実である。でもこれらの内，現在使うのをやめてし

まっている技術は，有機水銀などの一部の有害な化学物

矢野 豊彦（やの・とよひこ）
東京工業大学 原子炉工学研究所長
東工大大学院無機材料工学専攻昭和55年修
了，工学博士。長岡技術科学大学助手，東
工大原子炉研助手，助教授を経て平成14年
教授，平成25年より現職。専門は原子力材
料。原子力学会論文誌編集長。

原子力教育と研究：続けることの重要性時論

480 時 論（矢野）
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質を除き，ほとんど無いのではないか。それは，何故か？

を考えるべきであろう。原子力も特別なものから，みん

なが考えることの出来る技術となったことで，その功�

罪が，他の幾多の物質や技術と同じように判断されてい

くのだと思う。

筆者の考える「何故か？」の答えは，それらの科学技術

が事故や失敗を学ぶことにより，事故に至った原因や経

過を知り，それを繰り返さないように，科学技術的な所

は改善・改良に努め，また，より過酷な状況を常に考え，

それに対応できるように不断の努力でシステムを改良し

てきたからである。新しい技術がほぼ成熟し，その技術

自体から発生する事故が極めて低いレベルに到達するに

は，長い時間が掛かるのが普通である。鉄道や船では数

百年かかったとも言われている。エンリコ・フェルミが

ウランの核分裂連鎖反応を実証（1942）してから70年，初

めて発電したのが1950年代，日本に初めての原子力発電

所ができたのが1966年である。まだ，50年も経験してい

ないのである。軽水炉が“成熟した安全な”技術だといつ

からなってしまったのであろうか。社会的な考察は他に

譲るが，科学者・技術者の認識として，まだまだ成熟し

ていない技術であり，今後絶え間ない改良が必要である

ことは明白である。ましてや，バックエンドの問題はこ

れからの課題であり，核燃料サイクル技術の成立とその

成熟にはまだまだ路半ばである。しかしながら，未熟だ

から“大事故”が起こって当たり前と言っているのではな

い。起こってしかるべき種々のトラブルを，対症療法的

にのみ解決するのではなく，基礎基盤に戻り，改善や改

良を行っていくことでもっともっと事故に対して裕度の

高いシステムにできていたはずであったと思うのであ

る。

科学技術，特に工学的な部分に関しては，もうそれ以

上改善の余地は無いという“完璧”な状態という分野は少

ないのではないだろうか。特に原子力システムのような

極めて巨大で，しかも“核エネルギー”を扱うというシス

テムにおいてや如何に。毎年何千万台も製造される自動

車においても，日夜改良が加えられている。発電炉では

50年前の技術で造られたプラントを使い続けていること

に，もっともっと危機感を持つべきであったろう。開発

途上であることを認識して，膨大な資金は掛かるにして

も，もっと早くモデルチェンジ（リプレイス）を進めるべ

きであった。

福島事故以降，原子力離れが加速し，技術者や研究者

が急速に減少してしまうことを恐れる。技術の多くは，

経験から導かれた成果である。伝統工芸の世界では，熟

練した職人がいなくなると，その技術は継承されず，消

滅してしまう。原子力のプラントにおいても，それぞれ

の部分部分で幾多の改良が重ねられてきたと思う。経験

と研鑽と努力の積み重ねで，一歩一歩登ってきた途中で

あろう。その技術なり，経験なりを継承できなければ，

二度と造れなくなるであろう。技術の継承や改良には，

それを担う相当数の人材が必要であることは言うまでも

ない。我々，大学に身を置く教員にとって，途切れるこ

となく研究を進めることと，原子力人材の継続的な輩出

が，最も重要な役割であると思っている。

東工大原子炉工学研究所の教員は大学院理工学研究科

原子核工学専攻を運営している。同専攻は昭和32年に設

置されて以来，一貫して名称を維持し，原子力人材を輩

出してきた。平成15～19年度に「世界の持続的発展を支

える革新的原子力システム」をテーマとした21世紀 COE

プログラムに，原子力関連では全国で唯一採択された。

平成20～22年度には大学院教育改革支援プログラム（大

学院GP）において「個性を磨く原子力大学院教育システ

ム」が採択され，主として修士課程の教育改革が実施さ

れた。さらに，平成23年度後半からは博士課程教育リー

ディングプログラムにより「グローバル原子力安全・セ

キュリティ・エージェント養成」が原子核工学専攻単独

の運営により７年計画でスタートし，原子力の安全を基

幹として博士課程に新しい教育課程を設置した。このよ

うに，人材育成に関しては，事故後も支援が多いのが幸

いである。原子核工学専攻を基盤にしたこれらの取り組

みを通して，福島以降の原子力を背負っていく若者の育

成に取り組んでいくこと，途切れずにそれを続けること

が重要であると確信している。

教育においては，原子核に内在するエネルギーを取り

出すという科学的に極めて特異な原子力研究の魅力を伝

えるとともに，それ故に付随する原子力の怖さも十分に

熟知させ，その怖さを身をもって感じた上で，人間の知

恵なり，人間が解きほぐした科学や積み重ねてきた技術

を駆使して，原子力施設を安全に管理し，運営できる人

を世の中に輩出していきたい。福島の廃炉技術開発も，

後ろ向きに捉えるのではなく，今後，必ずや世界中で必

要となる技術であるので，その矛先となり手本を示して

ほしい。また，既存の軽水炉にとらわれず，基本に戻り

理想を追求し，格段に安全性を高めた原子炉を実現して

いってほしい。第二次大戦後，わが国の原子力研究が始

まった当初の研究者は，広島，長崎の原爆の恐ろしさを

熟知していた世代であった。それが世代交代を繰り返し

てきた中で，原子力の輝きと共にその怖さをどこかに置

き忘れてきてしまったのではないか。福島事故を振り

返ってみれば，それが潜在要因になっていたのかも知れ

ない。原子力に潜む怖さを謙虚に認識した上で，人類の

英知を集め，科学技術の出来ることへの夢を持ち続けた

い。

（2013年６月13日 記）
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核廃棄物は国民ひとりあたりで割ればごく少量，
だからどうとでもなると思った感覚は。
環境広告コピーライターの私が，原子力委員会を傍聴

していて，あっこれは，と思ったのは核廃棄物に関する

発言だった。核廃棄物処理の議論が遅れた理由を聞か

れ，核廃棄物と言っても国民一人当たりで割れば数グラ

ムなので，たいして大きくないのです，だからどうとで

もなると思っていたようなところは確かにあります，と

いうような話をその委員はした。ああ，なぜそれはトン

デモナイと私は思うんだろうとそれ以来，考えてきた。

原子力発電所の事故以降，日本人の思想に静かな
地殻変動が起きている。
これまで断固として当たり前だという顔をして存在し

ていた隠蔽や密約やオーソリティが重さを失い，ふわふ

わと夢遊病者のように勝手に窓から出て行ってぺらぺら

といきさつを喋ってしまうようになった，そう感じてい

る人も多いに違いない。この軽さが，日本にとっては奇

異かつ希望でもある新しい対等感の特徴であり，多様性

と寛容性の始まりであり，情報公開と国民の知る権利と

いう国際的な文脈での民主主義の必須要素である。

廃棄できない物を廃棄物と呼んではいけない。
核廃棄物という言葉も再考するようになった。核廃棄

物を除く通常の“廃棄”物は自然へ還って行く。人間の食

べ物も，人間も，数週間あれば土に還る。人体も含め循

環型社会の一要素という所以である。が，まだ宇宙戦艦

ヤマトがイスカンダルから放射性物質除去装置をもらっ

てきていない今のところ，放射性物質は除去できず，自

然へも還っていかない。除去できないし除染もできな

い。廃棄したい除去したい除染したい，でもできない。

そんなもどかしさや欲求不満が，核廃棄物や使用済み核

燃料という絶妙な名前を産んだ。いや珍妙というべき

か。「廃棄物」という名前は狡い。「廃棄」できるような誤

解を招く。

わざわざ誤解を招きすぎるネーミング。
「使用済み核燃料」という言葉も事故後テレビで女子ア

ナが「なんで“使用済み”なのに燃えるんですか！」と言っ

たことで不適切さが露呈した。使用済み核燃料は燃えな

い，と普通の人が“勝手に誤解”してしまうのは通常，燃

料は燃やすための物であり，燃やして使えなくなった，

もう燃えなくなったものを使用済みと呼ぶからである。

常識的には紛らわしい名前のおかげで50年は平穏だった

が，事故で一転，原子力は胡散臭い，一般生活社会と相

容れない，というイメージが全面に出た。振返ると，あ

たかも安全であるかのように装った，いかにもトリッ

キーな名前である。それほど確信的でないにせよ，穿っ

た見方をされる分，運が悪い。

ひごろ廃棄物に向き合う時間は人によって違う。
オムツを換えてとダンナに赤ちゃんを渡すと，素直に

変えるときと，うわっと小さく叫んで，やっぱ頼む，と

返してくるときの２種類があった。前者はおしっこ，後

者はうんちである。職場に復帰したら局長が，オレもオ

ムツ換えたぞ，と言うので，それっておしっこですかう

んちですかと聞いたら，そういえばもっぱらおしっこ

だったな，と素直に答えていた。それは奥さんがおしっ

こだからと判断後に，局長に渡していたんですよ。うん

ちのときはきっとご自分で換えていたんでしょう。うん

ちも換えなくちゃ一人前じゃありません，と言って二人

で笑った。

赤ちゃんはおしっこもすれば，うんちもする。おしっ

こだけでなくうんちに向き合う男親と女親の時間を比較

すれば，女親の方がおそらく長い。原子力関連の人のう

んちに向き合う平均時間は一般平均とどのくらい違うの

か知りたい。それは生活感の一指標になるのではないか

と思っている。

代わりにやってあげるという優しさの代償。
台所も廃棄物と向き合う場所である。野菜を剥けば野

菜クズ，食べ残せば残飯。毎食それらをどう処理するか，

なるべく楽に自然に還るよう土に埋めたりミミズに食べ

マエキタ ミヤコ
コピーライター，クリエイティブ・ディレ
クター，環境保護運動家
1987年慶応義塾大学経済学部卒業，同年
電通入社。2008年に電通退社後，2008年
から2010年まで東京外国語大学大学院助教。
2002年よりサステナ代表。
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させたり，別の料理にリフォームして振舞ったり。牛乳

パックは回収へ，トレーは買い物の際にスーパーの入口

へ，ペットボトルの蓋は角のお肉屋さんの店先で途上国

へ寄付されるワクチンへ。廃棄物は作法に従ってそれぞ

れの行き先へ届けるからこそ，順調に引き取られてい

く。誰かがなんとかしてくれる類の話ではなく，そこに

交渉や構築という過程がある。美味しいものを生み出す

台所の舞台裏では，厳しいゴミ処理の現実が日々展開さ

れ，多くの人の手をかりることで，ゴミは自然に戻され

ている。ゴミ処理を怠るとあっという間に家はゴミ屋敷

になる。そうならないのは，代わりに片付けてくれる人

がいる家。不幸にして代わりに片付けてくれる人がいな

い場合はどうなるか。まさにそのようにして日本はいま

や核のゴミ屋敷と化している（注：暗喩）。

専念の功罪。
なにかに集中専念することは素晴らしい。けれど生活

感がないと元も子もない。子どもやダンナが勉強や仕事

に専念できるようにと代わりにゴミを片付けてあげたお

母さんを悪者にしないためにも，ゴミ処理にも責任を持

つ，生活感のきちんとある人になろう。歳をとった今で

も遅くない。人は死ぬまで成長できるから。

たてわり，のち，たこつぼ。
原発事故で驚いたのは，原子力のことをまんべんなく

知っている人が居ない，ということだった。原子力理論

に詳しい人と原子炉の設計に詳しい人は違い，事故のと

きにどうしたら冷却できるかを知る人はさらに違い，さ

らにベントで放出された後の放射性物質が人々の健康に

どのような影響を与えるかを知っているのはまた別の人

で，原子力発電が電気料金で言えば高いか安いかを計算

している人はまた違い，原発労働者の被曝量に詳しい人

も別の人で，核燃料サイクルがどうなるのかの担当も別

の人，自然エネルギーで発電するとすると電気料金がど

うなるのかを話せる人はまた違い，議会で決められるこ

とと，民間私企業が決められること，それを知っている

のは誰なのかを知っている人はそれぞれ違った。ワンス

トップを掲げている所がひとつもなかった。横の連絡を

取らないばかりか，各専門分野の連絡を妨げ，わざと縦

割りするかのように，安全神話や電力会社の情報非開示

や隠蔽やマスコミの怠慢やフリーランスジャーナリスト

へのカミソリ入り封筒や脅迫電話や文科省プロパガンダ

や経産省プロパガンダや経団連プロパガンダが挟まって

くる。なぜ執拗に縦割りにするのか。それは全容を把握

してしまうと当事者が可哀想なことになるからなのでは

ないか。

共犯のカケラ。
活断層，健康被害，耐震偽装，低線量被曝，原発労働

者の被曝，過剰に詰め込まれた使用済み燃料プール，メ

ルトダウン汚染水，核燃料サイクル不正，隠蔽，嘘，情

報開示拒否，海洋汚染，食品汚染，原発難民，偽装除染，

故郷喪失，引き裂かれる家族，子どもたちやお母さんお

父さんの不安，食品不安，失業，原発関連死，被災地住

民への賠償，電力会社の原子力部門の不良債権化，無保

険状態，マスコミの隠蔽，選挙マネーに流れる原子力補

助金，脅迫，いやがらせ，押しつけ，強要，強引，公民

館やスポーツ施設，宿泊施設や PR館，たかりの構造，

決まらない最終処分地，世代間倫理。挙げれば実にうん

ざりするこれら現場の胸の内にしまっておくべき小さな

怠慢や欺瞞や知らんぷりや嘘は，大きな塊を隠すためわ

ざわざ砕かれ，それぞれ生真面目で良心的な市民に里子

として預けられた共犯のカケラだったと考えられない

か。散り散りバラバラにしてしまえば，良心の呵責も小

さくなる。自分だけが言ってなんになるだろう，みんな

もそれぞれ小さな共犯者，買収された者なのだから，黙っ

てお墓に持っていけばいい。そう考える人を責められる

のは誰だろう。せっせせっせと共犯者を増やし圧倒的多

数を占めれば反対は出まい。そうだ，その通りだ。が，

それでも最終処分地は見つからなかった。そして事故は

起こった。共犯と買収の壮大な計画は破綻した。そして

後片付けが始まった。

日本の食べ物の美味しさ，豊かさは，地震などの自
然災害の豊かさに起因する。
研究者は善良に誠意を尽くし人為の限界まで頑張っ

た。原子力は未完の技術だった。毒の制御ができないま

ま社会へ出ていった。止めた研究者もいた。社会へ出し

た人たちは活断層のことも大地震のことも日本がそれら

災害によって自然が特別豊かな国になりその恩恵で暮ら

してきたことも知らなかった（これまでの日本の政治家

が極端に自然に疎かったのは原子力盲信国策のせいでは

ないかと私は考えている）。倫理基準として機能すべき

政治が未熟だった。普通選挙が始まって間もなかったた

め選挙者の判断情報を調達するしかるべき機関がまだき

ちんと機能していなかった。その歴史のはざまに魔がさ

して50年。“常識”が形成されるには十分な時間だ。事故

で”倫理と理性”が目覚めて２年。たったの４％だ。それ

でも転換は始まっている。

続きは，11ページに掲載。
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規制委，敦賀の破砕帯で公開の検討会合を開催
原子力規制委員会は７月２４日，日本原子力発電が７月

１１日に提出していた敦賀発電所敷地内破砕帯の調査に関
する報告書について，その内容を精査し論点を整理する
ため，公開の検討会合を開くことを決めた。規制委員会
では，その結果をふまえて，その後の対応を検討する。
また規制委員会は２５日，原子力発電所の新規制基準適

合性に係る審査会合を開き，九州電力の玄海発電所３，４
号機の申請内容に大きな不備がないことを確認した。こ
れにより両機と同電力の川内発電所３，４号機，北海道
電力泊発電所３号機，四国電力伊方発電所３号機の計６

基の安全審査が先行することが決まった。
なお規制委員会は玄海３，４号機について，対象となっ

ている破砕帯すべての調査・評価に関わるデータの提示
や，海域の活断層以外の波源による津波の評価，モニタ
リングの対象となる火山すべての火山活動の予兆をとら
えるための観測方法の提示，緊急時対策所のスペースや
運用方法，安全を確保するための全社的体制の説明など
が今後の論点となることを示した。

（原子力学会誌編集委員会）

中長期ロードマップ，燃料デブリ取出しを前倒し
政府の福島第一原子力発電所事故炉の廃止措置に関す

る対策会議は６月２７日，廃炉への取組を加速させる改訂
版中長期ロードマップを決定した。１～４号機ごとの状
況に応じたスケジュールを検討し，燃料デブリ取り出し
の開始目標を前倒し，地元とのコミュニケーションを強
化する。
１１年１２月の事故収束に向けた道筋「ステップ２」の完了
を受けて策定された中長期ロードマップで，「１０年以内
を目標」とされていた燃料デブリ取り出しについては，
リスク低減のため，可能な限り早期に進める考えから，
今般，復旧状況や耐震安全性等を考慮した複数のプラン
を検討した上で，最速ケースで１年半前倒しの２０年度上
半期開始と設定されている。
また，これらプラント関連の進捗と合わせ，地元関係

者との情報提供・コミュニケーション強化の観点から，
福島県，周辺自治体，有識者らの参画する「廃炉対策推
進会議福島評議会」を設置するほか，機器・用品等を長
期的に担う地元企業の育成・新規設立，マッチングの場
等を通じ，地域経済の活性化，雇用の創出にもつなげて
いくことも掲げた。
廃止措置に向けた取組は「終了までに３０～４０年程度か

かる」としている。今後，関連の現場作業，研究開発を
進めるにあたっては，基盤研究プロジェクトの推進を行
うだけでなく，中長期的視点で人材確保・育成を図る上
で，より強力なリーダーシップを発揮できる中核拠点を
重点分野ごとに選定し，政府，研究機関，民間企業が共
同で研究を進めていくことも重要だとしている。

（資料提供：日本原子力産業協会，以下同じ）

経済産業省，総合エネ調など 3審議会を改編
経済産業省は産業構造審議会，総合資源エネルギー調

査会，中小企業政策審議会の３審議会について組織を改
編する。これまで計１９４あった会議体を１０５に絞り込むな
ど組織をスリム化し，政策分野ごとの分科会に再編す
る。これによってテーマを明確にし，政策課題を集中的・
効率的に審議するのがねらいだ。関係政令の６月２５日閣

議決定を受け，７月１日の施行。
総合資源エネルギー調査会では，エネルギー政策全般

の審議を行ってきた総合部会を需給部会と統合して「基
本政策分科会」に，電気事業分科会下にあった原子力部
会は「電力・ガス事業分科会」の下の「原子力小委員会」へ
と衣替えする。

学術会議，社会学の立場から原災復興で改善求める
日本学術会議の社会学に関する専門家分科会は６月２７

日，原子力災害被災地の回復と復興のための「取組態勢
改善」に向けた提言を公表した。被害実態の検証に長期
間を要し，健康影響に関する科学的見解が不一致といっ

このコーナーは各機関および会員からの情報をもとに編集してい
ます。お近くの編集委員（奥付欄掲載）または編集委員会 hensyu@
aesj.or.jp まで情報をお寄せ下さい。資料提供元の記載のない記事
は，編集委員会がまとめたものです。
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た原子力災害の特異性に鑑み，低線量被ばくの長期影響
に対する統合的・科学的検討，避難者の生活拠点形成と
地位保障のための「二重住民登録」制度など，「社会学の
持ち味」で具体的政策提言を取りまとめたもの。分科会
を率いた舩橋晴俊氏（法政大学社会学部教授）が同日，学
術会議本部で記者会見を行った。
同専門分科会では公開シンポジウムや合同学会の開

催，被災地住民からのヒアリングなどを通じ，震災の被
害構造と日本社会再建の道を模索してきた。特に大地震
が引き起こした福島原子力発電所事故は，国民の心身に
おける不安，家族の生活設計の破壊，地域社会の解体な
ど多重なレベルの被害を引き起こしており，「災害史上
の中でも極めて特異」だと指摘。日本がこれまでにたどっ
てきた災害経験の歴史的進展に伴う形で段階的に整備さ
れてきた「既存の法体系では対処できない」との考えか
ら，社会学の立場で原子力災害からの回復と復興に関す
る具体的提言の取りまとめに至った。
専門分科会の提言はまず，原子力事故で生じた重大な

問題として「科学および政府への信頼感の喪失」を指摘。
原子力災害復興への重要課題となる心身の健康問題，生
活再建，地域再生について提言を述べた。これらの課題
を達成するため，低線量被ばくの長期的影響に対する統
合的な科学的検討の場の確立を掲げ，多様な見解を持つ
専門家たちが賠償問題と切り離して議論を掘り下げてい
く必要を求めている。学説が分かれることなどに関して
舩橋氏は，「競合中であれば，それを発信する必要」も強
調した。
このほか，水俣病の教訓を踏まえ，被災者の長期的健

康管理や支援措置とリンクした「被災者手帳」の交付，住
民参加を重視する「継続的訪問調査」の実施を求めてい
る。さらに，現在当面行われている避難先での「居住証
明」発行では，住民の権利保障には不十分だと指摘。「二
重住民登録」制度導入により，避難先での住民登録とと
もに，居住していた自治体の住民としての地位を付与
し，復興計画策定などの決定過程に参画する仕組みの整
備を提案している。

ITER理事会，「建設段階に移行」との見解
ITER 理事会が６月１９，２０日，都内で開かれ，機器・

システムの製造進展の状況を踏まえ，「ITER計画は完全
な建設段階に移行している」との見解を発表した。参加
７極の代表が出席した理事会では ITER計画のスケ
ジュール，予算等を確認し，９月にはフランスの建設サ
イトで閣僚級の特別会合を開催することを決めた。
フランスのカダラッシュに建設が進められている

ITERは２０２０年の運転開始，２７年の核融合反応達成を目

指している。今回の理事会ではサイトにおける施設整
備，機器製造の進展を歓迎し，メインとなるトカマク建
屋の建設が開始されたことなどが確認された。また，こ
れらに関する主要な契約締結が進展し，大型機器搬入が
１４年中にも見通されたことなどを評価。日本が調達分担
するトロイダル磁場コイルについては，計画に必要な分
の９０％が製造され，「大きな進捗」としている。

安倍首相，東欧 4か国と原子力の安全向上で共同声明
安倍晋三首相は６月１６日，訪問先のポーランドで同国

のほか，チェコ，ハンガリー，スロバキアの４か国（V
４）との首脳会合「V４＋日本」を行った。今後の協力枠
組みの強化とともに，エネルギー関係では日本が福島発
電所事故を踏まえ，世界規模で原子力安全強化に貢献す
ることなどを盛り込んだ共同声明を発出。EU諸国の中
で相対的に高い経済成長を維持しているV４と日本との

間で，ともに協力していくことで一致した。また，各国
首脳らとの二国間会談も行われた。
V４諸国のうち，チェコ，ハンガリー，スロバキアで

原子力発電所が運転中，ポーランドでは，石炭への依存
低減のため，２０年代の導入を目指し現在，サイト選定が
進められている。

新原子力学会会長に堀池 寛・阪大教授
日本原子力学会は６月２１日の通常総会で，大阪大学工

学研究科教授の堀池 寛氏を新会長に選任した。堀池氏
は会長就任に際し，原子力事故の影響で，専門家の発言
が社会から非難を浴びることもあるとする一方で，「傍

観し沈黙したままでは原子力の危機は乗り越えられず，
日本の国力を危うくしてしまう」として，使命感を持ち，
社会への積極的な情報提供を行う学術・技術専門家集団
を先導していく決意を述べた。
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［米 国］

ミッドアメリカン・エナジー社が
小型モジュール炉建設で FS

米国の著名な投資家，W・バフェット氏の傘下にある
電力・ガス供給大手のミッドアメリカン・エナジー社は
６月４日，アイオワ州で２０１０年に開始した小型モジュー
ル炉（SMR）を含む新たな原子力設備の開発実行可能性
調査（FS）を完了した。
主な結果として，�１原発受け入れに適するサイトを複

数発見，�２CO２の排出に制限や税がかけられる場合，
SMRは他の電源よりコスト効果がある，�３新たな原子
炉技術の安全性能は非常に高い など，原子炉開発に
大きな問題のないことが判明。しかし，「CO２の排出規
制や新たな原子炉設計の規制審査に不確定要素がある点
を考慮すると，原子力を含めた将来の発電オプション
で，さらなるサイト調査を直ちに推し進めるのは時期尚
早」との結論を導き出している。

NRC，BWR事業者対象へのベント
改善指令を改定

原子力規制委員会（NRC）は６月６日，福島第一原発
と同じマークⅠ，Ⅱ型格納容器を有する米国内のBWR
３１基の運転事業者に対する昨年の指令を改定し，事故時
の圧力，温度，水素濃度および放射線レベルを管理可能
にするベント・システムの要求指令を発令した。
昨年３月にNRCは福島事故後初めて，３種類の安全

強化指令を発令。そのうちの一つが３１基のBWRを対象
とするもので，Ⅰ型原子炉ではベント・システムの改善
を，またⅡ型ではそうしたシステムそのものの設置を義
務付けていた。
しかし今年３月には，１基当たり１，５００万ドルと言わ

れるフィルタ設置を一律に義務付けるのでなく，産業界
や議会の意向を汲んで差し当たり１年間の技術評価期間
を設定。フィルタ設置のほか，既存システムの冷却性能
向上などを通じたアプローチの両方を考慮するよう
NRCスタッフに指示した。
今回の要件はこうした流れを受けて昨年３月の指令を

改定する内容。炉心損傷時に発電所従業員がベント操作
可能となるよう要求するとともに，�１事故で生じた蒸気
を液化する圧力抑制プールの性能改善を発電所毎の燃料
交換スケジュールに応じて２０１４年６月までに完了，�２ド
ライウェルのベント・シナリオを分析し，必要な場合は
１７年６月までにベント・システムを設置しなくてはなら

ない としている。
NRCスタッフはこのほか委員会の指示で，３１基の

BWRで格納容器の健全性を保持するプロセスの改善
と，ベントされたガスから放射性物質をフィルタリング
するための機能強化で戦略の実行規則を策定中。今月後
半にも公聴会を開催し，同規則の技術基盤および安全強
化指令を遵守するためのガイダンス準備で協議を行う計
画だ。

NRCが燃料プールへの地震影響調
査，「大地震でも冷却性能は無事」

NRCは６月２４日，マークⅠ型格納容器を有する米国
内のBWRの使用済み燃料貯蔵プールで設計基準を超え
る地震が発生した場合の影響調査報告書案を公表し，３０
日間のパブコメに付した。結論として「深刻な地震によ
りプールからの放射能放出に至る確率は１０００万年に１
回」とするなど，周辺住民に被害が及ぶ可能性は低いと
した。一般からのコメントを盛り込んだ最終報告書を作
成した後，福島事故の教訓を採り入れた活動の一環とし
て使用済み燃料貯蔵プールに関する広範な規制判断上の
分析に役立てる方針だ。
同報告書案はまず，福島事故では使用済み燃料貯蔵

プールとプール中の燃料集合体は無事だったとした上
で，米国内では使用済み燃料の安全な貯蔵方法や，燃料
をプールから乾式貯蔵キャスクに早急に移送するよう
NRCが要求すべきかなどの課題が浮上したと指摘。こ
のためNRCの原子力規制研究局は，米国内で福島と類
似のプールを有する原子力発電所，およびマークⅠ型格
納容器を有するBWR２３基について，使用済み燃料貯蔵
プールの設計基準や福島事故時のものを数倍上回る強力
な地震，および仮想事故によるリスクと影響の調査を実
施した。
同調査ではまた，プール内に使用済み燃料が満杯の場

合と，集合体の間に隙間ができるほど数が少ない場合を
比較。プールで冷却水喪失を引き起こすような地震な
ど，起こりにくい事象発生時の冷却水補充といった緊急
時手続きについても検証を行っている。
結果としてNRCの報告書案は，「非常に強力な地震

であっても冷却水が失われるほどプールが損傷する確率
は低い」と指摘。地震によりプールから放射能が放出さ
れる可能性は１０００万年に１回，もしくはそれ以下のオー
ダーとしており，たとえ特定のプールが損傷を受けた場
合でも全体として使用済み燃料は安全に冷却されると保
証した。燃料の損傷につながるケースにおいても，「既
存の緊急時手続きにより周辺住民の安全は保持される」
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と断言。そうした手段としては広大な潜在的汚染区域か
らの住民退避などが含まれるとした。

上院議員４名が超党派で廃棄物処分
法案を提出

米議会・上院の議員４名は６月２７日，全米各地の原子
力発電所サイトで貯蔵中の使用済み燃料を安全に管理・
永久処分するための包括的な法案を超党派で提出した。
膠着状態にある同課題を解決するため，専門の連邦機

関の創設や地元の合意に基づく中間貯蔵施設と深地層最
終処分場の建設など，ユッカマウンテンに代わる管理処
分対策を検討した政府の有識者特別（ブルーリボン）委員
会の勧告を早急に実行に移し，連邦政府による廃棄物管
理責任を速やかに果たすことを目的としたもの。これを
受けて，上院・エネルギー天然資源委員会は７月中に同
法案に関する公聴会を開催するとしている。
今回「放射性廃棄物管理法２０１３」を提出したのは，エネ

ルギー天然資源委員会のR・ワイデン委員長（民主党）の
ほか，同じ民主党員のD・フェインステイン議員，およ
び共和党の L・アレグザンダーと L・マコウスキーの両議
員。使用済み燃料の集中貯蔵・処分システムが完成すれ
ば，低炭素な原子力発電による電力供給の機会が一層拡
大可能になるほか，原子力の商業利用と軍事利用から出
た高レベル廃棄物の安全性と一般公衆の防護を長期的に
確保できるとしている。

［カナダ］

ダーリントン原発増設で 2社が詳細
建設計画を提出

カナダのオンタリオ州営電力であるオンタリオ・パ
ワー・ジェネレーション（OPG）社は６月２８日，ダーリ
ントン原子力発電所サイトに増設する２基について，
ウェスチングハウス（WH）社とCANDUエナジー社から
詳細な建設プランや日程，コスト見積などの提案書を受
領したと発表した。CANDU社の提案する「改良型
CANDU６（EC６）」設計はこの２日前，認可申請が可能
になる事前設計審査でカナダ原子力安全委員会（CNSC）
から承認を受けたばかり。同社の提案書はAP１０００を推
すWH社の提案書とともに，今後数か月間にわたり
OPG社や州政府の関連省庁等から審査を受けることに
なる。
カナダでは稼働中の原子炉１９基のうち１８基までがオン

タリオ州に立地。オンタリオ州政府はクリーンで信頼性
のある電力供給システムの構築を目指し，２００３年に発電
シェアの２５％を占めていた石炭火力発電所の廃絶を目指
す「長期エネルギー計画」を開始しており，０９年時点で州

内の電力需要の約５割を供給する原子力の設備維持は同
計画の一環でもある。このため，OPG社がダーリント
ンで「サイト準備認可（SPL）」を申請していた最大４基・
４８０万 kW分のうち，２基・２００万 kW分を２０１８年頃の完
成目指して建設することになったもの。
カナダの連邦政府は昨年５月にダーリントン増設プロ

ジェクトの環境評価を承認しており，これに続いて
CNSCも同年８月，建設許可と運転許可の前提となる
SPLを同国では四半世紀ぶりに同計画に発給してい
る。

［フィンランド］

TVO，オルキルオト 3完成に向け
株主から資金調達

フィンランドのテオリスーデン・ボイマ社（TVO）は
６月１２日の臨時株主総会で，建設工事が長引くオルキル
オト原子力発電所３号機（OL３）（PWR，１７２万 kW）を完
成させるため，株主から新たに３億ユーロ（約３８５億円）
の資金を調達するとした株主との合意書に調印した。今
年２月の取締役会提案を株主が受け入れたもので，この
取り決めにより，度重なる完成の延期に伴う追加コスト
を賄う計画だ。
同社の J・タンフア社長兼CEOによると，世界初の欧

州加圧水型炉（EPR）となるOL３は安全性が強化された
新型原子炉設計として世界レベルの見本でもあり，出来
るだけ早く発電開始にこぎ着けるよう，供給業者である
仏アレバ社と独シーメンス社の企業連合が意欲と能力の
すべてを傾注することは極めて重要だと指摘。２月時点
の見通しで同炉の通常運転開始時期が２０１６年にずれ込む
可能性が出たことから，対応準備を進めていると強調し
た。

［EU］

ECが原子力安全指令の改定を提案，
安全審査は 6年ごとに

欧州連合（EU）の執行機関である欧州委員会（EC）は６
月１３日，加盟各国の原子力発電所で法的拘束力を持つ安
全審査を６年ごとに課すなどの条項を盛り込んだ新たな
原子力安全指令を提案した。福島事故を受けて２００９年の
安全指令を厳しく改定する内容で，事故リスクを大幅に
低減し，住民と環境を防護するために，すべての発電所
に緊急時対応センターを設置するなどを明示。産業界は
「欧州全体の安全枠組としては技術的に詳細すぎるし，
各国規制当局の権威が損なわれかねない」などの見解を
表明しており，欧州理事会等の承認を受けて確定するま
でには紆余曲折が予想される。
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ECの G・エッティンガー・エネルギー担当委員は「原
子力を使うも使わぬも加盟国次第だが，今現在，欧州に
１３２基の原子炉が稼働しているという事実は変わらない」
と指摘。その上で，ECにおける自分達の任務はその一
つ一つの安全性を最優先で確保することだとし，新指令
の主なポイントを次のように説明した。
▽安全目標＝加盟国は事故時に放射能が環境中に出る
可能性が実質的に排除されるよう保証する。

▽EU全域における法的拘束力を持った６年ごとの審
査＝加盟国は多国籍チームが実施する審査におい
て，共通する方法論や個別の課題に連帯合意する。
また，勧告事項を実行に移す責任を有しており，こ
れに遅れや不履行が生じた場合は ECが加盟国に確
証ミッションを派遣する。

▽国内審査＝各原発は少なくとも１０年に１回の定期安
全審査，また運転期間延長の際には特別審査を受け
る。

▽新規の原子炉＝すべての新設炉は炉心損傷時にも安
全性が確保され，外部に影響を与えない設計とす
る。

▽サイトでの緊急時準備体制と対応＝すべての原子力
発電所で放射能や地震，津波から防護するための緊
急時対応センターを設置し，厳しい事故管理指針を
実行する必要がある。

新指令ではこのほか透明性に関して，各国の規制当局
および事業者が住民に対する事故時および通常運転時の
情報伝達戦略を策定するよう明記。この戦略は公表され
なければならず，新設原子炉の許認可手続きにおいても
住民は意思決定プロセスに参加する機会が与えられる。
また，各国の規制当局はその意思決定において独立の

立場を有すること，その安全目標は政治的，経済的，お
よび社会的な利益より優先することを保証。効果的な活
動を行うために十分な資金と専門スタッフを備えていな
ければならないとしている。

［リトアニア］

大統領，ビサギナス計画の継続で
議会に警告

リトアニアのD・グリバウスカイテ大統領は６月１１
日，議会に対する年次演説の中で膠着状態にあるビサギ
ナス原子力発電所建設計画に触れ，「政府が煮え切らぬ
態度で結論を遅らせればリトアニアは国際社会からの信
頼を失う」と警告した。昨年１０月に発足した社会民主党
政権が前政権による同建設計画の経済性を疑問視し，出
資を伴う戦略的投資家に選定された日立やエストニア，
ラトビアからの出資金増額と言った条件が確約されない
限り計画を継続しないとの方針を５月に表明したことに

対するもの。
無所属の同大統領は，昨年１０月の国民投票で投票者の

６割がビサギナス計画に反対票を投じた後も一貫して同
計画の継続を支持している。国内唯一の原発を０９年末に
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［ロシア］

ブラジルで原子力技術販売促進イベ
ント

ロシアの原子力総合企業ロスアトム社は６月１０日，新
たに１００万 kW級原子炉４～８基の新設を検討している
ブラジルにロシアの原子力技術を売り込むため，販売促
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レバ社が作業を引き継いだ同３号機を２０１５年の送電開始
目指して建設中。水力発電への依存を軽減するため，連
邦政府が管理するエレトロブラス電力会社傘下のエレト
ロ・ニュークリア社が２０３０年までに少なくとも４基の原
子炉を建設するとしており，すでに４０の候補地点を特定
した。これに対して，海外のプロジェクト１９件を含め２８
件の原子炉建設計画を進めているロスアトム社が，ブラ
ジルの条件に見合った原子力開発協力モデルの構築を提
案したもの。
７日のセミナーにはエレトロ社を始めとするブラジル

の大手関連企業のみならず，鉱物エネルギー省，科学技
術省，および原子力開発協会（ABDAN）の代表者らが出
席。前日に E・ロバオ鉱物エネルギー大臣と会談したロ
スアトム社のK・コマロフ副総裁は，歓迎スピーチの中
でロシアの原子力技術でブラジルに投資したいとの意志
を明確に示すとともに，「安全で効率的な原子力こそ未
来の発電だ」と断言した。
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［中 国］

紅沿河 1号機が営業運転開始

中国広核集団有限公司（CGN）は６月７日，遼寧省で
建設していた紅沿河原子力発電所１号機（PWR，１１０万
kW）が営業運転を開始したと発表した。同国の商業用
発電炉としては１７基目で，同炉の運開により遼寧省内第
２の都市である大連市における電力需要の１�４を賄うこ
とが可能になるとしている。同炉の設計はフランスの
PWR技術をベースとする「CPR１０００」で，２０１５年末まで
に同型の原子炉を合計４基建設予定。１，２号機の機器
国産化率は７５％となるほか，３，４号機では８０％となる
見通しだ。
１号機の建設工事は，CGNと中国電力投資集団公司

（CPI）が４５％ずつ，および大連建設投資集団有限公司が
１０％投資する合弁事業体が２００７年８月に開始。同炉は今
年１月に初臨界達成後，２月には送電網に接続され調整
運転を続けていた。２号機の建設工事も順調に進んでお
り，現在，熱機能試験を実施中。続く３号機では６６％の
機器設置作業を終えたほか，４号機では原子力系統設備
の作業が４０．５％完了したとしている。

［韓 国］

安全委，原子炉 3基の再稼働を承認

韓国の原子力安全委員会は４月２３日から計画停止中
だった月城２号機の再稼働を６月２５日に承認した。安全
委は部品の品質保証書偽造疑惑等で昨年秋から停止して
いたハンビット（旧「霊光」）３号機を６月９日付けで，ま
た５月３日から定検中だったハヌル（旧「蔚珍」）５号機を
６月１５日付けで運転に復帰させており，原子炉２３基中，
停止中の基数は８基に減少。５月末に発覚した機器の検
査結果偽造等で懸念されていた，原子力による夏場の供
給力不足に対処する考えと見られている。
韓国では昨年１１月，品質保証書が偽造されたヒューズ

やスイッチなど一般産業品目がハンビット３～６号機に
設置されたことが判明し，部品交換作業が行われてい
た。３号機ではまた，定検中に原子炉ヘッド貫通部で欠
陥が発見され，補修を実施。再稼働承認前に安全委が最
終的な安全確認を行ったとしている。
一方，新古里１，２号機，新月城１号機および建設中

の同２号機で検査結果の偽造が発覚したのは，事故時に
安全系信号を送信する重要部品の制御ケーブル。交換作
業には夏場を含めて数か月を要すると見られている。

記事前半は，４ページに掲載。

原発 5大リスクをダイジェストすると。地震・核ゴミ・

保険・経済非合理・倫理

日本は地震大国である。活断層の上に原子力発電所は

建てられない。国全体が活断層であるような地震大国日

本にとって原子力発電は適切なエネルギー調達方法では

ない。このままではアメリカ，ロシア，日本の順番で起

きてきた原発事故が，日本日本と二回続くことになる。

そして日本は世界の嘲笑の的になる。その前に全ての使

用済み核燃料を一刻も早く乾式貯蔵に切り替えるべきで

ある。

ふたつめのリスクは核ゴミ処理が決まっていないこと

である。有毒ゴミの処理方法が未完成のまま放置しその

生産を50年以上も続けていることは異常であり生産倫理

に反する。

みっつめのリスクは保険がかけられないこと。だったら

とにかく動かさないことだ。再稼動なんてとんでもない。

よっつめのリスクは補助金依存癖が深まり日本経済がク

リエイティビティを失い脆弱化すること。そもそも経済

合理性に合わない上に特に事故の後は不良債権化著しい。

いつつめのリスクが一番重大で，世代間倫理を失うこ

と。世代間倫理というのは，子どもや孫の世代につけを

回さないということ。原発の場合，廃炉後の原子炉や核

ゴミなどの核汚染処理を負わせることを言う。世代間倫

理を失った国では良い子は育たない。子どもや孫から嫌

われるのが快感だという人はいないだろう。それは悲し

いことだ。大人であり人間であるなら，子どもや孫のた

めになりたいと思うのが自然であり，倫理であり，良識

である。

生活感を失う人になるな。
原発事故は「だれかがどこかでうまくやっているんだ

ろう」の時代に別れを告げた。すべてがバレる時代の到

来でもある。かくなる上は自分の担当範疇だけでなく，

政治選択，世論，憲法，人権，健康被害，世代間倫理，

食品安全，自然環境，生物多様性，報道の観点からも広

くトータルに原子力をとらえ，生活者としての感覚を鍛

えていってほしい。とにかくまずは核ゴミである。核ゴ

ミをめぐる人々が何を気にしているものなのか，一般市

民と共感できるひとりひとりになっていってほしい。

（2013年５月27日 記）
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Ⅰ．はじめに
東北地方太平洋沖地震による地震動および津波によ

り，福島第一の６機の原子炉のうち，１～５号機では全

交流電源喪失事故（発電所停電事故，Station Blackout :

SBO）が起きた。この事故は，全６機で最終ヒートシン

クの喪失も伴い，１，２号機においては直流電源さえ喪

失するという深刻なものであり，１号機から３号機まで

の原子炉で炉心が溶融し，周辺環境に大量の放射性物質

を放散した。

この事故について当部会は，事故を分析・評価するため

の「福島第一事故に関するセミナー」を開催し，一連のセ

ミナーでの報告と議論の成果を部会幹事や各回セミナー

の報告者で取りまとめて，セミナー報告書を作成した。

福島第一の事故については，既に政府報告書（第１報，

第２報）や幾つもの事故調査委員会の報告書が出されて

おり，原子力学会でも様々な活動や報告がなされている

が，セミナー報告書は，事故に直接・間接に係わった組

織の構成員を含め，原子力安全を専門とする当部会員に

よる事故の分析・評価報告書である。

ここで，当部会が2010年２月17日に開催した講演会で

の佐藤一男氏の「原子力安全の論理」についての講演の一

節を引用すれば，「事業者責任と監督責任は安全達成の

ための車の両輪。一方が他に取って代わることはでき

ず，規制の有無で事業者が免責になることはなく，逆に

事業者が完璧に責任を果たしていることが明らかでも規

制は眠っていてはいけない。」とある。

事故を見れば，事業者も規制者も十分には責任を果た

していなかった。安全部会の部会員の多く，特に部会幹

事は，安全問題の当事者であり，多かれ少なかれ，福島

第一の事故にも責任を負っている。そのような当事者た

る安全部会員として，福島第一の事故に関し，「何が悪

かったのか，今後何をすべきか」を議論した。

原子力は多くの技術の総合であり，福島第一の事故を

含め，事故は技術分野の隙間で起きることが多い。当部

会のセミナーは，

・まずは事故そのものを，現時点までに得られた知見

で可能な限り正確に説明すること

・原子力安全の当事者としての反省として，「何が悪

かったのか」を明瞭に示すこと

・事故によって示された課題を踏まえて安全な原子力

の確立のために「今後何をすべきか」を提案すること

・そうした過程において，技術分野間あるいは産学官

間の相互理解を進めること

を目的して開催したものである。

本「特集」は，原子力学会のより多くの方に福島事故に

係る技術的課題を正確に理解していただくことを目的と

して，セミナー報告書の要点を記述するものである。第

A Digest of the Nuclear Safety Division Report on the

Fukushima Dai�ichi Accident Seminar�；Outline of the

Report : Kiyoharu ABE, Naoto SEKIMURA, Tsutomu
MATSUI, Ken MURAMATSU.
（2013年 ７月３日 受理）

原子力安全部会「福島第一事故に関する
セミナー」報告書から
（第 1報）報告書の概要

2011年３月11日に「東北地方太平洋沖地震」によって引き起こされた東京電力福島第一原子力

発電所（以下，「福島第一」）での炉心溶融事故について，日本原子力学会・原子力安全部会（以

下，「当部会」）は，事故を分析・評価するための「福島第一事故に関するセミナー」（以下，「セ

ミナー」）を2012年２月17日以降，同年12月19日まで８回にわたって開催した。そして，一連

のセミナーでの報告と議論の成果を，部会幹事や各回セミナーの報告者で取りまとめて，2013

年３月に「福島第一原子力発電所事故に関するセミナー報告書―何が悪かったのか，今後何を

すべきか」という報告書（以下，「セミナー報告書」）１）を作成した。この報告書の内容を，学会誌

「特集」として５報にわたって報告する。本報（第１報）では報告書の概要として，セミナーの目

的や開催経緯，福島第一および地震・津波の影響を受けたその他の発電所で起きた事象の概

要，主たる結論を記述する。

特

集 原子力安全基盤機構 阿部 清治，東京大学 関村 直人，
中部電力㈱ 松井 務，東京都市大学 村松 健
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１報では，報告書全般について記述し，第２報以下では，

福島第一での事故の概要と問題点，福島第一以外の発電

所で起きた事象の概要と各発電所で起きた事象の比較分

析，施設内および施設外に分けての今後の検討のあり方

等について紹介する。

なお，本特集はもとより，セミナー報告書も，読みや

すさを考えてコンパクトな記述に努めており，各課題に

ついての議論の詳細は省かれている。詳細についての議

論に関心のある方は，ぜひ当部会のホームページ

http : //www.aesj.or.jp/～safety/

を訪れてほしい。そこには各回の講演資料とともに，詳

細な議事内容が掲載されている。また，セミナー報告書

も上記ホームページから注文可能である。

Ⅱ．セミナーの構成
各回のセミナーでは，以下のようなテーマを設定し

て，何が悪かったのか、今後何をすべきかを議論した。

各回とも学会員以外を含めて100人前後の参加者があっ

た。

第１回 福島第一原子力発電所事故に関する安全課題

の整理

第２回 １号機の事故と安全設計の課題

第３回 ２，３号機の事故と安全設計の課題

第４回 ４号機の事故と使用済み燃料プールに係わる

課題およびセミナー中間とりまとめ

第５回 福島第一原子力発電所事故における防災対策

と今後の課題

第６回 女川原子力発電所，東海第二発電所の状況に

ついて

第７回 福島第二原子力発電所および福島第一原子力

発電所５，６号機での事故対応

第８回 とりまとめ報告

第１回セミナーは、福島第一での事故の経緯の解説を

基に，安全確保における重要な課題を広く取り上げ，①

安全設計，②シビアアクシテデント（SA）対策，③原子

力防災，④確率論的リスク評価（PRA），運転経験の反

映，安全研究，⑤その他の諸問題（40年の寿命）について

議論を行った。第２回，３回，４回については，福島第

一の１～４号機の事故時の状況と関連させつつ，設計と

シビアアクシデント対策のあり方に重点を置いて議論し

た。例えば，第２回は，２号機，３号機の事故進展を基

に、計装系の設計とそのシビアアクシデント時の信ぴょ

う性などに注目して議論した。第５回では、福島第一事

故時における防災活動の状況とそこから得られた教訓に

ついて議論した。第６回と７回には，地震および津波の

被害を受けながらもシビアアクシデントを回避すること

のできた東北電力女川原子力発電所，日本原子力発電東

海第二発電所，東京電力福島第二原子力発電所および福

島第一の５号機および６号機について、津波に対する事

前の対策，施設外での資機材調達などに関する講演を基

に，何がシビアアクシデントを防いだのかについての教

訓を議論した。

Ⅲ．福島第一原子力発電所の安全設計の要点

1．安全設計
原子力プラントは「深層防護」を基本思想として，多

重，多様な手段で安全性を確保する設計を行っている。

直接冷却サイクルの沸騰水型炉の福島第一の基本戦略

は，多種多様な注水手段を備えておくことである。１号

機は，非常用復水器（IC），および，高圧および低圧注

水を行う非常用炉心冷却系（ECCS）を備える。２号機以

降は，ICに変えて，能動的に注水が可能な原子炉隔離

時冷却系（RCIC）を採用したり，低圧注入系を増やすな

どの安全余裕を向上させている。（第 1表参照）

注水以外の事項としては，事故の際に放射性物質を格

納容器内に閉じ込めるバウンダリーの隔離設計，格納容

器内の水素ガス対策，水頭差を用いた単純な仕組みでは

あるが確実・迅速に測定する原子炉水位計がある。

運転開始後も，アクシデントマネジメント（AM）対策

により更なる注水手段の多様化，耐圧強化ベントによる

格納容器破損防止対策や電源融通による外電喪失の強化

が図られた。

2．耐震設計および耐津波設計
施設外，施設内の誘因事象に対する防護設計について

は，誘因事象の頻度が極めて小さい場合には，設計の対

象とせず，それより頻度が大きい誘因事象に対しては防

護設計を行い，重大な事故の発生頻度を十分小さくする

ものである。

福島第一原子力発電所の耐震設計は，原則として剛構

造，重要な建物は直接岩盤で支持，重要度に応じた耐震

設計という基本方針に基づき実施された。

また，耐津波設計については，設計当時の要求である

最大潮位として，1960年のチリ地震津波の潮位を参考に

O.P.＋3．122 m（O.P.は小名浜ポイント：福島第一，第二

の基準海水面）に基づき設計された。

第 1表 福島第一１～４号機の主な設計仕様
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しかし，想定のレベルを超えた場合にどうするかにつ

いて，具体的な対策は考えられていなかった。

Ⅳ．東北地方太平洋沖地震によって生じた
津波と津波想定に関わる経緯

東北地方太平洋沖地震は2011年３月11日，三陸沖を震

源として発生したもので，従来，単独で活動すると推定

していた複数の領域が連動して発生した巨大な海溝沿い

のプレート間地震であった。

地震の揺れは宮城県で最大震度７を観測し，その後，

女川，福島第一，福島第二，東海第二発電所に津波が襲

来した（第２表）。観測された津波高さは，女川で約O.P.

＋13．0 m（ここでのO.P.は女川ポイント：女川の基準海

水面），東海第二で約H.P.＋5．5 m（H.P.は日立ポイント：

東海第二の基準海水面），潮位計が被害を受けた福島第

一および福島第二は，後の数値解析より，それぞれ約O.

P.＋13 m，約O.P.＋９mと推定されている。

津波の想定については，例えば福島第一では先述のと

おり，建設時には，チリ地震津波が参考にされたが，2002

年に土木学会で開発された津波高さの計算手法に基づ

き，O.P.＋3．122 mからO.P.＋5．7 mに引き上げられ，

更に2009年海底地形および潮位条件の見直しで，O.P.＋

6．1 mに引き上げられた。それらの対策として海水ポン

プの嵩上げや，建屋の水密化等の対策が実施された。

また，津波に対する知見として，地震調査研究推進本

部の見解２）や，貞観津波についての産業技術総合研究所

の論文３）について，取り込む努力がなされていた４）。

Ⅴ．福島第一原子力発電所における事故の概要

1． 1号機原子炉
福島第一１号機は，地震により原子炉は自動停止し，

発電所の外部電源が喪失した。このため，非常用DGが

自動起動するとともに，主蒸気隔離弁が閉止し，ICが

自動起動し，原子炉水位は維持された。

その後来襲した津波による建屋への浸水により，海水

冷却系や多くの電源盤が機能を失い，中央制御室でも設

備状態を把握する計装や警報等を含めほとんどの機能が

使用できなくなり，バッテリーをつないでの断続的な確

認しかできなくなった。また，電源喪失により ICは隔

離され機能を喪失したが，当時，運転員は，ICの機能

は維持されていると誤認識していた。21時頃には高い原

子炉水位を示していたが，後の分析では，11日19時前に

は炉心損傷が始まっていて，その時間帯では炉心が露出

に伴い水位計装内の水が蒸発し，水位計機能を失ったこ

とが判明している。

12日０時ころには，ドライウェル（D�W）圧力が，最

高使用圧力を超えた。東京電力は，代替注水手段による

原子炉への注水および格納容器ベントを試みていたが，

電源喪失および現場の高い線量もあり作業は困難を極

め，効果は限定的だった。

12日15時36分，炉心損傷に伴って発生した水素によ

り，１号機原子炉建屋で爆発が起きた。

2． 2号機原子炉
２号機も津波により，ほとんどの電源盤の機能が失わ

れた。RCIC は，電源を失いつつ，主蒸気管からの二相

流で駆動するという特殊な運転状態により原子炉への注

水をしばらく行っていたが，14日昼頃から，原子炉水位

が下がり始めた。

このため，逃し安全弁（SRV）にバッテリーをつないで

開けて，原子炉を減圧し，消防車による代替注水を試み

るが，しばしば注水が止まるなど不安定な状態となり，

後の解析では14日19時頃には炉心損傷が始まったと想定

されている。

D�W圧力は，14日22時以降急激に上昇したが，これ

は炉心損傷に伴って発生した水素による影響と推定され

ている。15日６時頃に大きな衝撃音と振動があり，同じ

タイミングで圧力抑制室（S�C）圧力測定値がダウンス

ケールしたため，２号機の S�Cが破損したと考え，多

くの要員が所外に退避したが，後に，この衝撃音は４号

機での水素爆発を誤認したものと結論づけられている。

D�Wベントの準備は，13日11時までには，ライン上

の２つの弁が開状態となり，ラプチャディスクの開放圧

力になればベントできる状態だったが，３号機での水素

爆発の影響により弁が閉止するなど困難があり，ラプ

チャディスクが開放したかは不明である。

しかし，断片的に採取したD�W圧力や，モニタリン

グポストの値から，15日朝方に大量の放射性物質が放出

されたと推定されている。

3． 3号機原子炉
３号機は，津波により多くの電源盤の機能が失われた

が，直流電源は残ったため，原子炉水位等の監視，蒸気

駆動のため直流があれば制御できるRCIC や高圧注水系

（HPCI）は，使用可能であった。

RCIC，HPCI により原子炉への注水は維持されてい

たが，13日２時過ぎにHPCI 設備の損傷を心配した運転

員が，HPCI を手動停止し，SRVを開弁して減圧しよう

としたが動作せず，ディーゼル駆動の消火系ポンプによ

る代替注水ができない状態になった。

SRVは，車のバッテリーを用いて13日９時頃に開弁

し，消防車による注水が始まったが，その前後には既に炉

心は損傷し，水も原子炉に注水されたのは一部のみと推

定されている。また，D�Wベントは機能したと考えられ

ている。14日11時01分，原子炉建屋で水素爆発が起きた。

4．使用済み燃料プール
４号機は定検停止中で，使用済み燃料はすべて使用済
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み燃料プール（SFP）にあった。３月15日６時12分，４号

原子炉建屋で爆発が発生した。その後の調査で原因は，

隣接する３号機で発生した水素が，３，４号機で共用し

ている格納容器ベント配管から４号機原子炉建屋に流入

し爆発したと考えられている。

5．5，6号機原子炉
５，６号機は定検停止中で，主要建屋の設置されてい

る敷地高さが１～４号機に比べて高く，建屋内の浸水被

害が比較的小さく，津波襲来後も，電源盤の一部，直流

電源が使用可能であった。また，６号機の非常用ディー

ゼル発電機（D�G）３台のうち１台が，海水系に依存しな

い空冷であったことから機能を維持した。このため，代

替注水手段として復水補給水系の電源を復旧させ原子炉

に注水を行い，19日に代替水中ポンプを起動し20日には

残留熱除去系（RHR）により冷温停止となった。

6．放射性物質放出量評価
東京電力による評価では，大気放出量は，希ガス，ヨ

ウ素131は，それぞれ約500PBq，Cs134，137は，それ

ぞれ約10PBq と評価されており，寄与が最も大きかっ

たのは３月15日７時以降の２号機からの放出となってい

る。

海洋放出量は，ヨウ素131は，約11PBq，Cs134，137

は，それぞれ約3．5PBq，約3．6PBq と評価されている。

7．事故時の資機材物流の状況
事故前には，過酷な原子力災害，長期的な災害対応に

ついては想定されていなかったため，バッテリー，注水

用資機材，放射線管理・防護用品，飲食料等の資機材が

多岐にわたり不足した。

地震・津波により東北地方から関東にわたる広域な道

路被害や通信環境の悪化，福島第一周辺の爆発による屋

外汚染等の要因が重なり，輸送時に必要な時間は大幅に

増加した。また，受け入れ態勢も整っていなかったため，

資機材の受け入れ拠点の受払・在庫管理は混迷を極め

た。発電所でも，バッテリーを個人の通勤車両から外し

たり，金庫のある事務所に入れないため所員の現金を借

用していわき市に買出す等により調達し，中央制御室の

計器の読み取り時等に使用した。

8．防災対策
事故初期における周辺の放射線状況については，地

震・津波後も機能した可搬型モニタリングポストにより

記録されており，測定された空間線量の変化，および当

時の風向から，発電所からの放射性物質の放出状況が類

推されている。

緊急防護措置については，11日19時03分に，内閣総理

大臣が原子力緊急事態宣言を発令し，原子力災害対策本

部および同現地対策本部が設置され，事故の進展を踏ま

え避難等の緊急防護措置が順次拡大された。

飲食物に関する早期防護措置については，事故以前に

は食料品に関する放射能の基準を定めていなかったた

め，防災指針に示された「飲食物摂取制限に関する指標」

を暫定規制値とし，これを上回る食品を摂取しないよう

に厚生労働省より各自治体に通知された。更に，2012年

４月１日から，介入レベルを暫定基準値の１�５とした食

料品中の放射性物質の新たな基準を示した。各自治体

は，これらの制限値を上回る品目の出荷制限を実施して

いる。

追加的早期防護措置については，原子力災害対策本部

長より，おおむね１ヶ月程度の間に避難のための立ち退

きを行う「計画的避難区域」，区域内の居住者が，常に緊

急時に避難のための立ち退きまたは屋内への退避が可能

な準備をする「緊急時避難準備区域」を指示した。このよ

うに，事故初期には追加的防護措置が順次講じられた。

防護措置は，2012年３月30日には，年間積算量に応じ

て「避難指示解除準備区域」，「居住制限区域」，「帰宅困

難区域」の３つの区域に見直された。

住民個人の被ばく線量の推定については，初期の環境

モニタリングと同様，迅速に行われたとは言い難い。

9．INES評価
原子力安全・保安院は，福島第一事故について４度に

わたり，各時点において「判明した事実」に基づき，INES

尺度を用いて評価を行い，事故直後のレベル３からレベ

ル７に順次変更された。この INES評価は，事故の重大

さを迅速に公衆に知らせるものであるが，事態が進展し

つつあり，十分な情報が得られない状況下で行われた前

例のないものであった。このため，評価結果が進展に応

じて変り，事故を軽く見せようとしたのではないかとの

批判や，放出量がチェルノブイリ事故より１桁小さいの

に，なぜ同じレベル７なのか，との批判にもなった。

同時多発事故で各ユニットからの放射性物質放出量の

評価が困難な場合の評価の在り方も課題であった。

また，保安院は解析コードを用いて放出量を試算して

いるが，解析の仮定で結果が大きく違うので，試算時点

では，環境モニタリングの結果を優先すべきである。事

故後，IAEAの諮問委員会で INESをより有効にするた

めの検討が行われている。

Ⅵ．福島第一以外の発電所で起きた事象の概要
観測された地震動は，女川では一部観測値が，基準地

震動 Sに対する最大応答加速度を上回ったが，各発電

所において耐震設計上，重要な設備の安全機能の喪失や

シビアアクシデントに至らしめるような安全機能の喪失

は認められず，耐震B，Cクラスの機器の一部に損傷が

ある程度だった。
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津波については，各発電所の主要建屋敷地高さおよび

今回の津波高さは第 2表のとおりであり，主要建屋周り

では，福島第二で浸水高約2．5 m（１号機以外はほとん

ど０m）であり，女川および東海第二では，原子炉建屋

周辺の敷地への浸水はなかった。各発電所の地震・津波

による被害状況は，第 3表のとおりであり，福島第二，

女川，東海発電所とも，一部の電源や海水冷却系の機能

を喪失している。

以下，各発電所における被害や事象収束に向けた対応

について述べる。

1．福島第二原子力発電所計
地震後，外部電源４回線のうち１回線が使用可能で，

津波後も，原子炉建屋の非常用電源盤は，１号機の一部

を除き被害がなかったことから，その後の復旧活動が容

易になった。

３号機だけは，偶然にもB系熱交換器建屋への海水

の浸水がなく，津波後も１系統の残留熱除去系が使用で

きたため，通常の手順通り早期に冷温停止された。

１，２，４号機は，残留熱除去機能の喪失により，圧力

抑制室の水温が100℃を超え，圧力抑制機能が喪失した。

圧力抑制室の冷却のため，手順に基づき復水補給水系に

よる S�P スプレイ，運転員の機転による可燃性ガス処

理系の冷却水排水ラインを利用した S�P 注水も行い，

格納容器圧力・温度の一時的な抑制を行った。

復旧にあたっては，大津波警報が発表される中での

ウォークダウンによる設備被害状況把握，それに基づく

復旧に向けてのロジスティックスの構築，本店とタイ

アップした設備調達が行われ，発電所員と協力企業との

協働により，海水ポンプ取替とそこへの仮設ケーブルの

敷設を経て，全号機が冷温停止された。

対応においては，中越沖地震の知見を踏まえて設置し

た免震重要棟の通信・連絡，収納機能等は事故収束対応

を円滑にしたと推測している。

第 2表 主要建屋敷地高と津波高

O.P.：小名浜港工事用基準面（福島第一および福島第二）または
女川原子力発電所工事用基準面（女川）

H.P.：日立港工事用基準面

第 3表 福島，女川，東海各サイト・各プラントにおける地震・津波による設備被害状況

(一部被害設備は，「健全な数�全数」で表示）

※１：福島第二，女川，東海第二では１日～数日で外部電源の一部が復旧。福島第二の66 kVの１回線は点検停止中。
※２：１，４号機の１�２，５号機はD�G本体の被水ではない（間接的要因（補機冷却系，M�C等関連機器水没）による喪失），２，４，６号機B系

は空冷
※３：１号では原子炉建屋付属棟のDG送風機給気口等から浸水しD�Gの送風機を通じてD�Gに到達，２～４号では原子炉建屋付属棟への

浸水は殆どなし（間接的要因（補機冷却系，M�C等関連機器の水没）による喪失）
※４：A系は健全，海水ポンプ室内開口部（潮位計）からの浸水による原子炉補機冷却水B系ポンプ及びHPCS補機冷却水系ポンプ喪失
※５：海水ポンプ室への浸水によりD�G冷却用海水ポンプ２Cが自動停止，D�G�２Cを手動停止
※６：海水系統の機能喪失（補機冷却水系ポンプの機能喪失を含む）

海水ポンプ設置場所：福島第二は湾岸部熱交換器建屋内（大物搬入口等から浸水（３号機南側建屋を除く）），女川は敷地高さから掘って
ピット化した海水ポンプ室（配管，ケーブル洞道経由で原子炉建屋付属棟（非管理区域）内に浸水），東海第二は湾岸部の側壁を津波対策
で嵩上げした海水ポンプ室（一部工事未完の壁貫通部より浸水）に設置
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2．女川原子力発電所
地震後，外部電源５回線のうち１回線が使用可能で，

津波も主要建屋には到達せず，冷却機能は健全であり，

運転中だった１，３号機および起動中だった２号機は，３

月12日未明までに冷温停止された。

地震および津波で生じた主な被害としては，１号機重

油貯蔵タンクの倒壊，１号機高圧電源盤の火災（第 1図

参照），２号機原子炉補機冷却水B系ポンプおよび高圧

炉心スプレイ補機冷却水系ポンプの浸水がある。

上記被害はあったものの，安全機能を確保できた主な

要因は以下のようなものである。

１号機計画当初から津波対策を重要課題と認識し，敷

地高さをもって津波対策とすることとし，敷地高さを

O.P.＋14．8 mとした（当時の想定津波高は＋３m）。今回

の津波も，主要構造物が設置されている敷地高さを超え

ることはなかった。

２号機増設時，想定津波高さを＋9.1 mに見直し，こ

れを受け，敷地地盤の法面に対し防護工事を実施してお

り，今回の津波も第一波だけでなく第二波以降にも耐

え，防潮堤は健全性を維持した。

また，海水ポンプを敷地高さから13 m掘り下げたピッ

ト内に設置（海面に近い港湾部には設置していない）し，

敷地を超えなければ冠水しない構造としていた。

配管，電路類の支持構造物の補強等の設備の耐震補強

工事を行ってきた。

3．東海第二発電所

第 1図 女川１号機高圧電源盤火災発生推定メカニズム

第 2図 非常用海水ポンプ室貫通部封止工事の実施状況
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地震により外部電源全てを喪失したが，３台のD�G

が自動起動し，発電所の安全停止に必要な設備の電源供

給に成功した。

発電所では発災時，津波対策として非常用海水ポンプ

室の側壁嵩上げ工事を第 2図のように実施中であった

が，壁貫通部の封水処理未了の一部エリアが，襲来した

津波により浸水し（工事完了のエリアの設備は被害な

し），３台のD�Gうち１台が機能喪失した。しかし，健

全なD�Gにより，原子炉からの崩壊熱除去機能は継続

され，15日未明外部電源の復旧を待って冷温停止され

た。

4．各発電所で起きた事象の比較分析
福島第一事故からの教訓・課題につながる着目すべき

事項として，各施設の影響比較から言えるのは，まず，

安全確保において施設外誘因事象を考えることの重要性

であった。設計基準としてどれほどのハザードを想定す

るのか，どこまでの防護対策を施すのかという問題があ

る。また，人の考えることには限界があり，柔軟な対策

も大事である。次に，「継続的改善」や「設置者に第一義

的責任」という，「従来から重要とされてきた安全の原則

は，やっぱり重要であった」ということであった。各発

電所でも，AMや津波対策等の改善がなければ，より厳

しい状況に面していた可能性がある。また，発災後，現

場の状況を正確に把握し適切に対応することが，事象の

収束につながることを再認識する必要がある。

Ⅶ．得られた教訓と提言
原子力安全部会では，原子力安全を専門とする本部会

員の多くが何らかの形で福島第一事故の当事者であるか

らこそ，専門家集団としての反省に基づいて学会の場を

通じた深い議論を進めることが可能になったと考えてい

る。セミナー報告書１）の第８章をもとに，議論のまとめ

を紹介する。

原子力施設における安全確保の目的は，人と環境を放

射線による被害から守ることである。そのために十分な

余裕を持った設計基準を設定すべきである。原子力発電

プラントは最も複雑な巨大人工システムであって，その

安全を確保するために全体俯瞰を行う意識的な努力が必

要である。すなわち，複雑なシステムを設計し運用する

ために必要な専門科学技術領域の間にいったん抜けがあ

れば，システムの弱点をもたらし，事故の起点となり得

るものと考えられる。

原子力安全確保のために，これまでに掲げられてきた

考え方や方法論のうち，福島第一事故を踏まえて，新た

に変更を加えるべき事項を提示することに加えて，変わ

るべきではない原則を明らかにすることが重要である。

（ 1） 深層防護による安全確保

原子力施設は，深層防護の考え方に基づき，�余裕を

持たせた信頼性の高い設計により故障やトラブルを防止

する，�トラブルを早期に検知し停止することで事故へ

の進展を防ぐ、�事故の発生を想定し環境への影響を防

止するために非常用炉心冷却系や格納容器等の安全設備

を備える，という多層の安全設計を行うとともに，設計

基準を超える事故のリスクを低減するために施設でのア

クシデントマネジメントの整備や周辺地域の防災対策の

整備を行ってきている。深層防護は，福島第一事故後も

変わることのない安全の原則である。

福島第一事故では，自然現象，特に津波に対して十分

な防護がなされていなかったことが明らかとなった。設

計条件を超えた自然現象は，一度に複数の機器等に対す

る共通原因故障を引き起こしうる。たとえ発生頻度が低

い事象であったとしても，いったん起こってしまえば大

きな被害をもたらすクリフエッジが存在している。

福島第一では，設計のために想定されていた規模を超

える津波によって，安全のための機能を有する多くの機

器等が共通して機能を喪失し，その結果として炉心の溶

融と大量の放射性物質が環境中に放出されることとなっ

た。

自然現象に伴うシビアアクシデントのリスクが，ラン

ダム事象によるリスクに比べて大きいことは，地震につ

いては福島事故以前に地震 PRAによって示唆されてお

り，耐震指針の強化がなされた。しかし，外的誘因に対

処する設計基準が不十分であった点，注水・冷却系の多

様性，AM策の実効性，緊急防護措置の実施等の多くの

課題があったことから明らかなように，深層防護の各層

を独立して完備できていなかった。このような安全確保

に関する基本原則に反する状況を許したことは，痛恨の

極みであり，原子力安全にかかわるものとして最も反省

すべき点であろう。

一方，福島第一を含め，津波によるリスクを回避する

ための意図をもって敷地高さを決定する，新たな知見に

基づいて防護すべき津波高さを順次見直すなどの対策を

とっており，福島第一以外の被災した原子力発電所で

は，結果としてシビアアクシデントを回避することにつ

ながっている。

もう一つの重要な指摘は，設計基準津波の基盤となる

リスクについて，専門分野間の共通認識を得るためのコ

ミュニケーションが不足していた点である。これは原子

力安全を確保するという目標を共有していなかったこと

と言い換えることができよう。原子力安全の側から，津

波に関する専門家に対して，設計基準ハザードを定量的

に示し，これに対応する津波の高さ等についての深い情

報交換を進め，これに基づいた基準の改訂等を進めるこ

とが必要であった。

（ 2） シビアアクシデント対策とその実効性確保

自然現象に対する防護レベル設定とこれに基づく安全

対策の実施には，いくつかの困難さが伴っている。設計

基準を超えて，シビアアクシデントの領域に至ったとし
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ても，起りうるシナリオを網羅しておくことは困難であ

ると言わざるを得ない。このためには，可搬式設備など

で柔軟性，融通性をもった対応が効果的であるが，一方

で多様なAM策を進めるために，組織と人間に高度な

判断力と統率力が必要となる。

シビアアクシデントが実際に起こっている状態での

AM策には，多くの実施上の困難さが伴うことも明らか

となった。高い放射線環境での様々な作業には時間的空

間的制限があり，運転員には制御室での居住性にも大き

な制約がもたらされた。さらにAM策として用意され

ていたものの中には，実際の事故条件下で必ずしも容易

に実施できないものがあった。今後，シビアアクシデン

トの影響を緩和する対策を強化するべきであるが，シビ

アアクシデントに至らないようにする対策を強化するこ

とこそ重要であることを指摘したい。

深層防護が原子力安全の原則であるためには，施設の

内外を含めた多重，多段の安全確保がなされることに加

え，AM策の実効性を確保するための方策の検討やそれ

らの不断の見直し等の多くの因子を有機的に結び付ける

ことが必要である。

（ 3） 原子力防災

福島第一事故直後の緊急時対応では，多くの混乱が

あった。一方，緊急防護措置の実施は予測システム

（ERRS＋SPEEDI）による勧告ではなく，プラントの状

態に基づいて，3，10，20 kmと避難区域が順次拡大さ

れていったこと等により，結果的には避難・屋内退避の

実施は効果的な対応となった。

緊急防護措置の実施は，IAEAの防護戦略を尊重する

べきであり，十分な事前準備が必須である。この国際基

準は，スリーマイルアイランド原子力発電所事故，チェ

ルノブイリ原子力発電所事故等の過去の経験に学んで制

定されてきた。このような事故の分析に基づく基準化こ

そ，最も尊重されるべきである。

緊急時管理では，最終目標である住民の健康を守るた

め，時間軸に応じた責務の明確化が重要である。段階的

な指揮命令系統，役割分担の明確化が必要であって，緊

急時管理と運営の確立，緊急防護措置の実施，公衆への

指示と警報の発令のためには，情報を集めて専門家が判

断を行うとともに公衆への情報提供を行う双方向的なク

ライシスコミュニケーションのスキームが重要である。

（ 4） 今後の安全研究

深層防護による安全確保は，発生可能性のあるあらゆ

る誘因事象を考えることが必要である。さらにリスクに

基づいて，全体像の把握を行うことによって，機器の設

計に対する要求を示すのみならず，設備の維持管理，事

故時の的確なマネジメントを進める必要がある。

全体像把握のための確率論的リスク評価手法（PRA）

は，福島で起きた基本的な個別の事象進展を明らかにす

ることが可能である。しかしこれまでの PRAでは，ラ

ンダム事象についてのリスク評価のほかは，特定の誘因

事象としては地震のみが対象となってきた。津波につい

ては，地震随伴事象とされてしまったことから，具体的

な津波の影響や事象進展が地震とは全く異なるにも関わ

らず，具体的なシナリオの構築が進まなかった。津波，

火災，テロ等の外部事象を誘因とする安全研究へも課題

を広げる必要がある。なお，この観点からは，安全研究

と並んでセキュリティに関する深く広い研究も重要な課

題である。難しいが取り組む必要がある。

研究を実施する者は，自らが得意とする分野を深めよ

うとするものである。一方，安全は多くの分野・領域の

隙間から破綻すると考えられる。俯瞰的な視点を維持し

て，研究計画を立案し，その成果を生かすことが重要で

ある。原子力安全の目標を達成するためにあるべき姿を

議論し，現在の技術を直視することによって，取り組む

べき俯瞰的な技術課題のマップを準備する。さらに，こ

れらの課題解決のために短期的視点のみならず，中長期

的なロードマップを提示してゆくことは，安全研究の本

質であり，継続的改善を進めるための基盤となる。

安全研究では新たな科学技術的知見に関する議論に基

づいて，潜在的にある問題を指摘し，警鐘を鳴らすこと

が期待される。これらのために産学官は，多様なレベル

での情報交換や議論を通じて，安全研究を進める義務を

有する。

（ 5） 原子力安全規制のあり方

原子力安全を達成し，国民からの信頼を得られる安全

規制を進めるための基本要素として，科学的合理性を確

保することが枢要である。リスクに基づいて資源を割く

グレーデッドアプローチは，規制のみならず，事業者に

も要求される。リスク情報の活用によるリスクイン

フォームド規制が採用されるべきであり，個々のリスク

を詳細化することよりも，他の有意なリスクや大切な対

策に抜けがないかを検討できるよう，総合的な判断が必

要である。

このためには，規制基準の性能規定化を行い，規制上

の要求事項は規制当局が自ら定め，それを達成する詳細

規定は学協会規格を厳格にレビューした上で活用するこ

とが有効である。産学官が協力することと規制が独立性

を保つことは，同時に達成されるべきものである。

これまで述べてきたように，危機管理能力を有し，総

合的な規制での意思決定に必要となる知識基盤を継続的

に収集評価するためには，規制における専門家人材評価

と育成の制度や人事制度を含む国としての基盤が確立さ

れることが重要であることを改めて指摘しておく。

（ 6） 多様な局面・場面に共通するコミュニケー

ションは安全の本質

コミュニケーションは，以上に述べた多くの課題に共

通する因子である。

原子力学は総合的な科学技術であり，巨大で複雑な原
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子力プラントを対象とする。安全性を総合的に評価する

ための確率論的リスク評価（PRA）には，異なる領域間

のコミュニケーションとこれらに基づいた工学的判断が

要求される。津波高さの設定での本質的な情報交換と議

論の不足にみられるように，原子力安全のためには，専

門分野間の基盤的共通認識が必要であり，原子力安全の

専門家はコミュニケーションを率先する役割を担わなけ

ればならない。

原子力安全の目標達成のためには，専門家間や事業者

と規制当局間の相互の情報交換が必須である。さらに緊

急時における国の各省庁，警察や消防，自衛隊を含む防

災に関連する機関，地方自治体と住民，さらにマスメディ

アを含む異なる組織や集団の間に，時間スケールに応じ

た情報伝達や双方向の情報交換の手段をあらかじめ検討

し，訓練等で確認することが必要であろう。

（ 7） 原子力安全部会とアカデミアの責務

安全確保のための基本的考え方を示し共有すること

は，原子力安全部会の責務である。深層防護に基づく安

全確保は，福島第一事故後もやはり重要であり，科学的・

合理的規制を行い，継続的な改善を被規制者と規制者の

双方が進めるべきである。これらの基盤をなすのは産学

官の協力であって，規制の独立性を確保するための基盤

でもある。形骸化した規制であってはならない。これら

を支える安全文化でさえ，具体的な行動に移そうとマ

ニュアル化すると同時に形骸化の危惧が生ずる。

学会は，広く意見を集め，最新の知見を集約する場で

あって，規制者と被規制者（事業者）を含む多様性をもっ

た産学官からの構成員の参画を得ている。産学官とこれ

を取り巻くさらに多彩な関係者とのコミュニケーション

を通じ，相互の信頼関係を構築してゆくべきである。

2013年５月現在，原子力規制委員会から新しい規制基

準案が示されている。広く関係者が各々責任を持つ主体

として，プロアクティブな意識を持って行動することが

望まれる。また国際的な議論や策定基準を取り込むとと

もに，福島第一の事故の当事者として，本報告書で掲げ

た多くの重要な論点を国際社会に発信し，議論を促して

ゆかなければならない。

原子力安全部会は，リスクにどう対処するかの行動基

準を論じ，本質を見極め，必要なものを取り出すことに

よって原子力安全の目的を達成し，これに係る様々な活

動を実効的とするため，原子力の広い分野に横串を指す

責務を果たしてゆく。
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Ⅰ．福島第一原子発電所の安全設計の要点

1．発電所の安全設計
原子力発電プラントは，「深層防護」を基本思想とし

て，多重，多様な手段で安全性を確保する設計を行って

きた。福島第一原子力発電所（以下，福島第一）における

原子力安全確保上の基本戦略は，各プラントが直接冷却

サイクルの沸騰水型炉（BWR）であり，炉心への直接注

水が容易なため，多種多用な注水手段を備えておくこと

である。

（ 1） 各プラントの安全設備

福島第一には６機のBWRが設置されている。１～４

号機の仕様を第 1表に示す。以下では，福島第一の事故

に関連して議論となった項目について述べる。

� 非常用復水器（IC）および原子炉への注水設備

１号機（BWR３）では，原子炉隔離事象に対して崩壊

熱で発生する蒸気を熱交換器で凝縮する ICを採用し，

非常用炉心冷却系（ECCS）はタービン駆動の高圧炉心注

水系（HPCI）１系統と非常用ディーゼル発電機（EDG）の

電気で駆動できる炉心スプレイ系（CS）２系統で構成さ

れている。原子炉の減圧に必要な逃し安全弁（SRV）は４

弁設置されている。

ICは水の補給能力がなく，凝縮蒸気を原子炉に戻す

システムであるために，大きな容量で作ってあり，設計

上は炉停止直後の崩壊熱（定格熱出力の３％）の２倍に対

応する性能を持つ。これは，SRVから冷却水を放出す

るような事態を回避するよう SRVの設定圧力より低い

原子炉圧力で ICを自動起動し，原子炉水位を維持する

ように容量に余裕を持たせているためである。ICの運

転により原子炉圧力は急速に低下することから，運転員

は２系統運転から１系統だけの運転に切り替える。さら

に，IC１系統の容量は，崩壊熱のばらつきを考慮して

保守的に設定しているために，１系統でも原子炉圧力を

低下させる能力を持つ。したがって，ICの弁を操作し

て圧力が下がり過ぎないような手順が整備されている。

この方法では運転員に負荷がかかること，能動的に注

水することを考慮し，２号機以降は原子炉隔離時冷却系

（RCIC）を採用している。RCIC は，蒸気駆動タービン

により注水し，余剰蒸気は SRVを通じて系外（圧力抑制

プール）に放出するシステムである。

なお，ICの破断検出（制御電源喪失も含む）がなされ

た場合，両系統の４つの弁の全てに閉止動作を要求する

インターロックが働き，弁の駆動用モータが回転して弁

を閉止する。

ICが機能しなかった場合は，原子炉圧力が上昇する

が，この場合は SRVが作動して余剰蒸気を圧力抑制プー

ルに放出して炉圧上昇を抑制する。しかしながら，原子

炉水位は蒸気放出に伴って低下するため，HPCI が水位

低の信号で自動起動して注水を開始する。万が一，HPCI

機能しない場合でも，水位低低で自動減圧系（ADS）が

自動起動して原子炉圧力を下げ，同時にCSが起動して

注水を開始することになっている。

A Digest of the Nuclear Safety Division Report on the

Fukushima Dai�ichi Accident Seminar�；Overview of the

Accidents at Fukushima Dai−ichi Nuclear Power Station :
Kumiaki MORIYA, Koichi MIYATA, Atsushi KAWA-
MOTO.
（2013年 ６月２８日 受理）

原子力安全部会「福島第一事故に関する
セミナー」報告書から
（第 2報）福島第一事故の概要

第１報の報告書の概要に引き続き，本報（第２報）では福島第一原子力発電所事故の概要とし

て，前提となる安全設計，地震・津波の特徴とその影響，資機材の調達等を含む福島第一原子

力発電所における事故対応といった，事実関係を中心に記述する。

特

集 日立 GEニュークリア・エナジー㈱ 守屋 公三明，
東京電力㈱ 宮田 浩一，川本 敦史

第 1表 福島第一１～４号機の主な設計仕様

499原子力安全部会「福島第一事故に関するセミナー」報告書から
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２～５号機（BWR４）の場合は，原子炉隔離事象に対

してRCIC を採用し，非常用炉心冷却系にはHPCI と CS

に加えて LPCI を追加して安全余裕を向上させ，SRV

は出力に応じて８弁設けられている。

なお，RCIC の流量も IC同様，崩壊熱に余裕を見込

んで設計しており，通常の運転では水位が上昇するが，

主蒸気配管に湿分の高い蒸気あるいは水が流出すること

で，RCIC タービンの運転に悪影響がないようにするた

めに，原子炉水位高でRCIC をトリップさせる設計とし

ている。

以上のようなプラントの安全設備に加え，2000年前後

までにアクシデントマネジメント（AM）策を追加し，多

種多様な注水手段を多層に装備することで安全性を確保

するようにしてきている。

� 原子炉格納容器（バウンダリーの隔離設計）

原子炉格納容器は，事故の際に系外に放射性物質（FP）

を外に出さないためのバウンダリーであり，原子炉格納

容器を貫通する配管系には，内側と外側に隔離弁を設

け，異常がある場合は「隔離優先」でその隔離弁を自動で

閉める設計としている（フェイルセーフ）。ただし，ECCS

のように原子炉に注水する系統は，注水の方が重要であ

り，内側の弁を逆止弁にする構成も認められている。

� 原子炉格納容器内の水素ガス対策

BWRでは，運転中は格納容器内の雰囲気は窒素で置

換され，酸素はほとんどない状態である。したがって，

炉心が高温となる事故で，燃料被覆管材であるジルコニ

ウムの酸化反応により水素が発生しても，ただちに格納

容器内で燃焼することはない。多くの実験で，酸素濃度

5％以下では燃焼は生じない（局所的に火炎を発生させて

も伝播しない）ことが示されている。ただし，長時間経

過後には，水の放射線分解によって水素と酸素（特に酸

素）が発生して燃焼の可能性が生じるので，可燃性ガス

濃度制御系設備（FCS）が設置されている。

また，原子炉建屋においては，水素ガス対策は考えら

れていなかった。

� 原子炉水位計

原子炉水位は，原子炉圧力容器の気相部につながる蒸

気の凝縮槽で形成される基準面水位による水頭圧と原子

炉水位に応じて変動する水頭圧の差圧を検出することで

測定している。

原子炉内が過熱状態もしくは原子炉格納容器内が原子

炉内の飽和温度より高温になると，蒸発により基準面水

位が低下することが考えられる。基準面水位が下がる

と，レファレンス水頭圧が低下し，実際より高い水位を

示す。原子炉の実水位がさらに低下していくと，水位計

装の炉側配管の水も蒸発し始め，例えば計測水位が低下

する方向となる。なお，このようなプラント状態に対し

て，水位不明時の対応手順が整備されている。

� アクシデントマネジメント対策設備

米国では1980年代に全交流電源喪失事故（SBO）への

対策が規制化され，わが国では自主的に，直流電源を活

用した IC，RCIC，HPCI による原子炉冷却や，隣接号

機からの高圧電源の融通手順が整備されていた。さらに

2000年前後に，設計想定を超えた事態におけるリスク低

減対策として，注水系，除熱系，電源系を多様化する対

策が整備されている。

代替注水設備は，さまざまな箇所に分散して設置され

たろ過水タンク，復水貯蔵タンクから注水される仕組み

になっている。

耐圧強化ベントは，原子炉格納容器が圧力過大で破損

することを防ぐために，圧力を逃す対策である。ただし，

AM策は設計基準内の安全機能に悪影響を及ぼさないこ

とを前提として整備されたため，バウンダリーを守るた

めに「ラプチャディスク」が設置され，その設定圧力は格

納容器の最高使用圧力より若干高くなっている。

電源確保に関するAM策としては，直流電源をも喪

失した場合に備えて，隣接号機からの低圧電源の融通が

整備された。

� 配 置

安全設備の各機器・系統は，可能な限り分散・独立す

るように配置されている。ECCSのポンプ類は系統毎に

分離して別の部屋に設置している。しかし，EDGに関

しては，設備自体が重いものであり，通例，地下もしく

は１階に設置されている。

（ 2） 事故の収束手順

安全性は，設備だけで維持できるものではなく，設備

をどのように運用していくのかが重要である。BWRの

場合は，どのような事故が発生しても，スクラムさせた

後は原子炉を減圧して注水を行い，最終的には崩壊熱を

除去する手順になっている。そのため，冷却水が喪失す

るような事故では，まずは ICもしくはRCIC，HPCI な

どの高圧注水系で原子炉圧力と水位を維持している間に

「原子炉を減圧」して，その後は低圧注水系で「炉心への

注水」を実行できれば事故は収束できる。

2．耐震設計及び耐津波設計
施設外，施設内の誘因事象に対する防護設計について

は，共通の考え方がある。誘因事象の発生頻度が極めて

小さい（通例，10－７�年以下）場合には，設計の対象にな

らない。それより発生頻度が大きい場合はその誘因事象

に対する防護設計がなされる。おおむね10－３�年ないし

10－４�年程度の発生頻度のハザードを「設計基準ハザード

（Design Basis Hazard）」として設定し，それに対して十

分に裕度をもった防護設計をする。その結果として重大

な事故の発生頻度が十分に小さくなる（たとえば，安全

目標・性能目標のレベルになる）なら防護設計は適切で

あると考えられる。

耐震設計・耐津波設計に関しては，設置許可申請書に

500 特 集（守屋，他）
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も記載されている方針で「自然現象に関しても防護する」

ことがなされてきた。さらに，原子炉施設は重要度に応

じてクラス分類され，重要な設備ほど余裕を持たせた耐

震設計がなされてきた。新知見に対しては，それに応じ

てバックチェックおよび耐震裕度向上対策がなされてき

た。しかしながら，福島第一の事故に鑑みれば，防護の

方法として「地震の加速度に対して余裕をもって設計す

る」，「津波に対しては，敷地高さおよび防潮堤で止める」

というのが主体であり，想定のレベルを超えた場合にど

うするかについて，具体的な良い対策は考えられてこな

かった。

Ⅱ．東北地方太平洋沖地震によって生じた
津波と津波想定に関わる経緯

1．東北地方太平洋沖地震によって生じた津波
東北地方太平洋沖地震は，2011年３月11日午後２時46

分頃，三陸沖の複数領域が連動して発生した地震であ

り，世界の観測史上４番目の規模（M 9．0）であった。地

震の揺れは，宮城県栗原市で最大震度７，発電所立地点

でも震度６以上を観測している。

その後，15 : 30頃に女川原子力発電所，福島第一，福

島第二原子力発電所及び東海第二発電所（以下，「女川」，

「福島第一」，「福島第二」，「東海第二」）に津波が来襲し

た。津波の高さは，女川で約13．0 m，東海第二で約5．5

mが発電所前面で記録されている。福島第一および福

島第二では，後の数値解析により，港湾内での津波高さ

は，それぞれ約13 m，約９mと推定されている。

原子力発電所の津波評価は，「原子力発電所の津波評

価技術」（2002年２月：土木学会）に基づき，太平洋側の

領域毎に単独の波源を設定して実施されていた。しかし

ながら今回の津波は，想定を超えるすべり量で複数の領

域が活動し，かつ，破壊の時間差による津波の重畳があっ

たと報告されている。

原子力発電所の津波評価技術で示されている波源モデ

ル及び東北地方太平洋沖地震に伴う津波の再現解析に用

いられた波源モデルを第 1図に示す。

2．津波想定に関わる経緯
福島第一，福島第二の設置許可の申請当時は津波に関

する明確な基準はなく，既往最大潮位として1960年のチ

リ地震津波が想定されていた。その後，津波評価技術発

行以降，新しい知見が得られる毎に想定津波高さが見直

され，福島第一では当初の3．1 mから6．1 mに引き上げ

られ，海水ポンプの嵩上げが実施されている。

設計津波高さの検討以外にも，福島県沖でも大規模な

地震が起こり得るとの2002年の地震調査研究推進本部の

見解に対する取り組みがあったが，波源モデルが未確定

であり，東京電力では，津波 PRA手法の開発，波源モ

デルを仮定した試計算，その波源モデルの適切性の土木

学会への審議要請の準備等が進められていた。なお，同

見解においても今回のような複数領域が連動した地震は

想定されていなかった。

東京電力はまた，貞観津波の有無を調べるために試計

算および堆積物調査を実施した。試計算では，連動を考

慮していないが，最悪の結果になるようにパラメータを

選んだ場合でも，福島第一における津波高さは８～９m

であった。堆積物調査では，発電所北側の南相馬市では

痕跡が確認されているのに対して，発電所敷地の近傍で

ある富岡町，広野町及びいわき市で痕跡は発見されな

かったとされている。

Ⅲ．福島第一原子力発電所における事故の概要

1．地震と津波による被害
東北地方太平洋沖地震による揺れの大きさは，基準地

震動 Ss によってもたらされる揺れの大きさに匹敵ある

いは若干上回る大きさであった。

送電鉄塔の倒壊や遮断器の損傷など，様々な箇所で故

障が生じ，発電所全体で外部電源が喪失し，運転中の原

子炉は全て自動停止した。外部電源の喪失に伴い，待機

していた12機の EDGはすべて自動起動し，電源が確保

された。この段階で得られていたプラントパラメータの

分析や目視可能な範囲でのウォークダウン結果からは，

原子炉安全に影響するような損傷等は確認されていな

い。

地震後１時間弱経過した15時30分頃に，大きな津波が

襲来した（第 2表）。なお，津波情報について，当初は３

mの大津波警報であったが，２回更新された後，10 m

第 1図 津波の波源

第 2表 津波の大きさ
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以上の大津波警報に変わったのは，15時30分であった。

この津波により，福島第一の広範な範囲が浸水し，多

くの海水系機器が損傷した。建屋への浸水では，各号機

の電源盤の機能が広く失われ（第 3表），１～５号機で全

交流電源が喪失し，さらに１，２，４号機では直流電源も

喪失し，隣接プラントも含め電源が喪失する事態とな

り，極めて厳しい事故対応の初期条件が課された状態と

なった。さらに，大きな余震が続き，大津波警報が解除

されない中，現場も津波による瓦れきが散乱した状況で

あり，事故対応が困難となった。

2．福島第一 1号機原子炉
地震から津波来襲までの間は，原子炉圧力・温度の急

激な低下を回避するよう，ICが間欠的に運転され，原

子炉水位が維持された。

津波が襲来し，多くの電源盤の機能が失われ，中央制

御室では計装や警報灯を含めほとんどが使用不能とな

り，何をすべきか，何ができるかが全く分からない状態

であったとされている。なお，津波来襲の頃に母線電圧

がEDG電圧より先に０［V］になったとのデータが確認

され，その他パラメータの分析を考慮し，当該EDGは

地震の影響で機能喪失したものではないと考えられる。

また，津波による直流電源喪失の結果，ICの隔離イ

ンターロックが作動して隔離弁の一部が閉止している。

すなわち，閉じ込め機能に対する「フェイルセーフ設計」

の影響で ICの冷却機能は喪失したことになる。なお，

B系の ICの格納容器内側隔離弁の状態に関する新たな

データから，これらの弁は開状態である可能性が考えら

れる。

ICの機能喪失により，原子炉水位が低下し，シビア

アクシデント解析コード（MAAP）による推定では，３

月11日19時前に炉心損傷が始まったとされている（第 2

図）。その後，バッテリーをつなぐことで水位が計測さ

れ，有効燃料棒頂部（Top of Active Fuel : TAF）より高

い水位が測定されたが，これは炉心損傷の影響で水位計

が誤指示を出したものと推定されている。

３月12日０時頃には，ドライウェル（DW）の圧力が測

定され，最高使用圧力を超える圧力であったことから，

第 2図 原子炉水位（１F１）

第 3表 被害の状況
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発電所では格納容器ベントの準備の指示が出された。こ

れ以降，格納容器圧力の測定値は，0．75 MPa［abs］程度

で維持され，FPの漏洩が生じ，３月12日の明け方に，

線量率が上昇している。

３月12日４時頃から，代替注水ラインにつながる連結

送水口に消防車が接続され，防火水槽の淡水が注水され

たが程なく枯渇し，引き続き海水が注水された。なお，

代替注水ラインは，AM策としてディーゼル駆動消火系

ポンプ（Diesel Driven Fire Pump : DD�FP）で注水する

よう整備されたもので，一方，消防車は中越沖地震後の

対策で用意されていた。

この注水では，炉心損傷は回避できなかったが，格納

容器ペデスタル部（原子炉容器を支える円筒部分）でのコ

アコンクリート反応（MCCI）が抑制され，床の浸食量は

約70 cm程度と推定されている。

注水対応と並行した格納容器ベント操作では，電源及

び圧縮空気がなく，現場の２つの弁の手動操作が必要で

あったが，雰囲気線量が高く中途で断念した。その後，

仮設コンプレッサを手配して空気作動弁を遠隔操作し，

14時過ぎに格納容器圧力の低下と排気筒からの蒸気放出

が確認されている。

３月12日15時36分，１号機の原子炉建屋が爆発し線量

率が一時的に上昇した。炉心損傷に伴い発生した水素が

何らかの経路で格納容器から原子炉建屋に移行し，最上

階であるオペフロにて爆発したものと推定される。

ベント配管は，非常用ガス処理系（SGTS）と接続され

ており，ベント流の逆流が疑われるが，電源喪失時閉の

流量調整ダンパがあり逆流は制限される。また，粒子状

のFPは SGTSのフィルタトレインにより大部分が補足

されるため，原子炉建屋内の汚染は限定的になるはずで

あるが実際には厳しい汚染状態となっている。したがっ

て，SGTSが水素流入の主たる経路ではないと推定でき

る。

3．福島第一 2号機原子炉
地震から津波来襲までの間は，RCIC により原子炉水

位は維持された。

津波が襲来し，多くの電源盤の機能が失われ，中央操

作室は真っ暗になり，設備状態把握のための計装や警報

灯を含めほとんど使用できなくなった。津波が襲来した

頃，運転員はRCIC を手動で再起動していたが，その後

の運転状態を把握できず，12日２時過ぎの２度目の現場

確認で，RCIC 吐出圧力が原子炉圧力より高く，RCIC

は運転中と確認されている。

11日22時頃以降，原子炉水位・圧力が確認されるよう

になった。直流電源がなく，RCIC の制御は不能だった

が，RCIC タービンが二相流で駆動されたという特殊な

運転状態にあったと推定されている。

格納容器ベントの準備は早い段階から進められ，代替

注水の構成も完了していたが，14日の３号機の爆発の影

響で，空気作動弁が閉止し，消防車・ホースも破損した。

14日昼頃から原子炉水位が下がり始め，代替注水の再

構成とベントの復旧の取り組みがなされた。原子炉減圧

のため，SRV制御盤にバッテリーをつないだが，なか

なか SRVが動作せず，18時過ぎになって減圧に成功し

た。現場放射線量が高いため，交代で消防車の運転状態

が確認されていたが，19時20分に燃料切れで停止してい

ることがわかり，給油の後，20時前に２台の消防車で原

子炉への注水が開始された。その後，SRVが閉止して

は開とする操作を繰り返すような不安定な状態となって

いた。

MAAP解析では，14日19時20分頃に炉心損傷となっ

ており，原子炉水位の計測値が一時的に回復しているも

のの，解析ではこの計測水位を信用できないものとし

て，消防車からの流量の一部のみが原子炉に注水された

としている。なお，解析上は圧力容器の損傷には至って

いないが，プラントパラメータ等からの検討の結果，圧

力容器が損傷し，溶融デブリの一部がペデスタル部に落

下して冷却されていると推定されている。

14日夜には S�Cベント小弁やDWベント小弁の開操

作がなされたが，DW圧力，線量率ともに変動が見られ

ておらず，格納容器ベントは成功していないと考えられ

る。

15日６時過ぎに，大きな衝撃音と振動があり，ほぼ同

時期に S�C圧力計測値が０kPa［abs］になったと報告さ

れた。東京電力の検討では，S�C圧力計測値が前日から

DW圧力と乖離していたこと，真空を意味する０kPa

［abs］はあり得ず，計器故障と判断されている。また，

衝撃音は，地震計の記録の分析から，４号機の爆発に伴

うものと結論付けられている。なお，後日実施された２

号機のトーラス室調査では，爆発の形跡は確認されてい

ない（第 3図）。

DW圧力は15日７時から11時までの間に低下し，２号

機付近で白い煙が確認され，線量率が急上昇しており，２

号機から大量のFP放出があったと推定されている。後

第 3図 サプレッションチェンバの状態
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日の調査で，オペフロのシールドプラグ近傍の線量率が

高いこと等から，FPの主たる放出経路は，PCVヘッド

フランジのシール部と推定されている。

なお，２号機では，１号機の爆発の影響で開放したブ

ローアウトパネル（４m×６m）から水素が放出されたた

め，爆発しなかったと推定されている。

4．福島第一 3号機原子炉
地震から津波来襲までの間は，RCIC により原子炉水

位は維持された。

津波の襲来で多くの電源盤の機能が失われたが，直流

電源は残っていた。このため，原子炉水位等の監視や

RCIC や HPCI といった，直流電源で制御できるタービ

ン駆動の設備は使用可能であった。当初はRCIC で，３

月12日昼頃からはHPCI で注水を継続した。RCIC，HPCI

いずれの運転でも，直流電源を節約しつつ，S�Cの水位

が上昇しないよう注水ラインを構成し，ポンプを連続運

転して原子炉水位が維持された。

SRVによる原子炉減圧とDD�FPによる注水の準備

作業がなされている中，13日２時過ぎに原子炉圧力が低

下し，運転員が設備損傷による原子炉生蒸気の放出を懸

念し，HPCI を手動停止した。その直後に SRVを開放

しようとしたが開動作せず，原子炉圧力が上昇し，DD�

FPによる注水ができなくなった。その後，SRVの電源

復旧の作業中，９時頃に SRVが開いて減圧が始まり，

DD�FPと消防車による注水が開始された。MAAP解

析では，２号機と同様，消防車で注水した流量の一部の

みが原子炉に注水されたと仮定されている。

13日８時41分に格納容器ベントラインを構成し，ラプ

チャディスクの開放待ちとし，９時20分頃，DW圧力が

低下しており，ベントが機能したと考えられる。この最

初のベント直後に，線量率が一時的に上昇したが，その

後のベントでは線量率の増加が見られていない。

１号機の爆発以降，火花の発生しにくいウォーター

ジェットによる穴空けで原子炉建屋を換気する手配がな

されていたが，機器が発電所に届く前の３月14日11時01

分，原子炉建屋が爆発した。爆発の原因は，１号機と同

様と推定しうる。ベント配管からの逆流経路上には，グ

ラビティダンパがあることなどから，SGTSが水素流入

の主たる経路ではないと推定できる。

5．使用済み燃料プール
４号機は，定検停止中で，使用済み燃料は全て使用済

み燃料プール（SFP）にあり，崩壊熱による総発熱量が最

も高いプールであった。

地震による影響は限定的であったが，津波の襲来で全

電源を喪失し，SFPの冷却機能及び補給水機能が失わ

れた。３月14日４時頃測定された SFP水温が84℃と予

測される程度であり，燃料露出まで時間余裕があること

から，１～３号機の炉心冷却等の対応が優先されてい

た。

３月15日６時12分，大きな衝撃音と振動が発生し，原

子炉建屋の損傷が確認された。爆発当初は，SFPの水

位が確認できなかったこともあり，SFPに事故があっ

たのではとの推測もあったが，３月16日には，ヘリコプ

ターから SFPの水面が確認され，以降，放水車による

淡水放水やコンクリートポンプ車による海水放水が開始

され，水位が確保された。

この爆発の原因は，３号機の格納容器ベントの際に，

水素を含むベント流が４号機と共用されている排気ライ

ンを通じ SGTSを逆流し，換気空調ダクトから建屋内

に拡散したことによるものと推定された。なお，４号機

SGTSには逆流を妨げるダンパ等がないことがわかって

いる。また，４号機 SGTSフィルタトレインの線量率

測定が実施され，出口側（３号機側）の線量が高く，逆流

が裏付けられた。原子炉建屋５階床面は上方に，４階床

面は下方に向かって変形し，４階空調ダクトが瓦れき状

に散乱しており，爆発は４階の空調ダクトで発生し，階

段室等から建屋全体に伝播したと考えられている。

なお，現場調査により SFPの構造上の健全性は確保

されていると考えられ，解析上，基準地震動 Ss への耐

力も確認されたが，SFP底部を補強して，耐震性を20

％以上向上させている。また，建屋壁面の傾き調査等が

継続的に実施され，原子炉建屋に有意な傾きがないこと

が確認されている。

SFP内の写真等から燃料ラックに異常は見られず，

取り出された新燃料の健全性が確認されている。また，

プール水の核種分析により系統的な燃料破損はないと推

定されている。

１～３号機の SFPの温度・水位の評価が実施され，

爆発のあった１，３号機も含め，SFPの水位維持機能お

よび水位は確保されたとの結果となっている。５，６号

機の SFP及び共用プールでは蒸発はなく，代替の冷却

設備により安定した冷却状態が維持された。

乾式貯蔵キャスクの保管建屋には，津波により大量の

海水，瓦れき等が流入し，床面浸水，ルーバや扉等の損

壊が見られるが，放射線量はバックグラウンド程度であ

り，乾式貯蔵キャスクは空冷され，密封性能は維持され

ていると考えられている。

6．福島第一 5，6号機原子炉
５，６号機は，定検停止中であり，地震による影響は

限定的であった。

津波に関しては，主要建屋が設置されている敷地高さ

が，１～４号機側より高く，海水系設備を含め被害は甚

大ではあったが，相対的には小さかった。

５号機は，津波の影響で，多くの電源盤の機能が喪失

し，SBOとなったが，常用の低圧電源盤の一部は使用
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可能で，直流電源も使用できた。崩壊熱レベルが小さく，

原子炉圧力の上昇は緩慢であり，12日に入ってRPV頂

部ベントによる原子炉減圧がなされ，14日になって，耐

圧漏えい試験のために除外されていた SRVが復旧さ

れ，断続的に原子炉減圧操作がなされた。また，復水補

給水系（MUWC）への電源が復旧し，14日には，原子炉

注水が開始され，原子炉水位が維持された。19日には，

仮設水中ポンプが起動し，RHR（C）による SFP冷却が

開始され，20日には原子炉が冷温停止となった。以降，

SFPと原子炉が交互に冷却された。

６号機も地震による影響は限定的で，津波の影響で一

部の高圧電源盤が使用不能となったが，直流電源は使用

可能で，EDG１台（６B）は空冷であることから機能を維

持し，SBOには至らなかった。19日には，仮設水中ポ

ンプが起動し，RHR（B）による SFP冷却が開始され，20

日には原子炉が冷温停止となった。以降，SFPと原子

炉が交互に冷却された。

7．放射性物質放出量評価
（ 1） 大気放出量

電源が喪失し，通常のモニタリング設備が使用不可能

となったため，モニタリングカーで発電所内の線量率を

測定した（第 4図）。東京電力では，線量率のピークを再

現するようなFP放出量を繰り返し計算により求め，ま

た，風向きによりピークが見られない時間帯は，バック

グラウンドの１％がFP放出の寄与であるとの仮定をお

いて放出量を求めている。総放出量は，希ガス，ヨウ素

131はそれぞれ，約500PBq，セシウム134，137はそれぞ

れ，約10PBq となっている。３月15日７時以降の２号

機からの放出が最も大きく，格納容器ベントによるFP

放出寄与は小さく，周辺土壌の汚染の主要因ではないと

推定されている。

３月15日には，２号機から継続的にFP放出があった

と考えられるが，この日には，北西方向への風が吹き，

夜には降雨があったものと推測され，その結果，発電所

から北西方向の汚染が高くなったと推定されている。

（ 2） 海洋放出量

海洋放出量は，放水口付近での海水中放射能濃度の測

定値を再現するよう東京電力により評価されている。総

放出量は，ヨウ素131は約11PBq，セシウム134，137は

それぞれ，約3．5PBq，約3．6PBq となっている。海洋

放射能流入は，４月中には大きく低下し，海洋への総放

出量は，大気放出よりも小さな放出量となった。

8．事故時の資機材物流の状況
福島第一では，過酷な原子力災害，長期的な災害に対

する資機材確保が十分ではなく，バッテリー，電源，注

水用資機材，燃料，放射線管理・防護用品，飲食料，そ

の他生活用品等，多岐にわたって不足した。

このため，東京方面からの物資供給や，福島第一周辺

地域における調達を試みたが，地震・津波による東北地

方から関東にわたる広域な道路被害（通行止め・渋滞等）

や通信環境の悪化，福島第一周辺の汚染発生並びにそれ

に起因する社外運転手の確保困難化，全面マスク着用で

の東京電力社員による不慣れな大型車の運転等，阻害要

因が重なり，輸送の大幅な遅延や資機材の未達など，事

故後しばらくの間は必要物資の調達・輸送には非常に大

きな困難が伴った。

福島第一への物流拠点として，いわき市の小名浜コー

ルセンター，広野町の Jヴィレッジを活用したが，これ

らの拠点自体やその周辺地域も地震，津波により被災し

ていたこと，受入れ態勢が整っていなかったこと等の理

由から，受払・在庫管理についても当初は十分に機能し

なかった。

福島第一では，直流・交流の全電源を喪失した状況

下，少しでもプラント状況を把握し，炉心を減圧・冷却

するために，最低限の計測機器の機能回復，弁操作等を

実施すべく，種々のバッテリーを複数個つないでこれら

に必要な電圧を確保することを試みた。しかしながら，

外部からは十分には調達できず，やむを得ず，構内バス，

業務車，個人所有の自家用車から車両用12 Vのバッテ

リーを取り外して使用した。これによりようやく原子炉

水位計の一部，主蒸気逃がし安全弁等，ごく一部の計器

等の確認・動作が可能となった。

その他電源については，現場状況を確認した結果，早

期復旧は困難と判断され，使用可能な所内電源設備と電

源車により復旧を目指すこととなった。電源車は，東京

電力社内だけでなく，他の電気事業者，自衛隊からも提

第 4図 モニタリングデータ
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供され，計23台確保された。瓦れき撤去，ケーブル手配・

敷設等，復旧準備を進め，３月13日以降，電源車による

受電に成功したケースもあったものの，電源盤の多くが

使用不能であったこと，原子炉建屋の爆発の影響やケー

ブルの損傷のトラブル等により電源復旧作業は難航し

た。

原子炉への注水に関しては，全交流電源喪失等に伴い

本設設備が使用できなくなっており，やむを得ず消防車

により注水した。福島第一所有の消防車は３台（当初は

１台のみ使用可能）で，追加手配を要請し，東京電力社

内より７台，他電気事業者・国，自衛隊等より５台，計

12台を追加で確保できた。これら消防車は３月12日の午

前中以降順次到着し，原子炉注水への水源となる防火水

槽等への淡水，海水の移送，原子炉への直接の注水に使

用された。

【論文誌関係】

・Taylor&Francis 社から報告された英文誌出版2013年レポート

の内容について紹介された。全般に高く評価されている。さら

なる改善提案を今後の運営の参考にすることとした。また，企

画委員会を通じて，各部会に投稿を勧誘することとした。

・英文誌の出版状況が報告された。７月期に24論文が投稿され

た。９月号電子版公開済み，10月号入稿済み。

・JAEA関係者からHTTR開発関連の英文誌特集号の提案があ

り，これを承認した。通常審査で進める。

・編集委員会の論文誌関連規定類の見直しを進めている。実情に

合わせて，査読委員という名称を無くすこととした。

・学会賞論文賞の推薦方針が確認された。また，JNST Most

Popular Article Award の選考方法について，検討経過が報告

された。

・イランからの投稿論文の取り扱いに関して，出版社から注意喚

起が出された。

【学会誌関係】

・編集委員長から理事会ならびに経営改善特別小委員会と編集委

員会との意見交換会の報告があった。

・再処理・リサイクル部会，放射線工学部会代表からそれぞれの

活動内容の説明を受け，学会誌記事になりそうなテーマについ

てディスカッションを行った。

・巻頭言，時論そのほか記事の進捗状況を確認し，今後の記事の

方向性について議論した。

・編集委員会規程の修正について，担当委員より説明があり了承

された。編集委員会内の回議後，理事会にて正式承認の運びと

なる。

・AESJ Collaboration Task Force の説明が，編集委員長からあっ

た。ポジションステートメントWGの規程を基に，AESJ

Collaboration Task Force の規程を作成していくこととした。

AESJ Collaboration Task Force の設置場所については，編集

委員長と他理事と相談することとした。

・来年度の表紙について，従来通り日展から選出するか，出版社

から提案のあった表紙にするか審議した。その結果，出版社版

で来年度は掲載することとした。デザインなど，連絡会・臨時

連絡会で検討し，詰めていく。

編集委員会連絡先≪hensyu@aesj.or.jp≫

著 者 紹 介

守屋公三明（もりや・くみあき）
日立GEニュークリア・エナジー㈱
（専門分野）次世代エネルギー開発，原子力
プラント安全設計�熱流動

宮田浩一（みやた・こういち）
東京電力㈱
（専門分野）原子力安全設計・評価

川本敦史（かわもと・あつし）
東京電力㈱
（専門分野）原子燃料管理

―最近の編集委員会の話題より―
（８月５日第２回編集幹事会）
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Ⅰ．はじめに

高レベル放射性廃棄物（以下，高レベル廃棄物という）

は，使用済燃料（放射性廃棄物として処分する場合）およ

びそれを再処理した場合に発生する高レベル放射性廃液

をガラスで固化したもの（以下，ガラス固化体という）を

いう。高レベル廃棄物は潜在的な有害度が高いことか

ら，現時点で最も有望な処分方法として地層処分が選択

され，各国で事業が進められている。ここで，「処分と

は放射性廃棄物の回収を意図せずに，ある施設または場

所に廃棄物を定置することを意味する。」とされてい

る１）。それにもかかわらず，処分事業の実施段階におけ

る可逆性・回収可能性（R&R）が各国で取り上げられ，

議論が行われるなど関心が高まっているのはなぜであろ

うか。

本稿では，R&Rに関する最新の検討結果である，

OECD�NEA（経済協力開発機構�原子力機関）で2007年

から2011年にかけて実施された「高レベル放射性廃棄物

および使用済燃料の深地層処分のための可逆性と回収可

能性」プロジェクト（以下，R&Rプロジェクトという）の

成果２，３）を中心にして解説を試みる。R&Rプロジェクト

はR&Rの概念に関する問題の範囲と考え方について，

RWMC（放射性廃棄物管理委員会）のメンバーの間での

認識を高めることを目的として実施された。プロジェク

トの目標は，ある特定の手法を推奨することや，特定の

結論に導くことではなく，R&Rへのさまざまな取り組

み方法を認識するとともに，検討のための基礎情報を提

供することである。

R&Rプロジェクトでは可逆性と回収可能性の議論を

行う上で以下の独自の定義を行っている。

・「可逆性（Reversibility）」とは，原則として，処分シ

ステムを実現していく間に行われる決定を元に戻

す，あるいは検討し直す能力を意味する。

・「回収可能性（Retrievability）」とは，原則として，処

分場に定置された廃棄物あるいは高レベル廃棄物全

体を取り出す能力を意味する。

すなわち，可逆性はなんらかの理由でそれまで進めて

きた高レベル廃棄物の処分事業の計画や管理戦略を変更

あるいは後戻りする意思決定の選択の可能性に関わるも

のである。処分を段階的に進める中で行われる意思決定

において選択の自由を確保し，長期間にわたり柔軟性を

持った処分場の管理を可能にすることになる。可逆性は

技術的概念というよりは，主に管理や意思決定の概念で

ある。一方，回収可能性は，可逆性により１つ以上前の

段階に後戻りすることを決めた時などにおいて定置した

高レベル廃棄物を回収する必要がでてきた場合の，技術

的な可能性に関わるものである。可逆性を確保するため

には回収可能性を維持する必要がある。

それでは，地層処分事業においてなぜR&Rの必要性

が議論されてきたのだろう。そこでポイントとなるの

は，地層処分事業（サイト選定から操業を経て閉鎖に至

る事業）の期間が１世紀を超える非常に長いものであ

り，さらに，地層処分の安全性が数万年以上もの長期に

わたって評価する必要があることだろう。時間スケール

が長いことによって，技術的，社会的側面からさまざま

な不確実性が含まれることになる。このような特徴を有

する地層処分に関して，R&Rプロジェクト報告書では，

IAEA（国際原子力機関）の「放射性廃棄物管理の原則」

（1995）における将来世代の防護の原則と将来世代にオプ

ションを残すことについての言及を引用しつつ，「R&R

は，安全で，社会的に受け入れられる地層処分という最

終的な目標に向けた長い工程を円滑に進めることのでき

Reversibility & Retrievability（R&R） for Geological

Disposal of High�level Radioactive Waste �；What is

R&R? : Hiromi TANABE.
（2013年 ７月５日 受理）

処分とは本来，放射性廃棄物の回収を意図することなく，ある施設または場所に定置するこ

とをいう。しかし，多くの国において，法律や政策レベルで，可逆性と回収可能性が議論され

ている。地層処分の段階的な開発の進め方および各段階において高レベル放射性廃棄物がおか

れる状態を説明し，そこにおける可逆性と回収可能性がどういうことを意味し，どういうこと

が想定されるのかについて解説を試みる。

解説シリーズ

高レベル放射性廃棄物処分の可逆性と回収可能性
第 1回 可逆性と回収可能性はどういうことなのか

原子力環境整備促進・資金管理センター 田辺 博三
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る意思決定と設計プロセスに役立つものである。（中略）

各国はR&Rに関する見解を有するべきであると結論づ

けることができる。」と述べている。

本解説では，このような時間スケールを理解してもら

うため，まず地層処分の概念（工学バリアの構成，施設

レイアウトなど）について説明する（Ⅱ章）。次に，地層

処分の段階的な進め方と可逆性（Ⅲ章），高レベル廃棄物

に着目した地層処分場の状態と回収可能性（Ⅳ章），可逆

性と回収可能性（R&R）の所見（Ⅴ章），過去30年間の進

展（Ⅵ章），OECD�NEA加盟国の取り入れ状況（Ⅶ章）の

解説を順次行う。Ⅷ章ではわが国における検討状況を紹

介する。

Ⅱ．地層処分の概念

地層処分は，地下数百メートルの安定な地層の中に建

設される施設に高レベル廃棄物を処分する概念であり，

工学的に設けたバリア（工学バリア）と地層（天然バリア）

によって閉じ込め，接近可能な生物圏から隔離する廃棄

物管理戦略である１）。第 1図に地層処分概念の例を模式

的に示す。

本例では，工学バリアとして，ガラス固化体（高レベ

ル廃液をガラス固化したもの：放射性核種を閉じ込め，

放出を抑制する安全機能を有する），オーバーパック（ガ

ラス固化体を封入する鋼製の容器：ガラス固化体と地下

水の接触を一定期間防ぐ安全機能を有する），緩衝材（ベ

ントナイトと呼ばれる粘土の一種と砂の混合物：オー

バーパックに好ましい環境を提供する，地下水を通しに

くくし，放射性核種を移動しにくくするなどの安全機能

を有する），埋め戻し材（ベントナイトと砂の混合物：

オーバーパックと緩衝材に好ましい環境を提供する，放

射性核種を移動しにくくする，岩盤の力学的安定性を支

持する，などの安全機能を有する），プラグ（コンクリー

トやベントナイトで構成する密封（seal）用の構造物：埋

め戻し材のエロージョン（侵食）を防ぐ，処分場を密封す

るなどの安全機能を有する）が設置される。地層は，接

近可能な生物圏から高レベル廃棄物を物理的に隔離する

ほか，工学バリアに好ましい環境（還元雰囲気など）を提

供する，放射性核種を移動しにくくするなどの安全機能

を持っている。

わが国では処分場の地層として堆積岩と結晶質岩が候

補となっているが，国によって，地層の種類などの地質

環境条件や設計の考え方などに幅があり，地層処分概念

はさまざまである。例えば岩塩層が候補のドイツや粘土

層のフランスの概念では，高レベル廃棄物の周囲にベン

トナイト緩衝材を設置することは考慮していない。ま

た，フランスなどでは高レベル廃棄物の横置きの定置方

法について検討を進めている。

このように，地層処分の安全性に関わる構成要素は，

比較的数が少なく（主なものはガラス固化体，オーバー

パック，緩衝材，埋め戻し材，プラグ，地層），その安

全性は受動的なシステム（処分システムという）で確保さ

れているといえる。処分の安全性は，これらの構成要素

とそれらの安全機能を適切に組み合わせて処分システム

を構築し，処分システムの安全性能を評価し，その結果

が関連するすべての安全要件を遵守し，放射線防護上も

最適化されていることを示すことによって達成される。

高レベル廃棄物の潜在的な有害度は放射能の減衰によ

り時間とともに減少していくものであるが，例えばもと

となっている天然のウラン鉱石並みの有害度になるには

数万年程度の時間が必要であるとされている。このよう

な長期の安全性に関しては実験などにより直接的に実証

することが困難であり，工学バリアの長期評価や長期の

地質学的評価に含まれる不確実性とその影響の評価も組

み込んで安全性を評価する必要がある。

Ⅲ．地層処分の段階的開発と可逆性

本章では，R&Rプロジェクト報告書２）に基づいて事業

の段階的な開発と可逆性について説明する。

事業段階は第 2図のように，操業前段階，操業段階，

操業後段階に分かれている。

1．操業前段階
処分場の設計，処分サイトの立地選定と調査，人工材

料の試験，工学技術の実証，処分場の建設・操業の許認

可，処分場建設の開始，環境条件のベースラインの調査

を実施する期間である。

2．操業段階
� 定置期間

この期間では，地上施設で高レベル廃棄物をオーバー

パックに封入した後，処分場に定置する。また，環境条

件を継続的にモニタリングし，ベースラインデータと比

較する。技術開発を継続するとともに，規制機関は，操

業安全性について定期的に検査し，長期的なセーフティ

ケースのレビューを行う。地下坑道を新設し，一部の坑

道（連絡坑道）および処分エリア（処分坑道，処分孔）を埋

め戻しプラグを設置することにより密封する。

第 1図 地層処分の概念図（処分孔竪置き方式の例）

注意：模式図であり実際の処分場とは異なる。
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� 観察（observation）期間

すべての高レベル廃棄物を定置後，処分場のモニタリ

ングを部分的に実施して追加の性能確認を行うために，

高レベル廃棄物部分へのアクセスを維持することもあり

得る。

� 閉鎖期間

処分場の埋め戻しおよび密封を実施し，地上から地下

施設へのアクセスを終了する。地上施設を解体する。

3．操業後段階
� 間接的監視（oversight）期間

処分場閉鎖後は，人に頼らない管理で安全性を確保す

る。しかし，環境条件のベースラインモニタリングの継

続や遠隔モニタリングが行われることもあり得る。使用

済燃料を処分する場合には関係する国際保障措置管理を

継続する。高レベル廃棄物および処分場の技術データや

形態に関する記録を保存し，同時に，マーカー等で処分

場の存在を将来世代に伝承する。

� 監視なしの期間

数百年，数千年後には，徐々に，あるいは戦争や記録

喪失等の予測不可能な事象により，処分場の監視が行わ

れなくなり，処分場が存在したこと自体が忘れられるこ

とが想定される。

上記の３つの事業段階は基本的なものとして各国で共

通と思われるが，国によって段階の分け方や特定の期間

の有無などの違いが見られる。また，各段階や期間の長

さは，各国の処分計画および意思決定の内容によって異

なっている。例えば，スイスではガラス固化体の廃棄体

730体と使用済燃料の廃棄体1，225体に対して操業前段階

が約40年，操業段階が約70年（このうち定置期間が約15

年，定置後モニタリング期間（第２図の観察期間に相当）

が約50年，閉鎖期間が約５年）と計画されている。フィ

ンランドでは使用済燃料の廃棄体2，820体に対して操業

前段階が約40年，操業段階が約95年（このうち定置期間

が約90年，閉鎖期間が約５年）と計画されている。

操業前段階はサイト選定が主要な行為となっており，

そのためには社会の受入れが重要な事項であるので，要

する期間は本質的には処分場の規模にはよらないものと

考えられる。なお，候補サイトにおける地下施設の建設

を伴うサイト調査や実証試験が行われるかどうかは国に

よって異なっており，行われる場合には期間が長くなる

可能性がある。

一方，操業段階の定置期間は，処分する高レベル廃棄

物の総量，１年間にオーバーパックに封入し定置できる

処理能力（本�年），処分場に受け入れ可能な発熱量の基

準とそれを満たすために必要な冷却期間（貯蔵期間）など

に依存する。また，スイスのように，定置後に直ちに閉

鎖せずに一定のモニタリング期間を設けている場合に

は，その期間が追加されることになる。

このように，地層処分事業は操業前段階，操業段階，

操業後段階に区分され，操業前段階だけで数十年を要

し，操業終了までに百年を超える長期の事業が計画され

ていることが特徴である。このために，現世代だけでこ

れらの段階のすべてをカバーすることが無理なことはも

ちろん，その長い期間の間に行われる意思決定の多くを

次世代以降の将来世代にゆだねることが必然である。

第２図には地層処分事業の進め方を段階毎に表すとと

もに，さらに各段階で想定される意思決定（何らかの判

断を必要とするポイント）の例を示している。これらの

意思決定は，制度上定められたものや規制上定められた

もの，さらに実施主体が独自に判断するものが含まれて

おり，事業を進めるうえで重要な判断のポイントとなる

ことが予想される。ただし，その意思決定の手続きや位

置付けは国によって必ずしも同じではない。これらの意

思決定は可逆性に密接に関係している。R&Rプロジェ

クト報告書では，「可逆性は，段階的意思決定プロセス

に組み込むことが最善の方法である。そのようなプロセ

スをとることで，安全要件への適合を常に確保しつつ，

計画を遂行している間に得られる情報を勘案して，計画

の方向性をその新しい情報に適応させたり，変更したり

することができるようになる。段階的な規制および政策

決定が信頼できるものであるためには，それらの決定に

可逆性があるか，あるいは少なくとも新しい情報に照ら

して，現実的な範囲で修正ができるものでなければなら

ない２）。」としている。また，意思決定の結果，その後に

取り得る道筋のオプションを第 3図に示す。これらのオ

第 2図 処分場の事業段階および関連する意思決定の例２）
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プションには，それまでの計画どおりに進めることや，

必要に応じて計画を修正，変更して進めることに加え

て，過去の決定を覆し１つ以上前の段階に戻すこと（後

戻り（Reversal））も含まれるとしている２）。

Ⅳ．高レベル廃棄物に着目した地層
処分場の状態と回収可能性

前章で示した各事業段階において，高レベル廃棄物が

どのような状態に置かれているかについて第 4図の処分

孔竪置き方式を例に説明する。

1．操業前段階
操業前段階では，地層処分場の調査，選定が行われ，

地上のオーバーパックへの封入施設などとともに地下施

設（アクセス立坑，連絡坑道，処分坑道，処分孔など）の

建設が行われる（第 4図（a））。地層処分場の操業許可が

得られていないため，この段階での高レベル廃棄物の地

層処分場への搬入はない。実際にわが国の使用済燃料の

一部については，国内および英仏で再処理が行われ，高

レベル廃棄物は日本原燃㈱と日本原子力研究開発機構の

再処理施設の貯蔵施設で貯蔵されている。

このように，操業前段階では高レベル廃棄物は地層処

分場には存在していない。また，高レベル廃棄物は貯蔵

施設で管理されているので，必要があれば容易に回収す

ることができる。

2．操業段階
地層処分場の操業許可が得られると，高レベル廃棄物

の搬入が始まる。高レベル廃棄物は地層処分場の地上施

設でオーバーパックに封入され地下施設に搬送される。

地下施設では予め処分孔の下部および側部にベントナイ

ト緩衝材が定置される（第４図（b））。高レベル廃棄物は

緩衝材の中に定置され，さらに上部の緩衝材が定置され

る（第４図（c））。処分孔への地下水の流入は制限され，

緩衝材が地下水を吸収して飽和し膨潤やエロージョンを

起こさないように管理される。一定量の高レベル廃棄物

が定置されると処分孔上部の処分坑道が埋め戻されプラ

グが設置される（第４図（d））。プラグの内側の処分坑道

と処分孔に地下水が流入し緩衝材と埋め戻し材が地下水

を吸収して徐々に飽和し膨潤する。いくつかの処分坑道

が埋め戻されると，そこに通じている連絡坑道が埋め戻

されプラグが設置される（第４図（e））。処分場へのすべ

ての高レベル廃棄物の定置が終了すると，アクセス立坑

が埋め戻されプラグが設置され地下施設が閉鎖される

（第４図（f））。アクセス立坑のプラグは処分場を閉鎖し，

長期にわたって地上の擾乱が地下に及ばないようにする

ことや人間侵入を防止するなどの機能を持っている。

このように，操業段階の高レベル廃棄物の状態は時間

とともに変わっていく。以下に，第４図の各状態におい

て高レベル廃棄物の回収可能性がどのように変化してい

くかについて述べる。

第４図（b）では高レベル廃棄物は地上施設に保管さ

れ，あるいはオーバーパックに封入されており，必要が

あれば容易に回収することができる。第４図（c）で処分

孔に定置し上部の緩衝材が定置された後も，埋め戻しが

行われるまでは地下水の流入が制限されることから，基

本的には定置の逆動線により回収することができる。第

４図（d），（e）では，坑道が埋め戻されプラグが設置さ

れ，地下水が流入して埋め戻し材や緩衝材が徐々に飽和

し膨潤を始める。したがって，回収する場合には，プラ

グ，埋め戻し材，緩衝材を順次撤去した後に高レベル廃

棄物を回収することができる。これらの撤去技術には既

存の掘削技術などが適用できるが，緩衝材の撤去におい

ては高レベル廃棄物が損傷しないように注意深く行う必

要がある。また，ベントナイトは膨潤することによって

第 3図 決定の可逆性：オプションを評価した結果として

考えられる道筋（後戻りを含む）２）

第 4図 高レベル廃棄物に着目した地層処分場の状態

注意：模式図であり実際の処分場とは異なる

再評価

後戻り 計画どおりに実施

変更した計画に基づき実施
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自ら加圧され締め固められるので，地下水の飽和の度合

いによって撤去の困難さが徐々に増していくことが予想

される。第４図（f）の処分場の閉鎖後ではアクセス立坑

の掘削から始め，連絡坑道，処分坑道を掘削し直さなけ

ればならない。埋め戻された坑道を再掘削するか新たに

掘削するかの選択がありうる。その場合，地層処分場を

建設した際に利用した鉱山技術などが適用できる。

地層処分の長期の安全性は第４図（f）の状態でベント

ナイトが飽和して膨潤し，地下環境が還元雰囲気になる

ことが評価の前提とされる。従って，安全性確保の観点

からはこの状態に早く到達することが望ましい。一方で

上述のように第４図（f）に進むにつれて，高レベル廃棄

物の回収の困難さが増すことになり，それにつれて労力

と回収のコストがより多くかかるようになる。

また，すべての状態で回収作業において放射線被ばく

管理が必要である。

3．操業後段階
処分場閉鎖後，高レベル廃棄物は一定の期間はオー

バーパックに閉じ込められた状態が維持される。例え

ば，わが国ではオーバーパックによる１千年間の閉じ込

めを想定しており，その間に放射能レベルと発熱量は大

幅に減少する。この間は第４図（f）の状態が継続するの

とほぼ同じであり，同様の方法で高レベル廃棄物の回収

が可能である。さらに遠い将来になるとオーバーパック

の健全性が損なわれることが予想される。そのような状

態になるまでには放射能レベルは大幅に減少しているも

のの，一部の放射性物質が地下水の流れにより周辺の工

学バリアや地層に移流し分散していることが予想され

る。このため回収にはより大きな労力とコストがかかる

とともに，回収作業において外部被ばく管理だけでなく

内部被ばく管理も必要となる。回収作業を行う場合は，

処分場の記録やマーカーなどが残っていることが有効で

ある。

以上述べた処分場の状態の変化に対して，回収の容易

性とコスト，長期安全性に影響する処分場の能動的管理

と受動的安全性のバランスがどのように変化していくか

が第 5図に示されている。本図はR&Rプロジェクト

で，ステークホルダーとの対話において定性的な説明の

ために活用することを目的に開発されたもので，R

（Retrievability）スケールと呼ばれている。いくつかの

国の処分プログラムに適用したところ，有用なコミュニ

ケーションツールとなることが確認されている２）。

Ⅴ．可逆性と回収可能性（R&R）の所見

前章までで，地層処分の段階的実施における意思決定

と可逆性の関係および処分場の状態と回収可能性の技術

的な関係について解説した。本章では，R&Rプロジェ

クトでOECD�NEA加盟国における考え方を概観し所

見としてまとめた内容をもとに，R&Rを取り入れる理

由や目的としていると思われることや，その場合に留意

すべきとしていることを抽出して紹介する。

1．R&Rを取り入れる主な理由
� 可逆性

・必要であれば，処分場に関する以前の決定を過大な

労力をかけることなく，後戻りあるいは修正できる

ようにする。

・段階的意思決定プロセスに組み込み，安全要件への

適合を常に確保しつつ，計画を遂行している間に得

られる情報を勘案して，計画の方向性をその新しい

情報に適応させたり，変更したりすることができる

ようにする。

・処分プログラムの柔軟性を高める大きな要素であ

り，継続的な意見交換，調整，協同での意思決定を

行う機会を提供する。

� 回収可能性

回収可能性を取り入れたプログラムでは，以下の３つ

を，その主な理由としてあげている：

�将来に対する謙虚な態度あるいは新しい考えや提言

を受け入れる姿勢を持つこと，

�安全性にさらなる保証を与えること，

�「不可逆的な」状況に縛られたくないという公衆の希

望に留意すること。

これら以外に，一部の国の処分プログラムでは，操業

安全のために閉鎖前の回収可能性が求められている。

第 5図 「Rスケール」：廃棄物の事業段階，深地層処分場の
回収可能性の程度，受動的管理か能動的管理か，回

収コストの変化を図示したもの。操業段階の間は，

処分施設内にあるすべての廃棄物パッケージが，事

業の同じ段階にあるとは限らない２）。

注意：図示された四角形の正確な比率は処分場の設

計によって変わる。
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2．R&Rを取り入れる際に主に留意すべきこと
� 可逆性

・可逆性は，段階的意思決定プロセスに組み込むこと

が最善の方法である。

・段階的な規制および政策決定が信頼できるものであ

るためには，それらの決定に可逆性があるか，ある

いは少なくとも新しい情報に照らして，現実的な範

囲で修正ができるものでなければならない。

・可逆性については，透明性が求められ，事前に明確

にしたプロセスで枠組みを決めておく必要がある。

・段階的意思決定においては，意思決定者は通常，以

前の決定を後戻りさせるかどうかを検討するホール

ドポイントを設け，その結果として出てきた判断を

記録として残すということを行う。この判断の基準

については，事前に合意を得ておく必要がある。

・可逆性により得られる柔軟性は時間の経過と共に低

下することを認識しなければならない。透明性の観

点からは，このことを利害関係者に伝えなければな

らない。

・処分の実施機関に対する意思決定の可逆性とは，回

収に対して不必要な障害が生じないように回収可能

性の措置を予め組み込むことを意味する。

� 回収可能性

・回収可能性があるからといって，受動的安全性が確

信を持って示されていない場合には，処分プロジェ

クトを進めることはできない。

・回収可能性の目標は，将来社会が，廃棄物の回収を

実施する，あるいは回収したい意思を持つことを想

定して，回収の実現可能性を保証することである。

・閉鎖後の回収可能性を求めている処分プログラムは

ない。この段階で規制が求めているのは，原理的に

回収を実施できるようにしておく，ということだけ

である。

・処分場のすべての事業段階で，廃棄物を限られた範

囲に封じ込め（分散させず），閉じ込めることができ

さえすれば廃棄物の回収が容易になる。

・遠い将来においても廃棄物は回収可能であるが，時

間の経過とともに回収の労力とコストは大きくな

る。

・どのような回収可能性の対策をとるかは，母岩，工

学バリアの概念，および回収可能性を維持するべき

処分場の事業段階によって変わってくる。

・回収可能性を処分場の設計段階で考慮する場合に

は，計画されているバリアや建設材料・配置が回収

に対して必要以上の障害とならないように注意する

べきである。

・回収可能性を高める措置の例としては，できるだけ

耐久性の高い廃棄体と廃棄物容器を使用すること，

坑道と処分場を閉鎖する前の期間をできるだけ長く

すること，取り除くのが容易な緩衝材，埋め戻し材

を使用すること，などがある。

・可逆性と回収可能性の措置が長期安全性を阻害する

ことがあってはならないことが一般に認識されてい

る。

・回収可能性を処分プログラムに組み込むことを決定

する前に，回収する作業には技術的制約などからく

る制限事項と課題があることを理解しておくことが

重要である。

・モニタリングや記録保存などの特定の監視措置を行

うことは可能である。これらの措置は，操業後の回

収に関する意思決定に，また，将来世代に選択の自

由を与えることに貢献する。

・回収は，新たな規制対象作業になる可能性があり，

他の放射線障害を伴う活動と同様に，このような作

業を行う正当な理由と最適化が必要である。

・核物質の物理的な防護と安全保障に関連した責任

が，回収可能性の措置を処分プログラムにどの程度

組み込むかを考える上での制約となる。

Ⅵ．過去30年間の進展

歴史的な経緯については，R&R報告書の中で包括的

かつ詳細に解説されている。ここでは，その概略を示す

ので，詳細についてはR&R報告書を参照されたい。

1．1970年代後半以降，関心の高まり
1970年代後半からR&Rへの関心が高まってきた。

2．1980年代，回収可能性の適用事例
1983年の KBS�３の処分研究報告書（スウェーデンで実

施された使用済燃料の最終処分に関する研究報告書）で

は，将来世代に選択の自由を残すためとして回収可能性

が取り上げられ，EPA（米国環境保護庁）の地層処分施

設に適用される規則（10 CFR Part 191）では安全性の保

証レベルを高めるためとして回収可能性が取り上げられ

た。EPAの規則の要件に従って軍事TRU廃棄物（再処

理施設から発生する高レベル廃棄物以外の地層処分対象

廃棄物）の地層処分場であるWIPP（廃棄物隔離パイロッ

トプラント）が操業認可された。

3．1990年代，回収可能性に積極的な取り組み
回収を不必要に妨げないという論点から，回収を容易

にするという論点に移った。このように変化した理由

は，将来世代の選択の自由をさらに高めるため，また，

時間の経過と共に安全上の問題が生じるのではないかと

いう懸念に対応するためだけでなく，一部の社会階層か

らの要求に応えるためでもあった。一部の国（スウェー

デン，英国）では回収試験が行われ，国際的な技術ワー

クショップ（スイス，フランス）やEC（欧州委員会）の国

際共同研究４）が実施された。フランス放射性廃棄物管理

研究法（1991）は，深地層処分場の実現可能性に関する研

究を，可逆性の措置がある場合，ない場合について行う
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ことを求めた。

4．2000年代，R&Rの進展，回収の事例
各国の処分プログラムが進展しており，国際機関から

R&Rをテーマとした報告書が出版された（NEA 2004，

IAEA 2009）。スウェーデンではプロトタイプ処分場の

解体において回収技術のさらなる実証情報が得られるこ

とが期待されている。国際共同研究ESDRED（処分場の

設計の工学的研究と実証）においてフランスとドイツの

回収のケーススタディが実施され回収可能であることが

確認された（2009）。ECでは IGD-TP（放射性廃棄物の地

層処分の実施―技術プラットホーム）が開始され

（2009），今後戦略的に取り組むべき研究開発が検討され

ており，回収可能性が中心テーマの一つに取り上げられ

ている。高レベル廃棄物ではないが，地層処分した廃棄

物が品質保証上の懸念から回収された実例がWIPP で

２件発生し，ドイツアッセⅡ研究鉱山では地下水の流入

の問題を検討し廃棄物の回収を決定する事例が出てい

る。米国ではユッカマウンテンプロジェクトが中止さ

れ，国に今後の取り組みを勧告するブルーリボン委員会

は，2011年の報告書草稿の中でR&Rの役割を検討し，

可逆性のある，段階的，かつ適応性のあるプロセスを採

用することを推奨した。欧州理事会は，使用済燃料と放

射性廃棄物の管理に関する2011年指令の序文で，可逆性

と回収可能性を処分システムの操業・設計基準として組

み込む可能性があることを認めた。

Ⅶ．OECD�NEA加盟国の取り入れ状況

R&Rプロジェクトでは，NEA加盟国に質問状を送り

各国のR&R要件の状況をまとめている。以下に概要を

示す。

一部の国，特に，フランス，スイス，米国では，処分

場の操業期間中は回収可能性を維持することが法律で要

求されている。ドイツでは安全要件となっている。また，

別の国（カナダと日本）では，回収可能性は法律では要求

されていないが，国の政策として実施期間中は回収可能

性が求められている。フィンランドでは，回収可能性は

法律では要求されていないが政府の原則決定では要求さ

れている。スウェーデンでは，回収可能性は法律でも政

府からも明示的には要求されていないが，事業者は設計

にそれを組み込んでおり，操業段階および操業後段階に

適用するだろう。カナダでは，事業者が回収可能性を設

計にも組み込んでおり，閉鎖前から閉鎖後の段階に適用

するだろう。他のほとんどの国では，可逆性と回収可能

性は国内の議論で現時点では話題になっていないもの

の，専門家の間では重要になる可能性のある課題として

認識されている。

比較的進んだプログラムを持った国の間でも，長期お

よび短期の安全性を確保しつつ，将来世代の選択の自由

確保にどのように対処するかについては技術面での相違

がある。例えば，定置が完了したら個々の坑道を直ちに

埋め戻すことになっている処分プログラムがあれば，す

べての坑道を開放していても安全である間は開放してお

くことになっている処分プログラムもある。これらの相

違が回収可能性に影響している。同様に，閉鎖前のモニ

タリングの設計と程度も処分プログラムによって異なっ

ている。

見出された相違の多くは，国により処分プログラム進

展の歴史に違いがあることに根ざしたものである。この

違いがプロセスのさまざまな段階で異なる課題を浮かび

上がらせたのである。これがまた，要件の違いとこれら

の要件の表現方法の相違になっている。国によって社会

的，文化的，法的環境が異なることもまた，可逆性と回

収可能性に対する考え方の相違につながっている可能性

がある。

その一方で，共通的に一致しているのは，以下のこと

を保証する政策と規制が存在する場合にのみ廃棄物を処

分場に定置できるということである：

・処分の対象はあくまで「廃棄物」であり，潜在的な資

源ではなく回収の意図がないこと。

・人と環境の防護に関する規制が遵守されているこ

と。

・利害関係者が適切に関与していること。

Ⅷ．わが国における検討経緯

わが国のR&Rに関わる検討は，主に以下の活動の中

に見られる。

① 核燃料サイクル開発機構における地層処分研究

② 原子力委員会放射性廃棄物処分懇談会

③ 原子力安全委員会

④ 総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会

廃棄物安全小委員会

⑤ 原子力安全委員会特定放射性廃棄物処分安全調査

会

⑥ 日本学術会議

⑦ 原子力委員会

⑧ 総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力

部会放射性廃棄物小委員会

このうち，①と②は地層処分の法律である「特定放射

性廃棄物の最終処分に関する法律」（2000）の制定におい

て技術的，制度的な基盤となったものである。このうち

①は「わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の

技術的信頼性」（1999）を取りまとめた。この段階での地

層処分研究の中では具体的にR&Rに関する研究は行わ

れていないが，別冊「2．4 処分場の管理・廃棄物の再取

り出し～地層処分に人間の監視は不要なのか」において

R&Rの国際的な動向をまとめている。②は地層処分の

社会的・経済的観点を含めて幅広い議論を行い「高レベ

ル放射性廃棄物処分に向けての基本的考え方について」

513高レベル放射性廃棄物処分の可逆性と回収可能性

日本原子力学会誌, Vol. 55, No. 9（2013） （ 35 ）



（1998）を取りまとめた。R&Rに関連することとしては，

新技術の導入の可能性など柔軟な対応や処分場の性能が

予測どおりではない場合の回収可能性について言及して

いる。

③から⑤は規制サイドの審議である。このうち③は地

層処分の安全規制の考え方を審議し「高レベル放射性廃

棄物の処分に係る安全規制の基本的考え方について（第

一次報告）」（2000）を取りまとめた。R&Rに関しては，

処分場の閉鎖段階の安全確認が行われるまでは回収の可

能性を維持することが重要である，としている。④は③

を受けて規制行政の立場から規制の在り方について審議

し「放射性廃棄物の地層処分に係る安全規制制度のあり

方について」（2006），「高レベル放射性廃棄物等の地層処

分に係る安全規制について」（2008）を取りまとめた。R&

Rに関しては，基本的に廃棄体を回収するような事態が

生ずることはないと考えられるが，処分場閉鎖までの間

は，不測の事態への適切な対応，定期安全レビュー結果

を踏まえた対応手段の確保等のために，廃棄体の回収可

能性を維持することが必要，廃棄物埋設施設の有する安

全性能に悪影響を及ぼすことのないよう配慮することが

重要，などと言及している。⑤は地層処分に関する安全

コミュニケーションとR&Rの役割などを検討し「地層

処分に関する安全コミュニケーションの考え方につい

て」（2011）を取りまとめた。

⑥は原子力委員会の依頼により「回答 高レベル放射性

廃棄物の処分について」（2012）を取りまとめ公表した。

R&Rの議論に関連するものとして，暫定保管により数

十年から数百年程度のモラトリアム期間を確保し，その

間に技術開発や科学的知見を洗練し，より長期間を対象

にした対処方策を創出する可能性を担保することを提言

している。⑦は⑥の回答に対し「今後の高レベル放射性

廃棄物の地層処分に係る取組について（見解）」（2012）を

提言した。その中で，これまでも，R&Rを考慮した段

階的アプローチを採用してきたが，改めて⑥でこのこと

が提案されたことを重く受け止め，取組の改良・改善を

図っていくべきである，としている。

総合資源エネルギー調査会総合部会はこれらの提言も

踏まえつつ，最終処分の取組を抜本的に見直していくこ

とが不可欠とした。これを受けて⑧の放射性廃棄物小委

員会において，最終処分の取組の抜本的見直しに向けた

検討を開始した。現在，論点整理を行っているところで

あるが，R&Rが取り上げられる可能性が高い。

なお，わが国においても回収可能性の技術的な研究開

発が「地層処分回収技術高度化開発」（経済産業省資源エ

ネルギー庁委託事業）で実施されている。

Ⅸ．おわりに

処分事業の実施段階における可逆性・回収可能性（R&

R）が各国で取り上げられ，議論が行われるなど関心が

高まっている。本稿では，R&Rに関する最新の検討結

果である，OECD�NEAの「高レベル放射性廃棄物およ

び使用済燃料の深地層処分のための可逆性と回収可能

性」プロジェクト２）（R&Rプロジェクト）の成果を中心に

して解説を試みた。

R&Rプロジェクトは，文献調査の実施，NEA加盟国

のR&Rに対する考え方の調査，広範な関係者グループ

内での議論を行い，2010年12月にランス（フランス）で開

催された国際会議・意見交換会（International Confer-

ence and Dialogue）３）で完了した。４年間の活動成果は75

ページの報告書として取りまとめられ，NEAのホーム

ページに掲載されている。また，日本語訳も掲載されて

いる（http : //www.oecd-nea.org/rwm/rr/）。

報告書に用いられた資料は別途資料集としてまとめら

れている。報告書の巻末には，４ページのリーフレット

が添付されている。リーフレットは，ステークホルダー

との対話においてR&Rを定性的に説明するために活用

することを目的に開発されたR（Retrievability）スケー

ルなどについて要領よくまとめられている。Rスケール

はいくつかの国の処分プログラムに適用したところ，有

用なコミュニケーションツールとなることが確認されて

いるとのことである。

本稿では，R&Rプロジェクトの要点を抽出し解説に

用いるとともに，Ⅱ章，Ⅳ章，Ⅷ章については筆者が作

成した図や取りまとめた内容を載せている。R&Rプロ

ジェクト報告書で取り上げた内容は膨大で多岐にわたる

ことから，本稿において，すべてを正確に伝えることは

困難であった。このため，興味のある読者はぜひR&R

プロジェクト報告書２）を読んでいただき理解を深めても

らいたい。本稿がR&Rの理解に少しでも役立つようで

あれば幸いである。

―参 考 資 料―
１）IAEA, Disposal of Radioactive Waste, IAEA Safety

Standards Series No. SSR�５，（2011）．

２）OECD�NEA, Reversibility and Retrievability（R&R）for

the Deep Disposal of High-level Radioactive Waste and

Spent Fuel，（2011）．

３）OECD�NEA, Proceedings of the“R&R”International
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４）EC, Concerted Action on the Retrievability of Long-lived

Radioactive Waste in Deep Underground Repositories,

EUR 19145 EN，（2000）．
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Ⅰ．地層処分実規模設備整備事業

1．本事業の背景，目的
地層処分の工学技術を含む様々な分野の技術開発が進

む一方，平成14（2002）年に開始された概要調査候補区域

の公募に対して応募は得られていない。平成19年11月，

総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会放

射性廃棄物小委員会（以下，廃棄物小委という）では，最

終処分事業を推進するための取り組みの強化策の審議と

して，国民理解に資する研究開発の視点から，国が深地

層の研究施設等を活用して，最終処分事業の概念や安全

性を体感できる設備を整備し，国民全般と最終処分事業

に関心を示した地域住民への広報に利用することで理解

を促進するような観点も有する研究開発を進めるべきこ

とを示した１）。

こうした状況を背景として，平成20年度より，地層処

分実規模設備整備事業（以下，本事業という）が資源エネ

ルギー庁により開始された。本事業の目的は，上記廃棄

物小委での審議結果を受け，実規模，実物（ただし，実

際の放射性廃棄物は使用しない）を基本とした，地層処

分の概念とその工学的な実現性や長期挙動までを実感，

理解できる設備を整備し，技術実証の状況を直接体感で

きるよう施設，設備の運営，維持を行うことである。

原環センターは初年度から平成25年度まで継続して本

事業２）に取り組んでおり，日本原子力研究開発機構（以

下，原子力機構という）との共同研究契約に基づき，北

海道天塩郡幌延町の幌延深地層研究センターの敷地内に

地層処分実規模試験施設（以下，本施設という）を整備

し，平成22年４月28日から一般公開をしている。平成25

年７月末日までに，海外からを含めて約23，000名が来館

している。

2．整備状況
実規模施設の概要，特徴，整備状況を以下に列記する。

整備の経緯や運営の詳細は別紙を参照されたい３，４）。

（ 1） 施設（建物）

本施設の外観を第 1図に示す。建物は，地下１階，地

上２階の鉄骨造（一部鉄筋コンクリート造）であり，延床

面積約707m２である。既設の原子力機構「ゆめ地創館」と

の一体的な運営を図るため両施設を連絡通路で連結し

た。地上１階は展示と試験のためのエリアで，後述する

竪置き定置方式での緩衝材定置試験のための模擬処分孔

を有している。地下１階はこの模擬処分孔の片側半分が

開放された計測や見学のためのスペース，地上２階は１

階部分を見下ろす見学エリアである。施設内部の様子を

第 2図に示す。

（ 2） 人工バリア材料

製作，展示しているオーバーパック，緩衝材ブロック，

それらを組み合わせた人工バリアカットモデルを第 3図

に示す。オーバーパックの胴体と蓋は炭素鋼を鍛造して

切削加工した。そして板厚190mmの胴体と蓋を，本シ

リーズ第１回で紹介したTIG溶接により溶接し，溶接

部が見えるように切断してカットモデルとした。緩衝材

ブロックは第２回で紹介した金属型と2,000トン一軸圧

縮プレス機を用いて製作した。これを階段状に積み上げ

てカットモデルとした。本施設では，こうした実物展示

Engineering Technologies for Geological Repository

Program of High−Level Radioactive Waste―Turning

Developing Technologies to Public Relation �；Promotion

of Mutual Understandings by Technical Presentation based

on R&D Results : Hidekazu ASANO, Masahiko SAITO.
（2013年 ６月２１日 受理）
■前回のタイトル
第２回 緩衝材の製作，搬送，定置と定置後の品質に関する

技術開発

これまで２回にわたって紹介して来たように，地層処分の工学技術に関する技術開発が

日々進んでいる。一方，地層処分の概念やそこで用いられる技術について，技術開発の成果を

利用した実規模，実物の材料や試験設備，あるいはそれらを用いた試験の様子を直接，間近で

見てもらう形の理解促進活動が行われている。本シリーズ最終回の第３回目は，実規模，実物，

実感，体感，理解などがキーワードとなる地層処分実規模設備整備事業の状況を紹介する。

解説シリーズ

高レベル放射性廃棄物地層処分の工学技術
―技術開発から理解促進へ―
第 3回（最終回）技術開発成果を利用した理解促進

原子力環境整備促進・資金管理センター 朝野 英一，齋藤 雅彦

515高レベル放射性廃棄物地層処分の工学技術

日本原子力学会誌, Vol. 55, No. 9（2013） （ 37 ）



と並んで，オーバーパックと緩衝材ブロックの製作工程

を動画で紹介している。オーバーパック製作状況の動画

カットを第 4図に示す。なお，カットモデル中のガラス

は樹脂による模擬物である。

（ 3） 試験設備

模擬処分孔に緩衝材を定置（竪置き方式）する緩衝材定

置試験設備を第 5図に示す。本シリーズ第２回で緩衝材

ブロックの真空把持装置を紹介した。本事業ではその成

果を基に，一つの吸着パッドで一つの緩衝材ブロックを

把持するものとして，周状に８個，中央に１個の吸着パッ

ドを持つ真空把持装置を設計，製作した。これを伸縮す

るアーム（テレスコピック）の先に取り付けて，１個約

300kg の緩衝材ブロックを８個，あるいは９個同時に吊

り上げて処分孔に段積みする機構を台車に搭載した。こ

の台車は床面に敷いたレール上を移動する。台車にはリ

ング状あるいは円盤状に準備された緩衝材ブロックを自

動運転で模擬処分孔（直径2．36 m，深さ4．6 m）に段積み

する制御装置とコントロールパネルも搭載している。

（ 4） その他の展示

本施設では，以上に示した実規模実物の材料や設備の

ほかに，各種の説明パネルを用意している。その内容は，

地層処分の概念に始まり，人工バリア材料の役割や機

能，製作方法など，地層処分全体とそこでの工学技術の

役割を紹介するものである。また，規模は小さいが，緩

衝材が水を吸って膨潤する挙動を観察する緩衝材可視化

試験装置を準備し，試験状況と合わせてその結果につい

ても展示を行っている。これを第 6図に示す。

第 1図 地層処分実規模試験施設（右）と

ゆめ地創館（左）３）

第 2図 施設内部４）

第 6図 緩衝材可視化試験装置

� 胴体の加工� 胴体の鍛造

� 胴体と蓋の溶接� 蓋の加工

第 4図 オーバーパックの製作、加工の動画３，６）

� 緩衝材定置試験設備の外観

� オーバーパック � 真空把持装置

第 5図 緩衝材定置試験設備５，６）

� 緩衝材ブロック � 人工バリアカットモデル

第 3図 人工バリア材料３）
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Ⅱ．理解促進活動

1．来館者への対応
前述した通り，本施設は年間を通じて一般公開（休館

日を除く午前９：00～午後４：00）している。入館は原子

力機構・ゆめ地創館からとし，主として地下研究施設で

の試験研究の状況やその成果を見学，閲覧した後，本施

設において人工バリア材料などに関する工学技術の開発

状況や試験状況に接する動線としている。本施設には通

常２名の説明員が常駐して来館者に対応している。パネ

ルを利用した本事業の位置付けや本施設の特徴の紹介に

始まり，人工バリア材料の実物や緩衝材定置試験設備を

目の前にしての説明を地上１階で行い，地下１階に下り

て廃棄物が定置される処分孔を体感してもらうと共に，

地上２階から１階の全体を見下ろしてもらう見学コース

を用意している。また来館者には本施設に関するアン

ケートに応えてもらっている。説明員は実物を見た来館

者の感想や質問にも対応している。人工バリアのカット

モデルを見て，緩衝材の隙間はどうなるのか？という質

問を受けることが多い。緩衝材は水を吸うと膨らむ性質

があるので隙間は閉じます，と回答している。その際，

第６図に示す緩衝材可視化試験装置によりその様子を実

際に見てもらうようにしている。

来館者は幌延町，幌延町周辺の市町村を含めた北海道

内，道外，そして稀に海外からの訪問者と多様である。

アンケートに基づく来館者の状況を第 7図に示す。道内

からの幅広い年齢層の男女が主という傾向が見られる。

2．緩衝材定置試験
平成24年９月１日（土）と２日（日）の２日間，緩衝材定

置試験を公開した。これは，毎年この時期に北海道経済

産業局が主催するイベント「おもしろ科学館 in ほろの

べ」に合わせて実施したものである。実物の緩衝材ブロッ

クは脆いことから定置試験での繰り返し使用には適さな

いものと判断して，寸法（半径方向：700mm，縦方向：

350mm）と重量（300kg）が実物と同じコンクリート製の

模擬緩衝材ブロックを用意し，模擬処分孔内に，４段分

を積み上げる定置試験を，２日間で４回実施した。自動

運転で実施した真空把持装置とテレスコピックによる模

擬緩衝材ブロックの模擬処分孔への定置状況を第 8図に

示す。

第 9図は試験当日の本施設の様子である。�は地上１

階にて，人工バリア材料や，緩衝材定置設備の台車上で

緩衝材ブロックを真空把持装置で吊り上げる様子を見て

もらっているところ。�は地下１階にて，真空把持装置

で把持された模擬緩衝材ブロックがテレスコピックによ

り模擬処分孔の底部に定置される様子を見てもらってい

るところである。２日間で合計705名の方が見学に訪れ

た。

本試験において，リング状，あるいは円盤状に準備さ

れた１段分の模擬緩衝材ブロックが，自動運転によりそ

れを載せたテーブルが真空把持装置の下へ移動を開始

し，真空把持装置により模擬処分孔内に定置され，真空

把持装置とテーブルが元の位置に戻るまでに約５分を要

した。この大きさの緩衝材ブロックの場合，１つの処分

孔には全部で13段を積む必要がある。また，模擬処分孔

内に定置した模擬緩衝材ブロックの観察では，最大で数

mmの隙間がブロック間に生じている箇所が認められ

た。

真空把持装置については，実機図面を基に実物の１�10

模型を製作すると共に，厚紙にて１�10の緩衝材ブロック

を製作し，来館者に真空把持の原理と動作を直接体験し

第 8図 真空把持装置とテレスコピックによる

模擬緩衝材ブロックの定置６）

� 内訳・１

� 内訳・２

第 7図 来館者の状況（平成24年度）

� 地上１階での見学 � 地下１階での見学

第 9図 緩衝材定置試験の公開の様子５，６）
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てもらっている。これを第10図に示す。

3．ホームページの整備
本事業のホームページ（以下，本HPという）を原環セ

ンターホームページの中に作成した６）。事業概要，人工

バリア，施設案内の３部構成で，施設，設備を紹介する

動画，オーバーパックと緩衝材ブロックの製作状況の動

画などを掲載している。また，前記の緩衝材定置試験の

紹介として，同設備の構成，機構，動作を含めてナレー

ションで説明する約５分間の動画を製作して本HP上で

公開している。また，資源エネルギー庁の放射性廃棄物

のホームページと原子力機構幌延深地層研究センターの

ホームページには本HPのバナーを設置している。「実

規模」のキーワードで検索すると本HPが表示される。

本HPの画面例を第11図に示す。

4．リーフレットの整備
第12図に示すように，本施設の概要，所在地，利用，

交通案内等を記載した三つ折りのリーフレットを製作

し，幌延町とその近郊市町（稚内市，豊富町など）の観光

施設や観光案内所，商用施設に設置させてもらうと共

に，全国の原子力発電所の PR施設にも置かせてもらい

本施設の普及活動の一つとしている。この他，前述の緩

衝材定置に関する公開試験の際は，稚内市のFMラジ

オ局の放送を利用して，試験の概要と実施日時の PRを

行った。

Ⅲ．技術開発から理解促進へということ

本施設に設置しているオーバーパック，緩衝材，及び

緩衝材定置試験設備は，全て平成12年度に始まった国の

基盤研究開発での調査，検討，試験などの技術開発の成

果に基づいている。それらの成果の一部は本シリーズの

第１回と第２回で紹介した。その技術開発の成果を，そ

のままの形で直接，間近で見てくれた来館者の感想を紹

介したい。説明員との質疑応答の記録とアンケート結果

に基づいている。

展示物である人工バリア材料に対しては，一般公開開

始当初から，本施設のような実物が間近で見られる施設

があることは良いことだ。ガラス固化体のまま埋めると

思っていた。実際の埋め方がわかった。という感想を多

くの方から得ている。一方，かなり大掛かりなものにな

るのだな。実物の大きさに驚いた。人工バリアはこの位

大きくしなければいけないのか。という感想を昨年度か

らは多く聞くようになった。それに対して，これだけ頑

丈にすれば大丈夫だろうと思う，と言う感想もあった。

原子力や放射性廃棄物に関しては，原子力についてよ

く知ってから議論しなければと思う。廃棄物処分につい

てもっと考えて行かなければならいと思う。放射性廃棄

物が存在するからにはこのことについて学ぶ必要性を感

じた。という声が寄せられている。

また，廃棄物は実際にあるのだから研究は必要だとい

う意見がある一方，原子力発電所の稼働と地層処分の研

究の順序が逆だったのではないか，無害な廃棄物にする

ことができてから原子力を使えばよかったという指摘

や，厄介な廃棄物ができるのだから原子力発電は止めた

方がいいと思う，という意見もあった。

本施設の運営については，もっと広く皆に知ってもら

い，人が来るように情報発信をするべきだ。もう少し宣

伝をしたらよい。PRが不足だ。他の人にも知ってもら

いたい。という感想を得ている。

来館者からの感想は，実物による伝達，実物が持つ印

象，考える際の対象など，本施設が持つ意味や役割，さ

らには技術開発と理解促進の接点の在り方などを考える

際に大きな助けになると受け止めている。また厳しい指

摘に対しては，否定で始まる回答ではなく，そこから地

層処分の話題に進み，技術開発の状況をもう一度見て，

聞いてもらうことができる答え方ができないものか，自

問自答の種となっている。そしてより多くの人達に伝え

ることの大切さを実感している。本施設は一種の技術プ

レゼンテーションの場である。技術開発の背景，経緯と第12図 リーフレット（表側）

第10図 真空把持装置と緩衝材ブロックの１�10の模型６）

第11図 ホームページのトップ画面と緩衝材定置試験の

動画トップ画面６）
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その成果を用いて，広く一般の人達に対して行うプレゼ

ンテーションの在り方について，引き続き本施設の運営

を通じて考察し，経験を積んでいきたいと考えている。

Ⅳ．ま と め

３回にわたって高レベル放射性廃棄物地層処分の工学

技術について，技術開発の経緯と成果，及び技術開発成

果を利用した理解促進活動の状況を紹介した。

オーバーパックと緩衝材に関する工学技術の開発の特

徴は，製作や定置に関する技術について，多様な処分場

概念を念頭に実規模，実物の供試体を用いて実証的な方

法でその適用性や適用条件を確認したことである。その

結果，各技術について現時点での実現可能性や適用範囲

を具体的に，幅広に提示できたと考える。一方，地層処

分においては，製作，構築する人工バリア材料の品質（施

工品質），性能が設置される地下環境で確保，発揮され

ることが最重要であると判断し，技術開発は施工品質と

健全性評価へとその方向を拡大した。これは人工バリア

材料の設計，製作，施工などに関する判断指標を提示す

る重要な課題と取り組む分野である。言い方を変えると

ハード技術とソフト技術の融合ということであり，それ

は工学技術と安全評価との両立という視点を含んでい

る。

１回目と２回目の最終頁の展開図を見ると，技術開発

は積み重ねであることを実感する。13年間の歴史とも言

える。その歴史はここで終わりではない。同図に何を書

き足していくのか。またそこから何を最終的に選択する

のか。今後も継続する技術開発において真に引き継がれ

ていくべきものは何かを考えることが大切である。

実規模，実物を基本として，試験施設と展示施設が融

合した形の地層処分実規模試験施設が整備され運営を続

けている。技術開発や研究開発は日々進歩する。また世

の中の状況も変化する。説明資料や説明内容など提示す

るものと提示の仕方はそれに合わせて更新していくこと

が求められる。さらなる理解促進，これが本事業の合言

葉となっている。地層処分そのものを学び，理解できる

ような情報発信の仕方はないものか，模索を始めてい

る。一人でも多くの人に来館してもらい，間近に実物を

見てもらえるように努力と工夫を続けて行きたい。

「廃棄物処分はいずれしなければならない問題だから

子供達にも興味をもってもらえるといい」という来館者

の感想があった。これにどう応えるのか。答えではなく，

これから技術開発をさらに進めて行く際に横に置いてお

きたい写真がある。それを第13図に示して本シリーズの

終りとしたい。

―参 考 資 料―

１）放射性廃棄物小委員会報告書 中間とりまとめ～最

終処分事業を推進するための取組の強化策について

～，平成19年11月１日，放射性廃棄物小委員会．

２）平成25年度原子力発電施設広聴・広報等事業（地層

処分実規模設備整備事業），資源エネルギー庁．

３）「地層処分実規模試験施設」の整備について，原環

センタートピックス，2010, 7, No.94．

４）地層処分場の操業技術－技術開発と理解促進－，原

環センタートピックス，2013. 3. No.105．

５）平成24年度原子力発電施設広聴・広報等事業（地層

処分実規模設備整備事業），報告書，平成25年３月，

原環センター．

６）地層処分実規模試験施設ホームページ
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誤記訂正

2013年７月号 p.33「高レベル放射性廃棄物地層処分の

工学技術（第１回）」第６図のキャプションに誤字があり

ました。お詫びして訂正致します。

誤 図下キャプション 左から

「従来剤」「従来剤B」「従来剤A」

正 「従来材」「従来材B」「従来材A」

第13図 平成24年９月の緩衝材定置公開試験，

地下１階にて４～６）
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Ⅰ．原産協会の福島支援活動について

2011年３月11日の東北地方太平洋沖地震によって引き

起こされた福島第一原子力発電所の事故（以下，福島原

発事故）は，地域の方々をはじめ広く社会に甚大な被害

を及ぼした。日本原子力産業協会（以下，原産協会）は，

原子力発電を進めてきた産業界としてこれを深く反省

し，福島の復興のため一丸となって被災した自治体や地

域の方々の支援活動を行うことが肝要であると考えた。

そこで，原産協会としては，被災・避難した自治体や

地域の方々を訪問し，市町村長や災害・復興対策担当者

などと面談を重ねながら，自治体や地域の方々の要望に

沿った形で，「放射線に関する理解促進」，「自治体間の

場づくり」，「義捐金の募集・寄付」，「海外の事例紹介」

などに取り組んできた。

特に，「放射線に関する理解促進」においては，自治体

や地域の方々と直接対話をする中で，放射線やその影響

について知りたいという声に応え，専門家を招いた勉強

会・相談会の支援を行っている（第 1図）。その際，少人

数の車座形式での対話を重視し，生活に密着した質問と

回答をQ&A集にまとめ他の自治体にも配布している。

その中で，放射線への漠然とした不安が，除染や帰還

がなかなか進まない理由の一つではないかと感じるとと

もに，帰還が進んでいる地域においても，若い世代が戻っ

て来ていなかったり，インフラ整備が十分でない状況で

あったりすることが分かってきた。そこで，今後の福島

の復興を進めるには，過去の原子力発電所事故の事例か

ら学ぶべきものがあるのではないかと考えた。

Ⅱ．ベラルーシとウクライナの取組み

チェルノブイリ原子力発電所事故（以下，チェルノブ

イリ事故）対応から復興に向けての経験が福島の復興に

役立つと考えた。そこで社会・経済の復興プロセス，地

域の方々の健康管理と心理的影響の緩和，放射線への理

解促進を中心に調査するため，2011年12月，ベラルーシ

およびウクライナを訪問した。

以下に示す活動は，地域の方々が必要だと考えてス

タートしたものや，国際機関の支援によるものである。

1．地域情報センター（LIC）―ベラルーシの取組み
ベラルーシにおいて，地域の方々がどのように放射線

に関する知識を習得し，生活に取り入れてきたか情報を

収集するため，チェルノブイリ事故によりひどく汚染さ

Developing“Practical Radiological Culture”; A Proposal of

“Kizuna Square” in Fukushima : Yuko WADA, Seiichi
NAKATA, Takiko FUKUMOTO.
（2013年 ６月１４日 受理）

チェルノブイリ原子力発電所事故で大きな影響を受けたベラルーシでは，事故後，数年が経

過して，地域情報センター（LIC）を立ち上げた。地域の専門家が子どもや地域の方々と実際の

放射線測定などを通じて「実用的な放射線文化」を醸成する活動を行い，日常生活において LIC

を活用している。また，ウクライナにおいても，心理的ケアの取組みを行っている。

日本原子力産業協会では，こうした活動を現地調査し，福島でも自治体や地域の方々が放射

線に関する知識を生活の中で活かし，納得して生活を送ることに役立つと考え，福島版モデル

として「きずなスクエア（仮称）」を検討している。各自治体の事情や地域の方々のニーズに応じ

た形で自主的に運営できるよう，提案を行っている。本稿では，きずなスクエアのねらいおよ

び郡山市の佐々木教諭の具体的取組みについて述べる。

第 1図 放射線に関する理解活動

解説

「実用的な放射線文化」の醸成に向けて
福島における「きずなスクエア（仮称）」の提案

日本原子力産業協会 和田 裕子，中田 誠一，福本 多喜子
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れた地域の一つであるゴメリ州チェチェルスク市を訪問

した。地域情報センター（Local Information Center :

LIC）は，子どもや地域の方々が集まりやすいように，

学校や文化施設などに置かれており，１～11年生が通う

ザレスキー学園の一室に，LIC が設置されている（第 2

図）。

LIC は，実際の放射線測定などを通じ，地域の専門家

が子どもや地域の方々に「実用的な放射線文化」を広める

ため，1990年代から汚染地域に設置され，現在では50箇

所以上に広がっている。ここで，「実用的な放射線文化」

とは，放射線に関する知識を日常生活で適切に使えるよ

うにすることである。

ザレスキー学園には，LIC 担当として４名の教員がお

り，食品や空間などの放射線量を測る各種測定器，調理

器具，パソコン，プリンタ，および放射線に関する教材

や資料が備えられていた。

実際に生徒が持ってきた食品や土の線量を測定した

り，食品を乾燥・調理して線量がどう変わるかを測定し

たりして，家庭でどう料理すれば線量が低くなるかを学

んでいる。週に３回放射線の理論と実践を教える授業も

ある。このようにして知識に加え，LIC で自ら測定し自

分の目で確認することによって，どのようにすれば，日々

の生活の中で健康へ与える放射線の影響を少なくできる

か管理することに役立っている。また，放射線を学んだ

生徒を通じて，親や地域の方々に，放射線に関する理解

を広めることにもつながっている。

2．社会心理リハビリセンター
―ウクライナの取組み

ウクライナでは，チェルノブイリ事故により国内で最

大の被害を受けたジトミール州にあるコロステン市を訪

れ，汚染地域に生活する住民の心理的影響を緩和するた

めの社会心理リハビリセンター（以下，リハビリセン

ター）を訪問した。リハビリセンターでは，心理的被害

を受けた子どもたちを中心に，地域の方々に放射線に対

する正確な知識を与え，心理的ストレスを軽減すること

を目的としており，ウクライナに５箇所設置されてい

る。リハビリセンターでは，心理学の専門家以外に，アー

トセラピーや健康モニタリング，正確な生活習慣の指

導，職業訓練といった支援を行うため，社会，美術，保

健体育の教員や専門家も所属している。

リハビリセンターを訪問した際には，翌日がチェルノ

ブイリ事故収束作業者の追悼記念日ということで，子ど

もたちが黙祷を捧げたり，記念日の絵を描いていたりし

ていた（第 3図）。

児童の心理的ケアを目的とした課外活動以外に，学校

向けに放射線教育プログラムを作成するとともに，地域

の方々の心理的ストレス軽減のため，個別相談への対

応，講習会の開催，心理学の専門家，医師，ソーシャル

ワーカーによる研修などを行っている。

汚染地域では被災者という意識が心理的な圧力となっ

ており，自信を持って将来に向けて活動していけるよう，

「リハビリから発展へ」が今後の課題であると感じた。

Ⅲ．「きずなスクエア（仮称）」の提案
―原産協会の取組み

福島の被災自治体を訪問し，日常生活の中での悩みや

不安といった実際の声を伺う中で，ベラルーシ，ウクラ

イナで実地体験した取組みが，福島でも地域の方々が放

射線に関する知識を実際の生活に取り入れ，納得しなが

ら生活を送ることに役立つと考え，LIC やリハビリセン

ターの福島版モデル「きずなスクエア（仮称）」を検討した。

「きずなスクエア」は，LIC の「実用的な放射線文化（＝

放射線に関する知識を日常生活に役立てること）」の普及

と，リハビリセンターの心理的ストレスの軽減といった

特徴を組み合わせ，各自治体や地域の方々がそれぞれの

ニーズや事情に応じて役立つ部分を選択して取り入れ，

自主的に運営できるような支援を検討している。

「きずなスクエア」の目的は，放射線について地域の

方々が自ら正確な知識を習得し，「実用的な放射線文化」

を広めるとともに，地域の方々同士のコミュニケーショ

ンの場となることにより，不安やストレスなどの心理的

影響を軽減することである。

具体的には，役場や学校，公民館など，多くの地域の

方々が集まる場所に「きずなスクエア」を設置すること

で，放射線への理解促進を図るとともに，コミュニケー

ションの場として活用を図ることができると考える

（第 4図）。

第 2図 ザレスキー学園の一室にある LIC

第 3図 社会心理リハビリセンターでの児童の課外活動
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「きずなスクエア」を設置するためには，放射線測定器

や測定データの蓄積のための資機材，スタッフの確保お

よび養成，さらにはそれらを提供できるような場所と資

金が必要である。

その中で一番重要な要素は，放射線について正確な知

識を伝え，地域の方々の悩みに耳を傾ける人材である「ス

タッフ」と考える。地域の方々と話をする中で，福島原

発事故の後，専門家への信頼が失われ，誰を，あるいは

何を信じたらよいか分からない不信感が広まっているこ

とを感じた。地域の方々が信頼して正確な知識を学ぶた

めには，信頼される「スタッフ」が重要である。スタッフ

には，地元で信頼され地域の方々との距離が近い人材が

適していると考え，「自治体職員（主に食品の放射線測定

を通じた放射線理解活動）」，「教師（主に教育を通じた放

射線理解活動，子どもたちの心のケア）」，「保健師（主に

診療，カウンセリングを通じた心のケア）」などが適して

いるのではないかと検討している。

また，スタッフの活動をより活発化するために，スタッ

フと放射線や社会学などの専門家とのネットワークを構

築するとともに，将来的には，各きずなスクエアの取組

みをつなぐネットワークセンターが必要である。

なお，「きずなスクエア」は仮称であり，各モデル・地

域ごとに名称を決め，広く地域の方々に親しまれる場に

なってほしい。

Ⅳ．「Motomiya絆スクエア」の提案
―郡山市佐々木清教諭の取組み

「きずなスクエア」の教師版として，郡山市で放射線教

育を実践している佐々木清教諭の取組みを紹介する。

1．放射線教育実践の取組み
佐々木教諭は，福島原発事故後，正しく放射線を理解

し，正しく怖がる教育を実践することが急務と考え，郡

山市立明健中学校で「生徒が主役の放射線教育」を展開し

てきた。福島の生徒像としては，「自ら放射線量を測定

し，自らデータを分析して判断し，互いに助け合って行

動できる生徒」を掲げ，2011年９月から放射線教育を実

践している。

福島原発事故があった2011年を「放射線教育元年」と位

置づけ，中学校理科放射線教育指導計画を立案した。実

際に放射線量計測やモデル製作を行い，放射線量の測定

技能，データ分析力，科学的な判断力を身につけ，科学

的事実に基づいて本音で話し合いながら，リスクコミュ

ニケーション力を養うことを目指し，放射線授業を行っ

た。授業終了後，「私たちは長い間，放射線と向き合わ

なければなりません。福島を復興させるのは私たちで

す。」と真剣なまなざしで訴える生徒がいたとのことで

ある。

2012年には「放射線教育２年目」を迎え，郡山市中学校

教育研究会理科部会や，全国中学校理科教育研究会の仲

間と共に手を取り合い，さらに放射線教育の推進に取り

組んだ。土壌の遮へい効果を確かめる除染モデル実験と

して，まず次年度の空間線量率の変化を予測した後，ビ

ニール袋に土を詰め込み，放射線量がやや高い土壌の袋

を１段ずつ下げていき，表面の放射線量を測定した結

果，深さ４cmで放射線量が半分に，８cmで４分の１

まで下がったことが確認された。この実験により，校庭

には表土の上に線量の低い土壌が50 cmほどかぶせてあ

るので安全であるということを，生徒自らが実験を通し

て理解することができた（第 5図）。さらに，養護教諭か

ら，放射線がどう人体に影響を与え，いかに防御するか

について説明してもらうことにより，生徒が理解を深め

ることができると考え，Team Teaching（チーム教育）

の授業を行った。養護教諭から，バランスの良い食事，

十分な睡眠と休養，適度な運動により，「免疫力」を高め

ることが，放射線から身を守るために最も大切であると

説明されたので，生徒達は納得した。

2013年４月，佐々木教諭は郡山市立郡山第六中学校に

異動したが，３年目は「自立」をテーマに引き続き放射線

教育を実践していくことにしている。

2．「Motomiya絆スクエア構想」の立ち上げ
佐々木教諭は，学校教育としての放射線教育への取組

みに生かすため，2012年７月，ウクライナとロシアを訪

問した。ウクライナで現地調査した社会心理リハビリセ

ンターに興味を抱いたことから，原産協会が検討してい

る「きずなスクエア」に賛同され，子ども達の豊かな心の

第 4図 「きずなスクエア」イメージ

第 5図 佐々木教諭の放射線授業
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復興・復旧を目指し，福島県本宮市でのモデルとして，

「Motomiya 絆スクエア構想」を立ち上げた。本宮市は，

福島第一原発から約60 kmの距離にあり，市民の健康被

害への懸念と不安が広がるとともに，農林水産業・観光

産業・商工業が風評被害を受けている。

「Motomiya 絆スクエア」の活動として，①スタッフ３

名常駐，②地域情報の収集，③心のケア講習会，④地域

の啓発活動，⑤放射線教育推進，⑥一元化情報発信，⑦

サークル活動推進の７つを提案している。

必要なスタッフは，A：放射線量測定員（１名常駐，

市役所配属），B：情報収集・発信員（１名常駐，市役所

配属），C：心のケア相談員（１名常駐，地元医師・カウ

ンセラー），D：放射線教育推進員（地元教員，NPO数

名），E：地域サポーター（町内会長・民生委員など数名）

などが考えられる。全員が集まる定例会「スクエア協議

会」を月に１回開催し，随時情報交換や研修を行う「ネッ

トワーク会議」を開催することが検討されている（第 6

図）。

2013年３月，福島県市町村教育委員会連絡協議会安達

支部研修会において，佐々木教諭が講演を行い，

「Motomiya 絆スクエア構想」について紹介した。今後，

子ども達の放射線理解の促進と健全な心の育成のため，

本宮市および近隣の二本松市，大玉村（旧安達郡）におい

て，「Motomiya 絆スクエア構想」を実現すべく働きかけ

を進めていく計画である。

佐々木教諭の取組みは，福島原発事故で何が起きてい

るのか知りたいという思いからスタートし，「生徒に，

正確な放射線知識を身につけさせ，生徒自身が判断する

ことが大事だ」という考えから，放射線の測定，除染の

モデル実験，人体への影響の授業へと発展させた。今後，

長引く避難生活を憂慮し，子どもたちが非行に走らない

ためにも，心のケアも必要であると感じ，「Motomiya

絆スクエア構想」に具体的に取り組もうとしている。

Ⅴ．おわりに

今なお福島原発事故で被災された多くの方々が，困難

な避難生活や，放射線と向き合いながらの生活を強いら

れている中，これまで原子力推進に協力いただいた福島

の方々を支援することは原子力関係者の責務である。原

産協会では，自治体や地域の方々に寄り添い，地域の方々

のニーズを汲み取って，地域の復興・再生に少しでも貢

献できるよう，活動を継続・発展させていきたい。

専門家が信用を失っている今，地域の方々の自主的な

取組みを支援することが必要である。原産協会として今

後「実用的な放射線文化」を醸成するために，自治体や地

域の方々が自主的に運営して，「きずなスクエア」の取組

みができるように，支援を行っていくことにしている。

原産協会の具体的な役割としては，①本取組みに賛同

してもらえる佐々木教諭のような地域の方々との連携，

②国や自治体への支援要請，③専門家とのネットワーク

作りと考える。さらに，福島の状況を福島県以外の方に

も知ってもらえるよう広く情報提供していく活動にも力

を注いでいきたいと考えている。そのためにも，学会員

の方からもなお一層の協力をお願いしたい。

最後に，福島県郡山市立郡山第六中学校佐々木教諭を

はじめ，数多くの教育関係者，専門家および自治体関係

者にご教示いただいたことに深く感謝する。

―参 考 資 料―

１）日本原子力産業協会報告書，ベラルーシ・ウクライナに

おけるチェルノブイリ事故後の復興状況調査結果につい

て，2012．

２）日本原子力産業協会報告書，ベラルーシにおける情報セ

ンターの取り組みについて，2012．

３）佐々木 清，生徒が主役の放射線教育２年間の歩み，放

射線教育，Vol.16, No.1, 21�30, 2012．

第 6図 「Motomiya 絆スクエア構想」
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Ⅰ．はじめに

核セキュリティ・サミット（Nuclear Security Summit）

は，世界の各国が連携して核兵器の製造に適する品質の

核物質であるプルトニウムやウランなどが核テロリズム

に使われないように安全や保全を確保し，その維持と管

理を厳格に行うことを目的とする国際会議である。2010

年４月に米国ワシントンD.C.でスタートしたこの核セ

キュリティ・サミット・プロセスは，2012年３月にソウ

ルで第２回目が開催され，また，2014年３月にはオラン

ダハーグで第３回，2016年には再度，米国において第４

回が開催される予定であり，脆弱な管理下にある核物質

や放射性物質の削減，核セキュリティ脅威の認識を高め

ることなどに大きな政治的役割を果たしてきた。

サミット・プロセスでは，参加した国々からの自発的

なコミットメントも多くなされ，テロ対処能力向上のた

めの支援（以下，キャパシティ・ビルディング支援と呼

称）を行う国際的なセンター（COE）を設立するとのコ

ミットメントが日本をはじめとして，中国や韓国，カザフ

スタンなど多くの国々からなされた。しかし，コミット

メントだけでまだ設置もなされていないケースも多いの

が実情である。

核不拡散・核セキュリティ総合支援センター（ISCN）

は，サミットでのコミットメント１）に従い，2010年12月

に日本原子力研究開発機構（JAEA）内に設置され，アジ

ア地域を中心に，核セキュリティや保障措置分野のキャ

パシティ・ビルディング支援活動を２年半にわたって実

施してきた。ISCNのトレーニングプログラムやセミ

ナー，ワークショップは2013年６月末までで国内及び国

外での開催をあわせて43回，参加者は日本人も含め33か

国から1，200人を超えており，核セキュリティ・サミッ

ト・プロセスの大きな成果の一つといえる。

JAEAは，原子力の平和利用に係る総合的な研究開発

機関であり，試験研究炉，「ふげん」，「もんじゅ」等の原

子力発電所の開発運転経験，再処理MOX燃料開発等，

核燃料サイクルすべてにわたる広範な技術開発や施設の

保有，その運転経験，またこれらの計量管理・保障措置

や物理的防護対応についても豊富な知識と経験を有して

いる。これが JAEAに ISCNを設置して，アジア地域

を中心とする核不拡散・核セキュリティ分野のキャパシ

ティ・ビルディング，基盤整備支援等に貢献することが

求められた背景である。

JAEAでは，保障措置・国内計量管理制度に係る国際

トレーニングを1996年からほぼ毎年１回提供してきたほ

か，2007年からはアジア地域の原子力発電導入計画国等

を対象に核不拡散，国内計量管理制度の構築，保障措置

対応等の人材育成支援，これに係る法律や規則，体制整

備等の基盤整備支援などで二国間の協力を行ってきた。

これら事業は JAEAの核不拡散科学技術センター

（Nuclear Nonproliferation Science and Technology

Center : NPSTC），現在は核物質管理科学技術推進部２）

（Department of Science and Technology for Nuclear

Material Management : STNM）で実施しており，この

センターが ISCN設立の母体となり，これら事業も ISCN

Human Resource Development at the Integrated Support

Center for Nuclear Nonproliferation and Nuclear Security :
Yosuke NAOI, Kazuko HAMADA, Naoko NORO．
（2013年７月８日 受理）

核セキュリティ・サミット（2010年４月，ワシントン）における日本のコミットメントに基づ

き設置された日本原子力研究開発機構（JAEA）の核不拡散・核セキュリティ総合支援センター

（ISCN）における人材育成活動について紹介する。ISCNでは，米国サンディア国立研究所（SNL）

が開発した核物質防護のトレーニングコースを基に，同研究所と協力して核物質防護の実習

フィールドやバーチャルリアリティシステムを使った独自のカリキュラムを開発し，アジア向

け，国内関係者に提供している。すでに ISCNの人材育成事業で受け入れた参加者は日本も含

め33か国1，200名を超えている（2013年６月現在）。また，核物質防護に関する IAEAの新しい

勧告の理解促進ワークショップや核セキュリティ文化の醸成に係る活動を展開しており，これ

ら活動状況を紹介する。

解説

核不拡散・核セキュリティ総合支援センターに
おける人材育成

日本原子力研究開発機構 直井 洋介，濱田 和子，野呂 尚子

524 解 説（直井，他）

（ 46 ） 日本原子力学会誌, Vol. 55, No. 9（2013）



設立とともに移管された。

ISCN設立にあたり，その活動を支える要員の整備も

大きな課題の一つであった。発足当初はNPSTCからの

異動が11名，それ以外から２名が参加し合計13名のス

タッフでスタートした。その後は順次，要員を増加させ

ながら，後述する米国との協力で実施された核物質防護

のインストラクター養成コースに参加させて教育訓練も

進め，2011年10月に核セキュリティに関わる最初の国際

トレーニングコースを実施する時点で合計26名までス

タッフを増加させた。

Ⅱ．ISCNにおける事業

ISCNでは，キャパシティ・ビルディング支援事業と

して，人材育成と核不拡散，核セキュリティに関わる国

内法・規則整備などの基盤整備支援を柱に事業を実施し

ている。これら事業では，国際核不拡散枠組みコース，

核セキュリティコース，保障措置・国内計量管理コース

の３つのカテゴリーに分けており，支援対象国は，アジ

アを中心とした国のうち，アジア原子力協力フォーラム

（FNCA）参加国，ASEAN加盟国，並びにわが国と原子

力協定を締結している国や交渉中の国及び特段の理由が

ある国としている。

1．国際核不拡散枠組みコース
本コースは，特に日本との原子力協力の拡大が見込ま

れる国，政府レベルで協力要請のあった国を対象とし，

原子力利用が核不拡散・核セキュリティを担保した形で

実施されるように，これらの体制整備の重要性について

の理解を促すことを目的としたコースである。主に二国

間協力による「原子力平和利用と核不拡散�核セキュリ

ティ」に関するセミナーの開催を通して，核不拡散・核

セキュリティ対応の重要性の啓蒙と，核不拡散・核セ

キュリティ担保に求められる体制についての理解を促す

ことを内容とする。またその体制整備における相手国の

現状やニーズを幅広く把握し，双方の関係者の今後の協

力に向けての理解を得ることも重要な目的としている。

セミナーは１～２日間で，対象国で実施し，核不拡散・

核セキュリティ分野における相手国の幅広い関係機関，

すなわち，外務省，エネルギー省，原子力規制当局，警

備当局，事業者，研究開発機関等からの参加を得て，そ

の国の原子力平和利用の開発計画や，核不拡散，核セキュ

リティ対応の状況などを聞くとともに，日本の経験，国

際的な核不拡散・核セキュリティをめぐる歴史や国際動

向，さらには，核不拡散や核セキュリティを確保するた

めの国際的な枠組みなどをテーマにしている。セミナー

後に相手国のニーズに応じ，国内法整備，国内計量管理

システム，追加議定書，核セキュリティの具体的支援，

トレーニングへ深化・移行を図れるようにしている。こ

のような協力は第 1表に示す通り，ISCN設立前の2007

年から開始しており，すでに，９か国においてセミナー

を開催し，その後はワーキングレベルでの具体的な支援

に移行させている。また，先方との協議次第であるが，

より多くの参加者を得るために，現地語への同時通訳を

入れるなどの工夫もしている。このコースは基本的には

二国間協力での取り組みでトレーニングという性格のも

のではない。

二国間協力に留まらず，2013年６月にはASEAN事

務局のエネルギー部局（Center for Energy : ACE）と共

催でこのセミナーを開催した。ベトナムで開催された

ACEの原子力協力に係る会議に合わせて開催し，その

会議に参加したASEANメンバーがセミナーにも参加

するという形で開催した。このコースの新たな取り組み

である。

2．核セキュリティコース
主にアジア地域及び我が国関係者を対象に，核セキュ

リティの重要性や関連知識，具体的な関連技術に関する

知識を提供し，また相互に情報共有を行うことにより，

アジア地域，ひいては国際的な核セキュリティ文化の醸

成と核セキュリティ体制強化を促進することを目指して

いる。

JAEAは，核セキュリティ分野については，物理的防

護の現場経験は有するものの，これに関わるトレーニン

グコースを提供した経験はなく，自らのキャパシティ・

ビルディングのために，まず，核セキュリティに関わる

トレーニングで豊富な経験を有する米国から協力を得る

ことにした。米国との協力は，米エネルギー省（DOE）

と JAEAが締結している「保障措置及び核不拡散に係る

研究開発における協力のための取り決め」に基づくもの

であり，ISCNとサンディア国立研究所（SNL）との間で

具体的な協力内容を定めたプロジェクト・アクション・

シート（PAS）を締結して2011年１月より協力を開始し

た。SNLの専門家と ISCNとの相互訪問により，ISCN

のインストラクターを養成するパイロットコースの実

施，トレーニングカリキュラムや教材の共同開発，ISCN

が主催する国際トレーニングへの講師派遣協力などの幅

広い支援を受けた。米国からの協力は ISCNの事業を進

める上で極めて重要であった。米国の協力なしではここ

第 1表 アジアの対象国への個別の協力
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まで事業は遂行できなかったと考えている。当初２年を

予定していた SNLとの協力は大きな成果を上げて終了

し，2013年からはさらに上級の核セキュリティ・トレー

ニングコースの提供を行えるキャパシティ・ビルディン

グ支援などが盛り込まれた新しい PASを締結して協力

を継続している。

3．核セキュリティトレーニングツールの開発
ISCNでは核セキュリティトレーニングプログラムの

ツールとして，核物質防護（PP）実習フィールドとバー

チャル・リアリティ（VR）システムを整備してきた。実

際の原子力施設に配置されている核物質防護設備や機器

を使った実習は，セキュリティの観点から不可能である

ことから，第 1図に示すような訓練のみを目的とした実

習フィールドを2012年３月に東海村の研究所内に整備し

た。PP実習フィールドには核テロ等から防護するため

の防護フェンス，侵入者の検知のための各種センサー，

モニタ等の防護設備・機器や模擬の中央警報ステーショ

ン（警備員詰所）を配備しており，防護機器の機能・特徴

を実機を使って確認する等，実体験による効果的な実習

を行うことができる。

VRシステムは，仮想の原子力施設やトレーニング環

境をコンピュータ上で構築し，これを大型の表示装置に

３D映像のVR（仮想現実）として整備し，トレーニング

等に利用している。これにより，例えば，仮想原子力施

設内外を歩いて，実際の原子力施設ではできない詳細な

見学体験や実地検分を行うとともに，施設の中に侵入検

知装置等を設置して防護設計・評価手法を学ぶトレーニ

ング，核テロ等の緊急時対応トレーニング等を行うこと

ができる。今年度はこのVRシステムを利用した侵入事

案における施設警備員の対応トレーニングの開発を計画

している。

これらのツールの整備にあたっては，日本の政府関係

機関，SNL，IAEA等の協力を得て設計，整備を進め，

すでに，2012年４月から「核物質と原子力施設の核物質

防護に係る地域トレーニング」等のトレーニングコース

においてカリキュラムの中に組み込んで活用している。

4．核セキュリティコースの実績
アジア諸国等の海外関係者を対象としたコースとして

は，SNLが開発した核物質及び原子力施設の物理的防

護システムの設計と評価に関するトレーニング（２週

間），国際原子力機関（IAEA）の核セキュリティ・シリー

ズ文書の一つ「核物質及び原子力施設の物理的防護に関

する核セキュリティ勧告（INFCIRC 225�Rev.５）３）を普及

させるためのワークショップ，核セキュリティ文化の醸

成に係るコース等に力を入れて実施している。２年半の

実績を第 2表にまとめた。

ISCNが主催して実施するコースと IAEAが実施する

コースを ISCNがホストするケース，また，ISCNが対

象国に赴いて主催するケースなどがある。上記の２週間

の PPに係るトレーニングについては，米国DOE�

NNSA，SNLの協力を得て４～５年かけて ISCNのス

タッフだけでトレーニングが提供できるようにすること

を目指して毎年１回実施している。また，整備をした PP

実習フィールドやVRシステムなどをこのトレーニング

に取り込むカリキュラム開発を SNLと共同で行い，2012

年からは，独自のカリキュラムでのトレーニングを提供

している。このトレーニングには原子力安全基盤機構

（JNES）が開発した監視カメラの最適配置を PC上で簡

易に学べるシステムも組み込んでおり，JNESからは枢

要区域・機器の選定に係る講義などでも協力をいただい

ている。

国内向けのコースとして，英語で実施している２週間

の PPトレーニングを日本語にして原子力事業者や関係

府省の職員らに提供している。原子力規制庁の新任 PP

第 1図 核物質防護実習フィールドの概要
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検査官のトレーニングもPP実習フィールドで行っている。

また，国内の核セキュリティ文化を醸成する活動とし

て，世界核セキュリティ協会（WINS）との共催ワーク

ショップを年に１回，東京で開催している。このセミナー

はプロの俳優が核セキュリティに関する切迫した様々な

場面を演じ，その後，セミナー参加者がそれを基に議論

するという演劇型のセッションを取り入れており，核セ

キュリティの強化に向けたコーポレートガバナンス（企

業における業務統制機能）や外部機関との連携の重要性

などをテーマに開催してきた。国内向けのトレーニング

やワークショップは，異なる役割を担う国内の関係諸機

関が集まり，核セキュリティに関して意見交換を行う場

にもなっている。

IAEA勧告 INFCIRC 225�Rev.５を普及させるための

ワークショップは SNLや IAEAと協力しながら，国際

コースを２回，国内コースを１回開催している。今年度

は IAEAが初めて実施する５日間のトレーニングコー

スを2013年８月に ISCNで開催する計画である。

ベトナムやカザフスタン，リトアニアにおいては，相

手国に出向いて核セキュリティのセミナーを開催してき

た。ベトナムでは，核物質防護条約（CPPNM）及び改正

核物質防護条約（CPPNM Amendment）の批准のために

関係省庁横断的な検討委員会が構成されていたが，その

委員会メンバーらを対象に核セキュリティ対応の重要性

などを理解してもらうセミナーを開催した。ベトナムは

その後，2012年11月には CPPNM及び同Amendment

を批准している。また，2012年４月に核セキュリティの

COEを国境警備の訓練学校に設置したリトアニアで

は，国境における核・放射性物質の検知に係るワーク

ショップをECや米国の協力を得て開催した。

また若手研究者への核セキュリティ教育も重視してお

り，大学との連携も行っている。「原子力核セキュリティ

連携実験演習」４）の中でも紹介されていたが，2012年度か

ら大学連携核セキュリティ実習として ISCNに学生を受

け入れ，講義とVRシステムや PP実習フィールドを

使った実習を組み込んだ３日間のカリキュラムを２回提

供してきた。2013年も９月に同実習を開催する予定であ

る。

5．保障措置・国内計量管理コース
主にアジア関係国に対して保障措置対応，国内計量管

理制度の構築に関係する人材育成を支援するとともに，

IAEAの査察官等への教育・トレーニングの場を提供

し，国際的な核不拡散体制の強化に資することを目的と

している。すでに，1996年から包括的な保障措置，国内

計量管理制度に係る２週間から３週間のコースを，2007

年を除き毎年１回，東海村で開催してきており，すでに

38か国から265名の卒業生が出ている。このコースでは，

国際保障措置における IAEAの要件と法律文書，核物

質の計量管理における国あるいは施設レベルでの考慮，

国際保障措置戦略と検認技術，設計情報の検認，国内計

量管理制度の効果，国内計量管理制度の創設と維持など

について学ぶ。実施に当たっては，計画段階から IAEA

の全面的な支援と協力のもと開催してきている。また，

これまでのコースの講師は，JAEA，核物質管理セン

ター，IAEA，その他組織（米国DOE，韓国核物質管理

センター（KINAC），オーストラリア保障措置及び核不

拡散局（ASNO），欧州原子力共同体（EURATOM））の専

門家である。

２週間の国際コースは，複数国を対象とし東海村の

ISCNに研修生を招いて実施しているものであるが，二

国間ベースで東海村に招へいあるいは ISCNが対象国に

出向いて相手国のニーズにあわせたワークショップやセ

ミナーを開催する保障措置の協力もある。その協力の一

例として，追加議定書の批准を間近に控えていたベトナ

ムに対しては，追加議定書（AP）に基づく申告や補完的

アクセスについての理解を深めてもらうと共に，それら

の対応に向けた体制の整備を促進することを目的とした

ワークショップを開催した。追加議定書においては，従

来の包括的保障措置協定の下で報告が義務付けられてい

る核物質情報のほかに，核物質を伴わない核燃料サイク

ルに関連する研究開発活動など核燃料サイクル全般にわ

たる情報の提供が求められており，何をどこまで申告す

第 2表 核セキュリティコースの実績
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べきなのかを理解することは，多くの追加議定書未批准

国にとっての大きな課題となっている。そこで，ベトナ

ム放射線・原子力安全規制庁（VARANS）と共催で，2011

年にはハノイの「施設外の場所（LOF）」a において，2012

年にはダラット研究所において，規制者と事業者を対象

に追加議定書の申告義務についての理解深化を図った。

ベトナムはその後，2012年９月にAPに批准している。

また，ベトナムの査察官の保障措置トレーニングとし

て，2012年には東海村にベトナム査察官を招へいし，国

内査察の実施内容や保障措置情報の管理をテーマに１週

間のトレーニングコースなども提供している。

マレーシアについてもAP批准を間近に控えており，

マレーシア国内の関係府省の担当者に，AP批准の重要

性を理解するためのセミナー及びAP申告を行う実務者

（事業者）を対象にした，AP申告に関するワークショッ

プを2013年２月にそれぞれ現地で開催している。

IAEAの査察官のトレーニング支援も，日本政府によ

る IAEA保障措置技術支援（JASPAS）として実施して

いる。これまで，協力してきたトレーニングは，再処理

保障措置トレーニング，使用済み燃料の検認に用いるデ

ジタル式チェレンコフ光検認装置（DCVD）トレーニング

などである。

Ⅲ．今後の課題

核セキュリティ・サミット・プロセスで設立すること

が誓約されたCOEのうち，韓国が2014年２月に開所を

迎える予定であり，その後，2015年には中国のCOEも

このアジア地域に開所される予定である。同様のミッ

ションを持つセンターが同じ地域に設立されるので，ま

ず，日本の ISCNを含め，これらセンター間での情報の

共有やトレーニング実施にあたっての調整を行えるよう

にすることが重要になる。すでに，IAEAを中心にその

準備は始められているが，日中韓３者が当事者意識を

もってこのような枠組みの設置に向けて努力をしていく

必要がある。カリキュラムの共同開発やそれぞれのセン

ターが独自性を発揮して特徴のあるセンターとして共存

できる道を探っていくことが重要である。

ISCNは２年半にわたり実績を積んできているが，持

続的にキャパシティ・ビルディング支援を継続していく

には，自らのキャパシティ・ビルディングをしっかりと

やっていく必要がある。このためには，米国や

EURATOMとの協力や IAEAの核セキュリティ支援セ

ンター間のネットワークを介した協力，アジア地域の協

力など，国際協力がカギになると考えられる。

また，トレーニングコースの認定も今後効率的なキャ

パシティ・ビルディング支援には重要になってくると考

えられる。すでに，世界核セキュリティ協会（WINS）が

トレーニングコースの国際的な認定制度の提案を行って

いるが，国際的な制度の設立に IAEAの関与を含めた

議論が開始されることを望む。

Ⅳ．ま と め

� 核セキュリティ・サミット・プロセスで誕生した

ISCNは2010年12月に設立されて以来，キャパシ

ティ・ビルディング支援事業を２年半にわたって実

施し，すでに，43のプログラム，33か国から1，200

人を超える参加者を得て，核不拡散，核セキュリティ

に係る人材育成に貢献してきた。これは，核セキュ

リティ・サミット・プロセスの大きな成果の一つと

考えられる。

� 設立準備から事業計画の立案，体制の整備，トレー

ニングツールの開発，実際の事業の展開にあたっ

て，米国や IAEAなど，国際的な協力や国内関係

府省，関係機関の協力は不可欠なものであり，ここ

までの成功の鍵は国内外関係機関の協力にあったと

いっても過言ではない。

� 今後，ISCNと同様のCOEが活動を開始するが，

IAEAを中心とする連携と調和がこれらCOEを通

じた核セキュリティ強化の支援活動の成功のカギを

握っている。

―参 考 資 料―
１）外務省HP「第１回ワシントン核セキュリティ・サミット
におけるナショナル・ステートメント」，
http : //www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaku_secu/2010/
nastatement_wabun.html

２）日本原子力研究開発機構，核物質管理科学技術推進部
HP : http : //www.jaea.go.jp/04/np/

３）http：//www-pub.iaea.org/MTCD/publications/PDF/
Pub1481_web.pdf#search=’infcirc 225’

４）上坂 充，原子力核セキュリティ連携実験演習，�大学・
大学院・高専・原子力機構の実験演習ネットワーク�，
日本原子力学会誌「アトモス」，55〔8〕，461～465（2013）．

a１実効キログラム以下の量の核物質が通常使用される構造
物または場所であって施設にあたらないものと定義される。
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日本原子力学会は昭和34年の設立以来，原子力三原則に則り，安全の確保を旨としてその平和利用を推進し

て参りました。その間，我が国の発電用原子炉は大きく増加し，エネルギー供給の安定化と産業振興を下支え

し，国民の福祉と生活の向上に貢献して参りました。原子力は基幹クリーンエネルギーとしてエネルギー政策

と脱炭素化の柱とされ，また原子力産業は国際競争力のある基幹産業として発展し，その将来性に期待されて

おりました。

しかし平成23年３月11日に発生した東日本大震災を起因とする東電福島第一原子力発電所における事故は，

我が国での原子力発電の安全性への信頼を根底から揺るがし，国全体の経済活動やエネルギー政策に大きな影

響を与えております。この事故から２年余が経過した現在も，環境の修復が十分には進まず，多数の住民の方々

が避難を余儀なくされ，困難な生活を続けておられます。

この間，原子力の安全性について大きな議論が噴出し，これまでの我が国のエネルギー政策にも疑義が抱か

れると共に，学会の在り方についても厳しい問いかけが寄せられ，我々は存亡の危機にあると言っても過言で

はありません。

原子力の専門家からの発言について，時には内輪に閉じた論理として一蹴されることがあります。しかし専

門家が傍観し沈黙したままでは，我が国のエネルギー危機は乗り越えられず，日本の国力を危うくしてしまう

ことにも繋がりかねません。持続的で安定且つ経済的な代替電源が他にはない現状では，原子力発電は中長期

的に重要な基幹電源であり続けるべきものと判断いたします。そのためには，グローバルな展望で高いレベル

の安全性を実現してそれを実機へ適用することが重要であり，並行して震災被災地の復興を進め，それらを支

える人材育成への長期的な取り組みを専門家として使命感を持って進めていくことが大事であると考えます。

先の通常総会において定款が一部改定されました。従来は「原子力の平和利用に関する学術および技術の進歩

をはかり，�中略�，原子力の開発発展に寄与することを目的とする」としていた設立目的を，「�前略�学術

および技術の進歩をはかり，その成果の活用と普及を進め，もって環境の保全と社会の発展に寄与することを目

的とする」に改定いたしました。さらに「特に東京電力福島第一原子力発電所事故にかかわる環境修復，地域住

民の支援および事故を起こした原子炉の廃止措置支援等の活動を積極的に行う」という文言を追加しました。

被災地域の環境修復と復興なくしては，原子力への信頼の回復はないことを心に銘記しなくてはなりません。

本来，学会とは研究者や学生などがその研究開発の成果を年会・大会の場で発表し，専門家同士の議論によ

り，より洗練化されることを通じて学術や技術の発展に寄与し，片や発表者は最先端分野を切り開いていると

いう誇りや喜びを糧に，自身の成長を促すという大事な役割を担っております。学会の強みとは，会員の皆様

の持っておられる学術的，技術的な専門性の高さ，豊富で深い科学的知見の蓄積にあり，それを社会的貢献に

適切に向けられるような組織の仕組みを整備し実行可能とすることが非常に重要で，それが学会の使命とも考

えられます。

当学会が社会からの信頼を得ることができますように，尽力して参りたいと思いますので，ご支援ご協力を

どうぞよろしくお願い申し上げます。

（2013年７月15日 記）

平成25年度会長

堀池 寛（ほりいけ・ひろし）

社会の信頼を取り戻すために
会

報
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